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序 

 
 
 本報告書は，平成18～22年度の５年計画で実施している重点研究プログラム「アジア自然共生

研究プログラム」の18～19年度の成果を取りまとめたものです。本プログラムは第２期中期計画

期間（平成18年度～22年度）をとおして進める予定でおりますが，中間的な成果を公表すること

で，幅広いご意見をいただき今後の研究推進に反映することを期待しています。 

 急速な経済成長を続けているアジア諸国では，それに伴う環境破壊やエネルギー問題，資源問

題が深刻になっています。それは，各国にとって深刻なだけでなく，日本を含むアジア全体，北

半球，地球規模の問題に直接つながっています。もう一つ重要なことは，日本では高度成長期以

来順次経験してきた大気汚染，水質汚濁，自然破壊，廃棄物問題，温暖化の問題が，アジア諸国

では同時に顕在化してきていることです。このことは，問題解決の困難さとともに，これらを統

合的に解決する可能性，新しいチャレンジの機会があることをも示しています。つまり，持続可

能な社会の実現に当たっての当面の目標である， 

ⅰ. 脱温暖化社会の実現 

ⅱ. 循環型社会の実現 

ⅲ. 自然共生型社会の実現 

ⅳ. 安全・安心で質の高い社会の実現 

（平成18年３月，中央環境審議会答申「環境研究・環境技術開発の推進戦略について」より） 

をアジアにおいて統合的に実現する道筋に沿って，環境問題を解決する可能性を追求すべきであ

るということです。 

 アジア自然共生研究プログラムでは，自然と人間が共生する上で克服しなければならない問題

の解決に必要な科学的基盤を確立するために，第２期中期計画では， 

1. アジアの大気環境評価手法の開発，  

2. 東アジアの水・物質循環評価システムの開発，  

3. 流域生態系における環境影響評価手法の開発，  

の３つの中核研究プロジェクトを中心に研究を進めています。これらの中核研究プロジェクトで

は，東アジア規模，北半球規模での光化学オゾンやエアロゾル・黄砂の動態，長江流域圏等の富

栄養化や東シナ海への影響の評価，都市の環境問題，メコン河流域の生態系破壊などについて具

体的な研究を推進し，アジア地域で持続可能な社会を実現するために必要な技術・政策等の評価

を行い，政策提言の科学的基盤を築くことを目指しています。具体的な研究成果につきましては

本編をご覧頂ければ幸いです。 

 この間，研究を推進する過程で，国内外の多くの方々にご協力とご助言を頂きました。ここに

深く感謝の意を表しますとともに，引き続きご指導ご支援を賜りたく，宜しくお願い申し上げま

す。 

 
 
  平成20年12月 

 
 独立行政法人 国立環境研究所 

理事長 大 塚 柳太郎 
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―  ― 1

1  プログラムの目的 

 現在急速に発展しつつあるアジア地域が持続可能な社

会に移行できるか否かは，我が国及び世界の環境の持続

可能性の鍵を握っている。そのアジア地域において，環

境の現状が持続可能な社会に向けたシナリオに沿って推

移しているか否かを評価するとともに，持続可能な社会

を実現するために必要な技術・政策等の評価を行い，政

策提言の科学的基盤を築くことが不可欠である。本研究

プログラムは，持続可能な社会の実現に当たっての当面

の目標である， 

ⅰ. 脱温暖化社会の実現 

ⅱ. 循環型社会の実現 

ⅲ. 自然共生型社会の実現 

ⅳ. 安全・安心で質の高い社会の実現 

（平成18年３月，中央環境審議会答申「環境研究・環境

技術開発の推進戦略について」より） 

 の「ⅲ.自然共生型社会の実現」に主に貢献するため，

アジアにおける自然と人間の共生の科学的な基盤を築く

ことを目指して研究を推進している。 

 平成18年～22年度の第２期中期目標期間においては，

東アジア地域の大気環境・広域越境大気汚染の実態把握，

陸域・沿岸域・海域環境の把握・予測及び都市域を対象

とした環境技術評価システムの構築による持続可能な水

環境管理，大河川を中心とした流域における開発の環境

影響評価及び生態系保全管理に関する研究を行うことを

計画した。その観点から，本プログラムでは， 

（１）アジアの大気環境評価手法の開発， 

（２）東アジアの水・物質循環評価システムの開発， 

（３）流域生態系における環境影響評価手法の開発， 

の３つの中核研究プロジェクト（PJ）を中心とした研究

によって，科学的知見の集積，環境管理のツールの開発

を通じて政策提言のための科学的基盤を創り，そのため

に必要な研究協力ネットワークを強化することを目的と

する。この第２期中期計画期間のプログラムの研究目的

については，運営交付金及び競争的研究資金，委託費等

を中心とした研究を通して，さらに，中核プロジェクト

を横断する研究，奨励研究等のプログラム関連基盤研究，

関連プロジェクト等によって支えられて実現する計画で

あり，その観点から草原の植生に関する研究等のプロジ

ェクトを横断する研究，中核プロジェクトを補完する研

究も実施している。また，研究の遂行にあたっては，「コ

ベネフィット」の観点から，低炭素社会や循環型社会形

成のための研究と連携し，持続可能な社会に向けた統合

的な研究の一翼を担うことに留意している。 

 

2  第２期中期計画における中核研究プロジェクトの対

象地域 

 広大なアジアの中で，中核研究プロジェクトを主に展

開する対象地域については次のように考えて設定した。

中国の GDP は2010年代半ばに日本を追い抜き今世紀半

ばまでには米国を追い抜くと予想されており，それに伴

って環境負荷も急速に増大すると考えられている。中国

を含むアジアの国々の環境問題において特徴的なことは，

日本とは異なり，大気汚染や水環境の悪化や自然破壊が

温室効果ガスの排出増大や廃棄物量の増大と同時に進行

していることである。そして，東アジア規模の広域大気

汚染や越境大気汚染，さらには半球規模の大気汚染，中

国等各国の国内の河川・湖沼の水質悪化や東シナ海の水

質汚染などが問題となっている。東アジア各国の経済を

始めとした諸関係の結びつきはますます強くなっており，

これらの環境問題はそれぞれの国の国内問題にとどまら

ず，解決すべき共通の問題となってきている。特に，日

本，中国，韓国では三カ国環境大臣会合が1999年以来毎

年開催されるなど共同した取り組みが進んでいる。この

ような観点から，中核研究プロジェクト１「アジアの大

 

Ⅰ．アジア自然共生研究プログラムの概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１ アジア自然共生研究プログラム第２期中期計画の中

核研究プロジェクト構成及びサブテーマ 

③拠点都市における技術・政策
インベントリとその評価システム
の構築

①流域圏における水・物質
循環観測・評価システムの

構築

②長江起源水が
東シナ海の海洋
環境・生態系に及
ぼす影響の解明

①流域生態系・高解
像度土地被覆デー
タベースの構築

②人間活動による生
物多様性・生態系影
響評価モデルの開発

③持続可能な流域生
態系管理を実現する
手法の開発

ア
ジ
ア
自
然
共
生
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム

　　中核PJ1　アジアの大気環境評価手法の開発　　

中核ＰＪ２　東アジアの水・物質循環評価システムの開発

中核ＰＪ３　流域生態系における環境影響評価手法の開発

①アジアの広域
越境大気汚染の
実態解明

③黄砂の実態
解明と予測手
法の開発

②アジアの大気
環境評価と将来
予測
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気環境評価手法の開発」及び中核研究プロジェクト２「東

アジアの水・物質循環評価システムの開発」では中国を

主な研究対象とした。中国では，都市化の問題，農村地

域の急激な変化の問題，長江の水を北部に輸送して使用

する南水北調のような大きな自然改造，砂漠化の進行等

の大規模で急速な変化が広範囲な大気環境や水環境，陸

域生態系に影響を及ぼしつつあり，全体像を衛星リモセ

ンやモデルによって把握しつつ，観測データや実地調査

によって詳細に把握することが必要である。その際，大

気環境，水環境，陸域生態系に関する統合的な把握や環

境改善につながる技術や政策の評価と併せて研究を推進

することが効果的な場合も多いことに留意して研究を進

めている。また，「コベネフィット」など低炭素社会を目

指す研究や循環型社会を目指す研究との連携・相乗効果

を発揮する機会を捉えることにも留意している。 

 中核研究プロジェクト３「流域生態系における環境影

響評価手法の開発」では国際河川であるメコン河の流域

生態系を研究対象とした。メコン河流域は，近い将来に

大きく発展する地域として開発援助が非常に盛んであり，

生態系の保全・再生に必要な科学的知見の集積が求めら

れている地域である。そのような地域において，土地利

用の変化やダム建設の影響の実態把握，魚類の回遊やマ

ングローブ生態系を中心に研究を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これら３中核研究プロジェクトは，広大なアジアにお

いて実施すべき大気環境，水環境，生態系に関する環境

研究のごく一部に過ぎないが，国内外の研究機関やプロ

ジェクトとの協力，連携を通じて，自らも研究成果をあ

げつつ，触媒的な役割を果たすことが重要と考えている。 

 

3  研究予算 

 本プログラムの研究予算は主として運営交付金と環境

省・文部科学省等の競争的研究資金を中心とする受託費

によって構成され，４－５億円／年で推移している。競

争的研究資金による大学や他の独立行政法人研究機関と

の共同研究は，本プログラム及び中核研究プロジェクト

の目的を達成するための共同研究や連携にとって重要な

役割を果たしている。 

 

表１ 研究予算の構成 

(実績額，単位：百万円) 

 平成

18年度

平成 

19年度 

平成 

20年度 

平成 

21年度 

平成

22年度
累計

運営交付金 155 158     

受 託 費 268 330     

科学研究費 18 11     

寄 付 金 0 0     

助 成 金 0 0     

総 額 441 499     
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1  研究の目的と経緯 

1.1  目的 

 我が国と密接な関係にあるアジア地域では，急速な経

済発展に伴って大気汚染が深刻化しており，それが越境

汚染として我が国に影響を及ぼしている。従って，我が

国を含むアジアの持続可能な発展に向けた戦略的な政策

が緊急に必要であるが，そのためには科学的知見を集積

し，政策提言の基盤にすることが必要である。我が国及

びアジア各国の政策や持続可能な発展に向けた努力が効

果的に働くためには，我が国及びアジア各国が，科学的

知見について共通の認識及び大気環境管理の共通の基盤

を持つことが重要である。このような科学的な基盤の形

成に貢献するために，本プロジェクトでは，アジアの大

気環境についての実態把握と将来予測等の科学的知見の

集積，データベースや数値モデル等の研究ツールの開発

を行うことを目的とする。 

 

1.2  研究計画とサブテーマ構成 

 東アジア地域を対象に，大気汚染物質と黄砂の地上観

測，航空機観測，ライダーネットワーク観測等を行い，

国内外の観測の連携を進めるとともに，数値モデルと排

出インベントリの精緻化を進める。これらの観測データ，

数値モデル，排出インベントリ，更に対流圏衛星観測デー

タを活用して，アジア地域の広域大気汚染と日本への越

境大気汚染の全体像を把握し，科学的知見を蓄積する。

日本国内を含むアジア地域の大気環境施策立案に必要な

科学的知見とツールを提供する。このために，以下の３

つのサブテーマを設定して，研究を推進する（図２）。 

 

①アジアの広域越境大気汚染の実態解明 

 沖縄辺戸岬ステーションをベースにした地上通年観測

による，長距離輸送されたガス・エアロゾルの解析を行

うとともに，辺戸を中心として対流圏大気変化観測の連

携を進める。地上観測とともに，航空機観測を含む集中

観測，対流圏衛星観測データ解析を実施し，モデルシミ

ュレーション結果も併せて，東アジア地域の広域越境大

気汚染の実態把握を行う。さらに，大気観測の国際協力

を推進し，アジア域の大気環境データベースを作成する。 

②アジアの大気環境評価と将来予測 

 アジア広域から国内都市域における大気質を解析する

マルチスケール大気汚染モデルを開発する。更に，実測

データとモデルを組み合わせた解析，ならびに，発生源

データの収集・測定・解析によって，排出インベントリ

の精度向上を図る。これらのモデルとインベントリを観

測データを使って検証した後，アジア域における大気環

境の全体像を把握するとともに，国内大気質に対する越

 

Ⅱ．中核研究プロジェクト１：アジアの大気環境評価手法の開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 中核研究プロジェクト１の全体構成 

（サブ１）アジアの広域越境大
気汚染の実態解明

観測とデータベース
地上連続観測 （辺戸ステーション）
集中観測 （航空機＋地上多地点）

（サブ２） アジアの大気環境評価

と将来予測
モデルとインベントリ

マルチスケールモデル、排出インベントリ、
広域・越境汚染解析、将来予測

大気環境評価手法の開発
観測データベース、モデル、インベントリ、将来予測手法

科学的知見の集積
広域大気環境の全体像
日本への越境汚染影響

将来の大気環境

大気環境評価ツール

（サブ３） 黄砂の実態解明と予測手法の開発
黄砂観測ネットワーク、黄砂予報モデル

（サブ１）アジアの広域越境大
気汚染の実態解明

観測とデータベース
地上連続観測 （辺戸ステーション）
集中観測 （航空機＋地上多地点）

（サブ２） アジアの大気環境評価

と将来予測
モデルとインベントリ

マルチスケールモデル、排出インベントリ、
広域・越境汚染解析、将来予測

大気環境評価手法の開発
観測データベース、モデル、インベントリ、将来予測手法

科学的知見の集積
広域大気環境の全体像
日本への越境汚染影響

将来の大気環境

大気環境評価ツール

（サブ３） 黄砂の実態解明と予測手法の開発
黄砂観測ネットワーク、黄砂予報モデル
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境汚染の影響を定量化する。更に，将来排出シナリオを

設定し，2030年までの大気環境の将来予測を行う。 

③黄砂の実態解明と予測手法の開発 

 東アジア地域で増大している黄砂の発生から輸送・沈

着を把握するための，ライダーを中心とするリアルタイ

ム観測ネットワークを展開・整備すると同時に，化学分

析のための黄砂サンプリングも行う。これらのリアルタ

イムデータをモデルに取り込むデータ同化手法を確立し，

黄砂予報モデルの精度を向上する。 

 

2  研究の成果 

2.1  アジアの広域越境大気汚染の実態解明 

2.1.1  目的と経緯等 

 我が国と密接な関係にあるアジア地域では，急速な経

済発展に伴って大気汚染が深刻化しており，それが越境

汚染として我が国に影響を及ぼしている。アジア地域で

の広域越境大気汚染の全体像を把握し，科学的知見を蓄

積するため，本サブテーマでは，観測施設を整備し，国

内外での大気汚染物質の地上および航空機観測を行い，

得られた結果をデータベース化して実態解明を進めた。 

 昨年度までに本サブテーマでは以下の４つを推進した。 

(1) 地上観測施設の拡充と観測体制の整備 

(2) 国内における地上および航空機観測 

(3) 中国における地上および航空機観測 

(4) 観測結果のデータベース化 

 

2.1.2  地上観測施設の拡充と観測体制の整備 

 広域越境大気汚染の実態を解明するためには，短期の

集中観測だけではなく，通年で多数の観測装置が安定し

て稼動できる観測拠点が必要である。平成17年度に国立

環境研究所（以下国環研）は沖縄本島北端に位置する辺

戸岬に辺戸岬大気・エアロゾル観測ステーション（Cape 

Hedo Atmosphere and Aerosol Monitoring Station：

CHAAMS）を整備した。国環研の研究者のみならず日

本国内の研究者・研究機関と協力して最先端のエアロゾ

ル観測機器を設置し，連続観測を開始した。さらに，隣

接する国設酸性雨観測施設とも協力しながらガス成分も

含む多成分・連続観測を実施している。当初，エアロゾ

ルの化学分析，重量濃度測定，ライダー，放射関連の測

器を導入した。その後，新たな観測機器の導入や集中観

測の要望に伴い，施設の拡充が必要となった。これを受

けて，平成18年度には，新たに８×４m の観測サイトを

新築し，集中観測などにも対応できる体制を整え，電力

容量の増加と200V 電圧使用に対応するため電源設備の

拡充を行った。現在の CHAAMS の写真と観測機器，主

な参加機関の一覧を図３，表２，表３に示す。 

 一連の整備に伴い MAXDOAS の導入（海洋研究開発

機構），水銀観測の本格的稼動（環境省），エアロゾルイ

ンレットおよび関連する測定機器の整備（文科省

GEOSS，千葉大）を新たに導入した。また，2008年春

には文科省科学研究費特定領域 W-PASS（植松代表）の

集中観測も行われ，多数の測器を導入し，大気と海洋の

相互作用を探るための研究が行われた。そのほか同時期

には雲とエアロゾルの相互作用を観測によって明らかに

する集中観測も行われた。 

 本施設は国連環境計画（UNEP）のアジア褐色雲

（ABC）プロジェクトのサイエンスチームにおいて，同

プロジェクトの中で最も充実した観測ステーションであ

ると認められ，「スーパーサイト」と認められた。国内に

おいても，文部科学省科学技術・学術審議会研究計画・

評価分科会地球観測推進部会がとりまとめた平成19年度

および平成20年度の「我が国における地球観測のあり方」

において分野間・機関間連携を図る具体的施策のひとつ

としてあげられるなど高い評価を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ CHAAMS 全景 
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表２ 辺戸岬に設置している測定器 

雲・放射関連 日射計，雲カメラ，Microwave Radiometer
化学組成 エアロゾル質量分析計(AMS)，粒子状硝酸

計，カーボンモニタ，フィルターサンプラ，

水銀計，NOy計，アンモニア計，MAXDOAS，
炭化水素計 

粒子物性 TEOM，LIDAR，Nephelometer， 
Aethalometer，PSAP，黒色炭素計，スカイ

ラジオメータ，SMPS 

 

表３ 主な参加機関 

研究所 国立環境研究所，産業技術総合研究所，海洋研究

開発機構 

大 学 東京農工大，大阪府立大，首都大東京，琉球大，

名城大，千葉大，北海道大，富山大，名古屋大，

東京大，東京理科大，東北大 

省 庁 環境省 

 

 

2.1.3  国内における地上および航空機観測 

 東アジア地域での広域大気汚染の全体像を把握するた

め，CHAAMS で連続観測を行った。 

 沖縄は東シナ海に位置し，四方から気塊が到達する。

大きく分けて，冬季から春季にかけては中国大陸など西

から，５，６月には東南アジア方面から，夏には太平洋

から，秋季には日本や韓国などから気塊が到達する。図

４に HYSPLIT４で計算した2006年の起源別の気塊の移

流の様子を載せた。 

 我々が行っている主な観測項目はエアロゾルの化学組

成，エアロゾル重量濃度である。大気エアロゾルの化学

組成分析を行うため，エアロゾル質量分析計（Aerosol 

mass spectrometer：AMS，Aerodyne Research Inc.)

を設置した。この装置は大気中に存在するエアロゾルの

化学組成や粒径分布情報を，10分程度の高い時間分解能

で観測できる。図５に AMS の装置構成の模式図を示す。

AMS に導入された大気サンプルはエアロダイナミック

レンズを通過し，ガスとエアロゾルに分離され，粒子線

ビームを生成する。粒子線ビームは600℃に加熱された蒸

発器に衝突し粒子中に含まれる物質は蒸発する。蒸発し

た分子は電子衝撃法（70eV）によりイオン化された後，

四重極型質量分析計で化学組成分析される。ただし，

600℃では蒸発しない元素状炭素，土壌粒子，金属粒子な

どの組成情報は得られない。 

 粒径分布情報を得る設定を飛行時間分析（Time -of- 

Flight；TOF）モードと呼ぶ。エアロダイナミックレン

ズを通過した粒子がチョッパーから検出器まで飛行する

その飛行時間を解析することによりエアロゾルの粒径分

布の情報を求めることができる。観測では TOF モード

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ HYSPLIT４で計算した沖縄に到達する気塊の移流の様子 
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と化学分析モードを30秒おきに交互に繰り返し，のべ５

分ずつ平均をとり10分間隔で測定値を記録した。TOF

モードでは大気エアロゾルで重要と思われるサルフェー

ト，ナイトレート，アンモニウム，クロライド，有機物

を測定した。 

 エアロゾルの重量濃度は振動子法による測定装置

（Tapered Element Oscillating Microbalance；TEOM, 

R&P)を用いて測定した。この装置は水晶振動子上にフ

ィルターを設置し，フィルターで捕集したエアロゾルの

重量濃度が振動子の振動数の変化として測定できること

を利用した装置である。フィルターを設置している測定

器本体の温度は50℃に設定した。また直径2.5µm の粒子

を約50％カットするサイクロン（PM2.5 サイクロン）を

設置しているため，主に微小粒子がわの粒子重量濃度を

測定している。TEOM による観測は2004年春から続けて

おり，TEOM で測定した PM2.5のエアロゾルの重量濃度

測定の結果を図６に示す。 

 エアロゾル中の有機炭素（Organic Carbon；OC），元

素上炭素（Elemental Carbon；EC）を測定するためカー

ボンモニター(Ambient Carbon Particulate Monitor；

ACPM，R&P)を設置した。この装置は，フィルターカー

トリッジ上にエアロゾルを３時間捕集し，捕集した粒子

を350℃まで昇温し，蒸発した成分を酸素雰囲気下で燃焼

させ，二酸化炭素に変換する。その二酸化炭素を測定し

炭素量を計算して OC としている。捕集した粒子を750℃

まで昇温し，同様に燃焼させ炭素量に変換したものを全

炭素（Total Carbon）とし，EC は TC から OC を差し

引いたものとして定義されている。PM2.5サイクロンを設

置し粗大粒子を除去している。また，気相の揮発性有機

炭素（Volatile Organic Carbon；VOC）を除去するため，

デニュダーを設置している。 

 粗大粒子に含まれるナイトレートを測定するため，ナ

イトレートモニター（Nitrate monitor；R&P）を設置

した。この装置は，粒子を大気から導入したあと加湿し，

粒子を成長させ捕集効率が高くになるようにしている。

10分間粒子をプレート上に捕集し，このプレートに高電

流を流して蒸発させる。このときこのときナイトレート

は一酸化窒素に変換されるので，それを化学発光型窒素

酸化物計に導入し測定する。較正は KNO3で行った。 

 このほか，集中観測時にはフィルターサンプリングに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ AMS の装置構成の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ TEOM によるエアロゾル重量濃度測定結果 2004年４月以降現在も継続中 
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よる有機・無機エアロゾルの組成分析も並行して行った。 

 発がん性などの有害性が指摘されている多環芳香族

(Poly Aromatic Hydrocarbon：PAH）測定のためフィル

ターサンプリングを行った。ハイボリュームサンプラー

（柴田化学，HV-1000F）を用いて石英繊維フィルター

上にエアロゾルを捕集した。捕集した試料を有機溶媒中

で超音波抽出して抽出液を分離後，PAH 類を含む画分を

高速液体クロマトグラフ法で分析した。３－７環の PAH

成分15種を定性・定量した。 

 AMS やナイトレートモニターなどの定量分析値と比

較するためロープレッシャーインパクター（東京ダイレ

ック）や３段式10連フィルターサンプラー（東京ダイレ

ック）で無機エアロゾルを捕集し，イオンクロマトグラ

フでサルフェートイオンなどを分析した。 

 以下に主な観測結果を示す。 

 Ｈ18年度には窒素化合物の大気中での動態を調べるた

めに，CHAAMS においてナイトレートモニターを用い

て粗大粒子側のナイトレートの動態を連続観測した。微

小粒子側のエアロゾル中には，大気汚染の成分である窒

素酸化物から変質して生成するナイトレートは AMS の

測定結果によると沖縄 CHAAMSではほとんど観測され

ない。ナイトレートは長距離輸送される場合には，粗大

粒子側(海塩やダスト)に付着すると考えられている。大

阪府立大・坂東研究室のデータや酸性雨センターのデー

タも利用し，反応性窒素酸化物および粒子状ナイトレー

トの季節変動と粗大粒子と微小粒子に含まれるナイト

レートの季節変動を検討した。さらに，後方流跡線解析

から求めた輸送時間に対する，ガス状および粒子状ナイ

トレートと，粗大粒子と微小粒子に含まれるナイトレー

トの割合をプロットした(図７)。ここで，輸送時間ゼロの

ときの値は，後述する中国青島での観測値を用いている。 

 季節変動を見ると，春季と秋季に相対的に濃度が高く，

夏季には相対的に濃度が低くなっている。これは，気塊

の起源に依存している割合が高く，中国大陸や日本・韓

国から気塊がくる場合には相対的に濃度が高く，太平洋

から気塊が到達する場合には，相対的に濃度が高くなっ

ている。ナイトレートは主に人間の活動を原因としてい

ることが推測される。図５を見ると，輸送時間が長くな

るにつれて粒子状成分が増加し，また，粗大粒子の割合

が多くなっていることがわかる。長距離輸送においてナ

イトレートは，粗大粒子側に多く含まれることを中国と

日本における同期観測により実証した。詳細は以下の論

文を参考にされたい（JGR-Atomos. Vol 113, doi10.1029 

/2007JD009462, 2008)1)。 

 PAH 類の観測では，コロネンおよびレテンが検出され

た。観測された PAH 類は化石燃料やバイオマスの燃焼

に由来すると考えられる。15種類の PAH 類の濃度を合

計して計算された総 PAH 類濃度は，0.00-0.90（平均

0.17）ng m-3であり，過去の観測結果と比較すると中国

14都市の観測結果よりも低く，小笠原諸島の父島での観

測結果よりも高かった。季節変動は，冬や春に高く夏に

低かった。冬から春はアジア大陸からの季節風による輸

送の影響を受け，夏は太平洋からの季節風による海洋性

気塊の影響を受けているものと解釈される。 

 冬場のベンゾ[a]ピレン（BaP）／ベンゾ[e]ピレン

（BeP）比の平均は0.10であり，過去の中国のデータと

比較すると，PAH 類の光化学反応が進行していると考え

られる。BaP/BeP 比の結果からも，辺戸岬で観測され

た PAH 類がアジア大陸からの季節風で輸送された汚染

物質の影響を受けていることが確かめられた。 

 平成18，19年度には，長崎県福江島の千葉大学観測サ

イトと CHAAMS において AMS を用いた同期観測を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図７ 窒素化合物の輸送時間に対する組成変化。左：反応性窒素酸化物中に占める粒子状成分とガ

ス状成分の割合，右：微小粒子粗大粒子中に含まれるナイトレートの割合 
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い，硫黄酸化物や有機物の輸送中の変質，および，東シ

ナ海北部と南部における組成の違いを検討した。両地域

とも微小粒子側（粒径<１µm）の主成分はサルフェート

(以下 SO4)と有機物であった。後方流跡線解析により福

江を通過して CHAAMS に到達する空気塊を選び出し，

その気塊に含まれる SO4と CO の比をプロットした。

SO4/CO の傾きは 

 福江   3.5x10-2 

 辺戸   5.7x10-2 

であり，SO4は福江から CHAAMS に到達する間にその

割合を増加させていることが定量的に示された。 

 AMSで測定される質量スペクトルのうちm/z=44のシ

グナルは COO フラグメントであると考えられ，それは

有機物の酸化の指標とされている。AMS で測定された

有機物に対するm/z=44のシグナル（COOフラグメント）

の比をとると， 

 福江  0.09 

 辺戸  0.16 

となり，福江から CHAAMS に到達する間にその割合を

増加させていることが定量的に示された。これらのこと

から，気塊が輸送される間に硫黄化合物と有機物の酸化

がすすんでいることを，福江と CHAAMS での同期観測

によりはじめて定量的に示した。 

 CHAAMS においては有機物と SO4の重量比は１以下，

すなわち SO4が卓越していたが，福江では Org/SO4は１

以上の場合が多く Org が卓越していた。東シナ海北部と

南部で組成が異なることを以前から指摘してきたが，今

回初めて同時観測を行うことにより，実証することがで

きた。 有機物や硫黄化合物の酸化によりエアロゾルの組

成が異なることは，東シナ海エリアにおいても，雲生成

などに関与するエアロゾルの吸湿特性や成長因子

（growth factor）に影響があることを示唆している。 

 我々は，ここ数年，国内では地上観測を主に行ってき

たが，地上観測を継続的に行っている長崎福江島や沖縄

本島および東シナ海上空における大気汚染質（ガス・エ

アロゾル）の鉛直分布や水平分布，さらに，気塊の輸送

経路に沿った化学組成の変質などを明らかにすることが

必要と考え，平成19年度には航空機観測の準備を行い，

平成20年３月末から４月はじめにかけて上記空域におい

て航空機観測を行った。観測項目はオゾン，SO2，CO，

NOy，黒色炭素（BC），粒子状物質の化学組成（フィル

ターサンプリング）である。またこれに同期して辺戸ス

テーションにおいて大学や研究機関と協力し集中観測

（W-PASS など）を行った。 

 辺戸 CHAAMS 上空における観測では，高度500m と

2000m 付近で高濃度の SO2が観測されるなど，鉛直方向

は一様ではなく，物質の分布があることがわかった。 

 

2.1.4  中国における地上および航空機観測 

 東アジア域の大気汚染の実態を把握するためには，著

しい経済発展が進みアジアにおける一大排出源となった

中国国内における観測も重要である。現在，東アジア域

では日本の環境省が主導している東アジア酸性雨モニタ

リングネットワーク（EANET）があり，そのデータは

参加国でデータ集として出版され活用されている。また，

衛星を用いた観測も行われており窒素酸化物などをはじ

めとした各種データも利用できるようになっている。し

かしながら，科学的知見の集積とその共用を考えると，

中国において中国の研究者と共同で観測し，そのデータ

を用いて共通の理解を深めることは重要である。そこで，

我々は，中国環境科学院と共同で地上観測および航空機

観測を含む集中観測を実施した。（もちろん中国の研究

者が日本で観測することも重要であり，これまでも我々

のグループでは数人の中国の研究者を受け入れており，

CHAAMS において AMS やフィルターサンプリングな

どの観測を行っている。） 

 平成18年度春季には，中国の北東域において航空機観

測を実施し，同時に，中国からのアウトフローデータが

得られる大連，青島と舟山において地上観測を実施した。

前述したように，青島での地上観測のデータは，

CHAAMS のデータ等と併せて，ナイトレートの輸送に

よる変質を解析するために利用し，中国の研究者と共著

で論文とした。また，平成19年春には中国環境科学院と

共同で中国渤海湾にある長島での集中観測を行い，辺戸

ステーション，福江島の観測と同期して気塊の移流経路

に沿った観測を行った。ここでは平成18年度春季に行っ

た観測について報告する。 

 これまでにも，我々は中国国内の航空機観測を行って

きた。これまでは，中国東シナ海沿岸部や，長江流域の

河口部である上海周辺から，武漢，重慶，成都にかけて

の内陸部であった。今回は，天津を中心とした北京周辺

や河北部であり，この地域を通過してくる気塊は九州や

日本海側に到達することも多く，アウトフローを観測す

るにはちょうど良いエリアである。 



―  ― 9

 中国での航空機観測に用いた飛行機は中国製のYUN- 

12型飛行機で，航空機に搭載された主な大気測定機器は，

O3計，NOx 計，SO2計，CO 計，PM2.5，PM10,エアロゾ

ルサンプラーである。これらの測器を搭載し，飛行機の

基地である常州でテストフライトを行った後，天津の周

辺で観測飛行を行った。 

 主な結果は以下のとおりである。地上付近における

CO は非常に高く３～４ppm あり，また，SO2や NOx 濃

度も高く，最高で前者が70ppb，後者が40ppb に達して

いた。しかし，オゾン濃度は相対的に低かった。また，

過去に上海周辺で行った観測では NOx とオゾンの間に

明瞭な負の相関が見られ，発生源近傍の気塊の特徴が明

瞭であったが，今回の観測ではそのような明瞭な関係は

見られなかった。エアロゾル化学成分を分析した結果で

は，アンモニウムイオンよりもカルシウムイオンのほう

が高濃度である場合が多かった。特に日本で黄砂が観測

された前日の４月17日では，高濃度のカルシウムイオン

が観測されており，中国国内における黄砂の影響を強く

受けていたものと思われる。 

 中国の大連および青島での地上観測におけるエアロゾ

ルイオン成分の濃度は，両地域の際立った特徴を表して

いた。これまでの観測では，中国の中部以南および西部

において，エアロゾル中の陽イオン成分としてはアンモ

ニウムイオンが最も高く，これがサルフェートイオンと

ほぼ１：１で存在していた。しかし今回の観測では，大

連においてはカルシウムイオン濃度の方がアンモニウム

イオン濃度より高い場合がしばしば見られ，青島におい

ては黄砂イベント日でも，アンモニウムイオンの濃度が

高い場合が多く，大連とは逆の傾向であった。後方流跡

線解析を行うと，大連には主に北西部の黄砂発生源地周

辺から気塊が到達しているのに対して，青島には中国中

東部や東シナ海沿岸部から気塊が到達しており，それぞ

れ黄砂の影響とアンモニア発生地帯の人為的エアロゾル

の影響を受けやすい状態であったことがわかった。 

 

2.1.5  観測結果のデータベース化 

 CHAAMS では国内外の研究機関・研究者と協力して

観測を進めており，CHAAMS で観測を行ったグループ

にはそのデータの提供を呼びかけ，観測データの流通の

促進を図っている。具体的にはホームページ上にこれま

での参加した研究機関と観測機器の一覧を作り，そこに

観測データを載せるか，各自のホームページにリンクし，

観測データの所在を明らかにする予定である。少なくと

も，いつ，誰が，どのような測器を使って観測をしたか

わかるようにホームページの整備を進めた。また，学術

会議 IGAC 小委員会と連携して，大気環境データベース

の作成について検討した。CHAAMS で得られたデータ

もデータベース参加する予定である。 

 

2.2  アジアの大気環境評価と将来予測 

2.2.1  目的と経緯 

 アジア域排出インベントリとマルチスケール大気汚染

モデルを開発し，観測データをもとに検証・改良した。

モデルと排出インベントリおよび観測データベースを活

用して，アジア広域から国内都市域における大気汚染の

全体像を把握する手法の開発を進めた。更に，排出シナ

リオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使って，

2020年までのアジアの広域大気汚染を予測した。具体的

には，以下のとおりである。 

(1) アジア地域の排出インベントリと化学輸送モデルを

用いて，過去四半世紀の大気質の経年変動を計算し，

既存の観測データを用いて検証するとともに，対流圏

オゾン・酸性沈着量の空間分布や越境大気汚染による

日本へのインパクトの変化を評価した。その結果，①

中国における大気汚染排出量が1980年以降増加し，特

に最近，急増していること，②大気汚染排出量の増加

に伴って東アジアにおける対流圏オゾンが増加し，そ

れに伴って日本のオゾン濃度が経年的に上昇している

こと，③大気汚染排出量や対流圏オゾンの将来変化は

排出シナリオに強く依存するが，最近の衛星観測や燃

料消費動向によると最悪ケースで推移している可能性

が高いこと，などが明らかとなった。これらの研究成

果は，国際的な「大気汚染の半球規模輸送に関するタ

スクフォース」（TFHTAP）の中間報告書，環境省「光

化学オキシダント・対流圏オゾン対策検討会」の中間

報告書に取り込まれた。 

(2) アジア地域の大気質変動を，地域外の影響も含めて

評価するために，全球化学気候モデル(CHASER)を用

いた解析を進め，日本の対流圏オゾンの発生地域別寄

与を評価した。 

(3) 対流圏衛星データを用いて NOx 排出インベントリ

を検証・修正するインバースモデルの開発を進めた。

また，排出インベントリに関する中国との共同研究を

前年度に継続して実施した。 
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(4) 2007年春季に西日本地域などで発生し大きな社会問

題となったオゾン高濃度現象の発生メカニズムをモデ

ル解析によって明らかにし，オゾンの越境大気汚染が

顕在化し始めていることを指摘した。 

(5) 全国の地方環境研究所との共同研究により，対流圏

オゾンと粒子状物質の広域的・地域的特性を解明する

研究を開始した。東アジア，日本全域，及び関東地方

の大気汚染を短期予報するために大気汚染予報システ

ムを開発し，研究グループ内で試験運用するとともに，

公開のための準備を進めた。 

 

2.2.2  アジアの大気汚染物質排出量の経年変化 

 1980～2000年のアジア域排出インベントリ（Regional 

Emission inventory in ASia (REAS) Version 1.1)2) を

構築した。REAS は，統一的な方法論で構築された，ア

ジア地域で最初のヒストリカル・インベントリである。

対象とした発生源と物質を表４に示す。REAS の対象物

質は，人間活動（化石燃料・バイオ燃料の使用，工業プ

ロセス，農業活動など）によって排出された二酸化硫黄

（SO2），窒素酸化物（NOx），一酸化炭素（CO）,黒色

炭素粒子（BC），有機炭素粒子（OC），非メタン揮発性

有機化合物（NMVOC），アンモニア（NH3)，メタン（CH4），

亜酸化窒素（N2O），二酸化炭素（CO2)であり，バイオ

マスバーニング（オープンバーニング）と自然起源は対

象外である。対象領域は，アフガニスタン以東のアジア

地域である。本稿では，化石燃料・バイオ燃料の燃焼と

工業プロセスから排出される東アジアにおける大気汚染

物質排出量（NOx，SO2，NMVOC を対象とする）の経

年変化について紹介する。 

 図８は，地域別排出量の1980～2003年の経年変化を示

す。また，表５には東アジアにおける1980，1990，2003

年の排出量を示す。2000年におけるアジア全体の NOx

排出量は2,511万トンで，中国（45％）とインド（19％）

の排出量が非常に多く，最大の排出国である中国では，

 

表４ REAS で対象としている発生源種類と物質 

 SO2 NOx CO BC OC NMVOC CO2 N2O NH3 CH4

工業プロセス ● ● ● ●

蒸発 ●

土壌 ● ● ● ●

家畜 ● ● ●

● ● ●自然土壌

● ●

非燃焼

農業

● ● ● ●● ● ● ●

発生源種類

人為
発生源

燃焼
化石燃料
生物燃料

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ アジアにおける NOx, SO2, NMVOC 排出量の経年変化
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石炭火力発電所(34％)，工場等の石炭燃焼(25％)，自動

車等の石油燃焼(25％)が大きな割合を占める。1980年か

ら2003年におけるアジア全域の変化に着目すると，燃料

消費量がこの間に2.3倍増加したことに伴い，NOx 排出

量も2.8倍に増加した。中でも，中国における増加は3.8

倍（平均年率６％）と非常に大きく，特に，2000年以降

は過去最高となっている（３年間で1.3倍）。SO2排出量

は2000年にはアジア全域で4,149万トンであり，工場・火

力発電所などの石炭燃焼施設からの排出割合が64％と高

い。1980年から2003年の間に排出量はアジアでは2.2倍，

東アジアでは2.1倍，中国では2.5倍に増加している。一

方，NMVOC の2000年におけるアジア全域の排出量は

4,024万トンで，発生源種類別には工場・火力発電所など

の燃焼施設(38％)と自動車などの輸送機関(33％)が大き

な割合を占める。また，1980年から2003年の間に

NMVOC 排出量はアジアでは2.1倍，東アジアでは2.4倍，

中国では2.5倍に増加している。 

 

2.2.3  大気汚染物質排出量の逆推計 

 2005年３月に日本や韓国の研究者を中心に行われた

ABC-EAREX（Atmospheric Brown Clouds – East 

Asian Regional Experiment）2005において得られた一

酸化炭素（CO）の観測データを用いて，アジア地域に

おける CO の排出量の逆推計を行うとともに，インベン

トリーおよび衛星観測と比較することで，2001年以降の

排出量推移を明らかにした3)。 

 観測データから物質の排出量を導出することを，逆推

計と呼び，そのようなモデルを一般にインバースモデル

という。ここでは，Yumimoto and Uno（2006)4)によっ

て構築された４次元変分法によるアジョイント式イン

バースモデル（RAMS/CTM-4DVAR）を用いた。具体

的には，領域気象モデル RAMS（Regional Atmospheric 

Modeling System）のスカラー輸送オプションに対して

CO の発生ならびに輸送過程を組み込むことにより，CO

の輸送モデル（フォワードモード）を作成するとともに，

それに対応したアジョイントモードを構築したモデルで

ある。フォワードモード，アジョイントモードの積分値

は，あらかじめ RAMS で計算された気象場を用いてオ

フラインで並列計算された。用いた観測データは，2005

年３月に韓国・済州島で行われた集中観測データを中心

に，国立環境研究所によって運営されている落石岬・波

照間島，気象庁によって運営されている綾里，与那国島，

南鳥島，東京大学・地球環境研究所・農業環境技術研究

所によって運営されている福江島，奄美大島，の合計８

ステーションで得られたものである。 

 大気観測データを用いた CO の逆推計については，

2001 年 春 季 に National Aeronautical Space 

Administration (NASA) によって行われた，Transport 

and Chemical Evolution over the Pacific (TRACE-P) 

集中観測の際に詳細に調べられた。その結果，Streets et 

al.(2003)5)のインベントリーによる中国からの放出推計

値は約50％も過小評価していることが示唆され，インベ

ントリーが見直され，セメント炉やレンガ炉，製鉄・製

鋼産業からの排出が過小評価であったことが分かった

（Streets et al.,2006)6)。しかしながら，2001年以降につ

いては逆推計の試みがなく，近年の中国における急速な

経済活動の発展とエネルギー使用量の増加をみるに，逆

推計とインベントリーとの整合性の検証は重要であった。

例えば，窒素酸化物（NOx）については，2000年以降の

インベントリーによる NOx 排出量と衛星から導出され

た二酸化窒素（NO2）カラム量の増加率が一致せず，イ

ンベントリーの基礎となる統計値の信頼性に問題がある

ことが指摘されるなど，CO についても同様の懸念があ

った。 

 図９に本研究によって得られた CO 排出量の逆推計結

果を示す。2000年以降，中国北東部の北京から上海にか

けての地域で伸びが大きいことが分かる。2005年におけ

る中国からの年間 CO 排出量として170Tg と求められ，

この値は2001年以降16％の伸びであった。図10に逆推計

値と，MOPITT 衛星センサーによって観測された中国上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ インバースモデルによる2000年から2005年にかけて

の CO 排出量の伸び。単位はμg/m2/s。 
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空の CO カラム量ならびにインベントリーの推計値を示

す。2001年以降における三者の推移はそれぞれよく整合

した。また，NOx とは対照的に，CO 排出量の伸びは大

きくなく，エネルギー使用量は増加しているものの，CO

の排出係数が大きい民生起源などから CO の排出が少な

い発電所へ技術転換が進んだことが主な理由であると推

測された。 

 

2.2.4  対流圏オゾンの経年変動 

 国内の地表近くのオゾン O3濃度が上昇している一方，

その原因物質である NOx と VOC(もしくは NMHC)は

減少している（図11参照）。この要因としては，越境汚染

の影響，気象変化の影響，国内の大気汚染構造の変化な

どが考えられるが，ここでは越境汚染影響に着目し，化

学輸送モデル CMAQ と排出インベントリ REAS を用い

て，日本列島における1980～2003年の対流圏オゾン変動

について解析した7)。 

 図11(a)は，1980～2003年の REAS をもとに，CMAQ

を使ってシミュレーションされた日本の地上 O3濃度の

経年変化を示す。モデルで計算された O3濃度は，1980

年から2003年において約0.22ppb/年の割合で上昇して

おり，観測結果とほぼ一致する。また，図11(b)には，中

国におけるNOxとVOCの人為起源排出量の経年変化も

併せて示す。この図から明らかなように，日本の地上

O3濃度と中国の排出量の増加傾向は非常に類似してい

る。シミュレーション結果では，中国国内での NOx の

排出総量が１年間で100万トン増加すると北京・華北平原

から上海にかけて地表 O3の年間平均濃度は１ppbv 増加

する。また，日本でも中国の増加率の30-50％程度の上昇

が認められる。次に，気象と排出量の経年変化・年々変

動に対する地表 O3の応答を解析するため，各年の気象と

排出量を与えた CNTL ラン（EyyMyy）と2000年の気象に

固定し排出量のみ各年のデータを用いた気象固定ラン

（EyyM00）を実施した。図11(c)は，EyyM00（排出量の

経年変化に対する応答）と EyyMyy - EyyM00（気象の年々

変動による応答）による日本での地表 O3濃度の変化を示

す。この図から，O3の上昇がアジア域の排出量の増加に

支配されていること(+0.2ppbv/年)，O3の年々変動は気

象変動に起因していること(σ～±0.6ppbv)がわかる。 

 以上の結果は，日本の地表オゾンの長期的上昇は，中

国の排出量の増加によって大陸での O3生成が増加し，そ

れが日本に越境輸送された結果であることを強く示唆し

ている。 

 

2.2.5  大気汚染の将来予測 

 将来の排出シナリオを設定し，東アジア地域における

2020年の大気汚染物質排出量を予測した結果を表６に示

す2)。ここで，中国については，将来のエネルギー消費

と環境対策の動向を考慮して，現状推移型（燃料消費や

環境対策が現状のまま推移し排出量が最も増加するシナ

リオ：PFC），持続可能性追求型（エネルギー対策や環

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図10 中国からの CO 排出量の推移。 

△：Yumimoto and Uno (2006)，▲：Tanimoto et al. (2008)（本
研究）による逆推計。○：Streets et al. (2003)，●：Streets et al.
(2006)，◎：Streets et al. (in preparation, 2008)によるインベン
トリー。青：民生，オレンジ：輸送，緑：産業，ピンク：発電所起
源の CO 排出量（Ohara et al., 2007）。□：MOPITT 衛星による CO
カラム量（右軸）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図11(a)日本の地表 O3濃度の実測値と計算値、(b)日本の

NOx, NMHC 実測濃度と中国の NOx,NMVOC 排出量、(c)
計算結果 EyyMyy、EyyM00、EyyMyy-EyyM00による日本の地表

O3濃度 NOx。 
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境対策を適度に進めたシナリオ。排出量は３種類のシナ

リオの中位：REF），対策強化型（エネルギー対策や環

境対策を強力に進めることにより，排出量が最も少ない

シナリオ：PSC）の３種類のシナリオを設定している。

これらの排出シナリオ PSC，REF，PFC のコンセプト

はそれぞれ，IPCC の B1，B2，A2シナリオに近い。中

国以外の国については，国際エネルギー機関(IEA)のエ

ネルギー需要予測に基づく排出シナリオが設定されてい

る。 

 予測結果によると，2020年における中国の NOx 排出

量は，REF と PFC のシナリオでは，2000年に較べて，

それぞれ，39％，128％増加するが，PSC シナリオでは，

2000年レベルに比べ，わずかではあるが減少する。しか

し，2000年以降の排出量や燃料消費量の増加傾向や衛星

観測結果(Fishman et al., 2008)8)などから判断すると，

現在の NOx排出量は既に PFCシナリオの2020年予測値

付近まで達している可能性がある（図12a）。また，アジ

ア地域の将来排出量は，中国における排出シナリオに大

きく影響されるが，どの排出シナリオでも2000年より増

加することが予測されている。それに対して，中国にお

ける SO2はシナリオによって変化傾向が大きく変化し，

2000年に較べて-28％(PSC)，-３％(REF)，＋163％

(PFC)となっている（図12b）。また，2020年の中国にお

ける NMVOC 排出量は2000年に較べ，＋97％(PSC)，

＋139％(REF)，＋163％(PFC)と，いずれのシナリオで

も大幅に増加する（図12c）。 

 それでは，将来の排出量の変化によって，対流圏オゾ

ン濃度はどの程度変化するのであろうか？2020年のオゾ

ン濃度は，東アジアの広い地域で急激に上昇する

(Yamaji et al., 2008)9)。日本への影響も増大し，西日本

一帯で年平均濃度が環境基準レベルに近づき，九州にお

ける環境基準超過率は約40％にも達する。このように，

近い将来，越境汚染によって日本のオゾン濃度が高くな

る危険性が高い。最近の光化学オゾンの上昇を示す観測

事実は，このような越境汚染の影響が既に増大しつつあ

ることを示すものである。 

 

2.2.6  オゾン高濃度エピソードの解析と大気汚染予測シ

ステムの開発 

 2007年５月８，９日に発生した広域的な高濃度オゾン

（O3）エピソードの特徴と発生原因について，日本全国

の大気汚染測定データと東アジアスケール化学輸送モデ

ルを用いて解析した10,11,12)。 

 全国の測定局で観測された O3濃度は，５月８日の朝９

時ごろに九州北部で高濃度となり始め，15時には壱岐や

五島といった離島を含む九州北部や中国地方西部におい

て120ppbv を超える高濃度となった。高濃度は夜になる

と低下したが，21時においても西日本の一部の測定局で

は120ppbv を超える状態が持続した。翌日５月９日９時

の濃度レベルは前日よりも全国的に高く，15時になると

 
表６ 東アジアの大気汚染物質排出量の将来変化 

 

China 11.2 11.0 (1.0) 15.6 (1.4) 25.5 (2.3)
Other East Asia 4.4 5.5 (1.3) 5.5 (1.3) 5.5 (1.3)
East Asia Total 15.6 16.5 (1.1) 21.1 (1.4) 31.0 (2.0)

China 27.6 19.9 (0.7) 26.8 (1.0) 40.9 (1.5)
Other East Asia 2.6 3.6 (1.4) 3.6 (1.4) 3.6 (1.4)
East Asia Total 30.2 23.5 (0.8) 30.4 (1.0) 44.5 (1.5)

China 14.7 29.0 (2.0) 35.1 (2.4) 38.6 (2.6)
Other East Asia 3.7 6.3 (1.7) 6.3 (1.7) 6.3 (1.7)
East Asia Total 18.4 35.3 (1.9) 41.4 (2.3) 44.9 (2.4)

NOx

SO2

NMVOC

Region 2000
2020

PSC REF PFC

(注)単位は Mt yr-1、（ ）は 2000 年に対する増加率

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図12 中国における NOx，SO2，NMVOC 排出量の推移。

図(a)における GOME/SCIAMACHY は対流圏衛星

観測による。NO2カラム濃度(本文参照)を示す。 
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O3の高濃度地域は，北海道と東北北部を除く日本全域に

拡大し，関東，中京，関西などの大都市周辺地域や，富

山県や新潟県などの北陸地域や瀬戸内地域の測定局にお

て120ppbv 以上を観測した（図13）。 

 化学輸送モデルは５月７～10日に観測された地上 O3

濃度の時間変動をほぼ再現するが，ピーク濃度レベルを

過少評価する。この傾向は，中国沿岸域北部・中部の排

出量を増加するに従って改善される。モデルで計算され

た５月７～９日の地上付近の O3濃度分布によると，空間

スケールが500km を越える80ppbv 以上の高濃度 O3を含

む気塊が，東シナ海上の移動性高気圧の北側の強い西風

によって，中国北部沿岸から日本列島に輸送されたこと

を示す（図14）。５月８，９日に日本で観測された高濃度

O3には，中国や韓国で排出された O3前駆物質によって生

成された光化学 O3に起因する越境大気汚染の影響が大

きい。80ppbv 以上の高濃度 O3に対する中国寄与率の期

間平均値は，青森県以北を除く日本全国で25％以上であ

り，九州地域では40-45％に達すると見積もられた（図15）。

しかし，本研究で使用したモデルは都市大気汚染を充分

に表現していないため，大都市域周辺等では越境汚染の

寄与率が異なる可能性がある。また，モデル計算結果な

らびに地上大気汚染測定局とライダーの観測結果から，

O3とともに SO2や人為起源エアロゾルも越境汚染してい

たこと，これらの物質は高度1500m 以下の混合層の中を

輸送されたことが明らかとなった。 

 このように，地表近くの O3濃度が上昇し，高濃度エピ

ソードが発生する可能性が増加しつつあることを踏まえ，

光化学オキシダントなどの大気汚染を，前日・当日に予

報する大気汚染予報システムを開発し，東アジア，日本

全域，及び関東地方の予報結果をホームページ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図13 2007年５月８,９日15時における光化学オキシダント濃度と地上風の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 2007年５月７～９日15時における O3濃度（カラー），

SO2濃度（破線；2ppbv 間隔），及び地上風（ベクト

ル）の分布図。O3と SO2は地上から高度600m までの

平均濃度。「H」印は各日９時の東シナ海上の移動性

高気圧の中心を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図15 2007年５月８-９日の地上 O3に対する中国起源 O3の

寄与率。O3濃度が80ppbv 以上の時のみ対象とする。
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（http://www-gis5.nies.go.jp/osenyosoku/index.php）か

ら公開するテスト運用を開始した。本システムは，気象

庁の気象数値予報データ(GPV)と排出インベントリ

データを入力し，地域気象モデル RAMS と化学輸送モ

デル CMAQ を使用して，越境汚染影響を加えた大気汚

染濃度の時空間変化を計算するものである。現在，その

検証と改良を進めているところである。 

 

2.2.7  まとめ 

 アジア地域の排出インベントリと大気質モデルを開発

し，観測データを用いて検証し，広域大気汚染の空間分

布，過去四半世紀における大気質の経年変化，越境大気

汚染による日本へのインパクトを評価した。また，排出

シナリオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使って，

2020年までのアジアの広域大気汚染を予測した。更に，

大気質モデルと観測データを用いて排出インベントリを

検証・修正する手法や大気汚染予報システムの開発を進

めた。 

 今後の課題は以下のとおりである。 

・アジア域排出インベントリ(REAS)，領域化学輸送モ

デル(CMAQ)，全球化学気候モデル(CHASER)を統

合した広域大気汚染モデリングシステムを確立し，東

アジアにおける広域大気汚染の空間分布，過去四半世

紀の経年変動・年々変動を総合的に解明する。更に，

対流圏オゾンの越境大気汚染による日本への影響や発

生地域別寄与率を定量的に評価する。 

・2030年までの大気汚染物質排出量を予測し，広域大気

汚染と日本への影響の将来動向を把握する。 

・対流圏観測衛星データ，地上観測データなど利用して，

アジア域排出インベントリ(REAS)の精度を，特に中

国，韓国などに力点を置いて向上させる。 

・サブテーマ①や他の研究機関と連携して観測・モデル

統合研究を進め，越境光化学大気汚染の機構を解明す

る。 

・全国の地方環境研究所との共同研究により，対流圏オ

ゾンと粒子状物質の広域的・地域的特性を把握する。

大気汚染予報システムによる東アジア，日本全域，及

び関東地域の予報結果を一般に公開する。 

・上記の研究成果を，国際的な「大気汚染の半球規模輸

送に関するタスクフォース」（TFHTAP），EANET，

環境省検討会などに提供し，広域汚染・越境汚染に関

する国内外の取り組みに貢献する。 

2.3  黄砂の実態解明と予測手法の開発 

2.3.1  目的と経緯 

 中国沿岸部，韓国，日本で観測される黄砂現象は，中

国内陸部およびモンゴルの砂漠・乾燥地帯から発生する

砂塵嵐が長距離輸送されることによって生じる現象であ

る。黄砂は北東アジア地域における春季の大気エアロゾ

ルの大部分を占め，地域のみならず地球規模の大気環境

に大きな影響を与えている。そのような黄砂現象の規模

や回数の増加による社会的影響も懸念されている。この

ような北東アジア地域の共通課題である黄砂問題に対処

することを目的として，モンゴル（３カ所），中国（２カ

所），韓国（２カ所），日本（11カ所））にまたがるライダー

モニタリングネットワークが構築された。本研究では，

そのようなネットワークにより得られるライダーや地上

観測データを用いて黄砂数値輸送モデルを同化する手法

を確立し，黄砂の初期濃度分布や発生源強度・分布を推

定することを行っている。 

 

2.3.2  ネットワークモニタリングの結果と解析 

a) 2006，2007年の黄砂状況 

 日本に飛来する黄砂の最発生源地域であるゴビ砂漠お

よびその周辺地域である。そこから発生する砂塵ダスト

（黄砂）の量について2000年から2007年を推計比較した

結果，2007年は141百万トンであり，2006年（143百万ト

ン）と同じレベルにあり，平均よりもやや多い年であっ

た。 

 2006年３月，４月，５月にライダーネットワーク地点

で観測された黄砂消散係数を図16に示す。2001年から

データのある北京を例にとると，地上で比較的規模の大

きな黄砂が観測された回数は，2001年，2002年が４回，

2003年から2005年は各１回と少なかったのに対して，

2006年は再び３回（４月８-10日，17日，５月18-19日）

と多かった。特に顕著なイベントは，2006年４月17日の

未明に北京に大量の砂塵が降った現象であった。地上に

降った砂塵の粒径は極めて大きく，北京地上の PM10の

ピークは200µg/m3 程度で，それほど大きな値を示して

いない。ライダーのデータを見ると黄砂の層はやや浮か

んで北京上空を通過していることが分かる。この黄砂は

４月18-19日に福江，松江，長崎，富山，つくば，仙台な

どに飛来した。４月８-10日，５月18-19日の北京の砂塵

は日本には直接輸送されていない。一方，ソウルでは４

月８日に高濃度の黄砂が観測された。また，松江，福江，
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長崎，つくばなどでも黄砂が観測された。この時，北京

ではこれに対応する黄砂現象が顕著に見られず，輸送経

路が北京の東側にあったと考えられる。 

 図17は2007年３月，４月，５月の10地点の黄砂消散係

数（光学的な黄砂濃度）の時間高度表示である。2007年

春季には，３月の末から４月の初め，５月初旬，５月下

旬の３回の顕著な黄砂イベントがあったことが分かる

（図中，赤で囲んだ部分）。2007年は黄砂の発生時期が遅

く，特に５月26日前後に観測された黄砂は異例に遅い黄

砂であった。データ同化をしない CFORS と比較すると，

CFORS はこれらの黄砂イベントを定性的に再現するが，

４月の黄砂イベントでは CFORS が過大評価，５月下旬

の黄砂では過小評価していることが分かった。 

b) CFORS モデルの検証とモデル同化 

 2006年４月のライダーネットワーク観測結果を用いて，

予報モードの CFORS および NCEP2.5度再解析データ

を用いて再計算した CFORS を検証した例を図18に示す。

図にみられるように予報モードの CFORS は黄砂現象を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図16 2006年３月，４月，５月にライダーネットワーク地点で観測された黄砂消散係数 
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およそ再現するが，詳細に見ると合わない部分も多い。

NCEP データを用いた再計算ではライダーデータとの

一致が改善されている。 

 次に，４次元変分法（4DVAR）によるデータ同化シス

テムによりライダー観測データをモデルへ組み込む同化

実験を行った。データ同化では，黄砂発生の係数のみを

制御パラメータとしている。 

 まず，2005年４月30日に主に北日本上空で観測された

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図17 2007年３月，４月，５月にライダーネットワーク地点で観測された黄砂消散係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図18 ライダーデータによる CFORS の検証例 

（それぞれ上からライダーデータ，CFORS 予報モード，NCEP データを用いた再計算による黄砂消散係数。横軸は現地時間の日付。） 
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高濃度ダストを対象とし，４月27日-29日の発生源分布に

ついて評価試験を行った。同化に用いるデータにはライ

ダー観測によって得られたダストの消散係数を用いた。

仙台・札幌・富山・つくばの４点の観測データをモデル

の鉛直解像度に合わせて平滑化し，１時間平均したもの

を３時間間隔で用いた。図19に仙台・北京におけるライ

ダー観測とモデルのダストの消散係数の時間− 高度断面

図を示す。４月30日に仙台において高濃度のダストの飛

来が観測（図上段）されている（北京では４月28日の黄

砂と一致する）。データ同化を行わない従来モデルの結果

はこのダストの飛来時刻・高度を捉えてはいるものの，

観測されたような高濃度を再現することは出来なかった

（図中段）。図下段には，データ同化を行った結果を示す

が，観測データを同化し，発生源強度・分布を逆推定す

ることによって，データ同化前に見られた大幅な過小評

価が改善（概ね30-40％ほど消散係数が増加）されている

ことがわかる。北京では同化後も依然として低い値であ

るが，これは発生地域に非常に近いことが原因であると

考えられる。黄砂飛来予報のためのデータ同化が，今後

の実用的な課題のひとつであるが，発生源近くのデータ

は，同化結果に大きく影響すると考えられ，観測地点の

配置などの検討が必要であることを示唆している。 

 4DVAR によるデータ同化の利点のひとつは発生源に

遡って発生域と発生量を評価できることである。2005年

４月の例では，モンゴル南東部の黄砂の発生が，データ

同化なしのモデルでは過小評価されていたことが分かっ

た。 

 図17に示した2007年４月の初め，５月初旬，５月下旬

の３つの期間についてもデータ同化実験を行った。図20

に結果を示す。モンゴル南部から内モンゴルにわたる領

域において，４月初旬はデータ同化なしのモデルは過小

評価，５月初旬はやや過大評価，５月下旬は課題評価で

あることが示された。これはおそらく植生等の地表面状

況の変化によるものと推測され，今後検証が必要である

が，ライダーネットワークデータを用いた4DVAR 法に

よるデータ同化が，黄砂発生地域の状況の変化を詳細に

推定する有用な手法であることを示す好例であると言え

よう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図19 仙台・北京におけるライダー観測とモデルのダスト消散係数の時間−高度断面図の比較 

上段：ライダー観測，中段：計算結果（データ同化前），下段：データ同化後。 
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3  まとめ 

 平成18～19年度には，大気汚染物質と黄砂の地上観測，

航空機観測，ライダーネットワーク観測等を国際的・国

内的な連携のもとで実施するとともに，モデルと排出イ

ンベントリの精緻化を進めることにより，広域大気汚染

と越境大気汚染の両面から科学的知見の蓄積とツール開

発を，以下の３つのサブテーマにおいて推進した。 

①アジアの広域越境大気汚染の実態解明 

 沖縄辺戸ステーションをベースにした地上通年観測に

よる，長距離輸送されたガス・エアロゾルの解析を行う

とともに，辺戸を中心として対流圏大気変化観測の連携

を進めた。また，航空機観測による広域汚染分布の解明

とモデルとの突き合わせを行って，東アジア地域全体の

広域大気汚染の実態把握を行った。さらに大気観測の国

際協力を推進し，これによるアジア域の大気環境のデー

タベース化を行った。 

②アジアの大気環境評価と将来予測 

 アジア域排出インベントリとマルチスケール大気汚染

モデルを開発し，観測データをもとに検証・改良した。

モデルと排出インベントリおよび観測データベースを活

用して，アジア広域から国内都市域における大気汚染の

全体像を把握する手法の開発を進めた。更に，排出シナ

リオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使って，

2020年までのアジアの広域大気汚染を予測した。 

③黄砂の実態解明と予測手法の開発 

 東アジア地域で増大している黄砂の発生から輸送・沈

着を把握するための，ライダーを中心とするリアルタイ

ム観測ネットワークを展開・整備すると同時に，化学分

析のための黄砂サンプリングを行った。これらのリアル

タイムデータをモデルに取り込むデータ同化手法を確立

し，黄砂予報モデルの精度を向上した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図20 ライダーネットワークデータを用いた４次元データ同化手法による黄砂発生量推定。図２に示した

2007年の３つの事例について，（左）データ同化なしの CFORS による黄砂発生量の分布，（中央）

データ同化した発生量分布，（右）データ同化した結果とデータ同化しない結果の差。 
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1.  研究の背景と目的 

 長江，黄河等東アジア地域の流域圏では，急速な経済

発展に伴う水需要量や水質汚濁負荷の増大によって，陸

域の水不足と水汚染，沿岸域・海域生態系の劣化が深刻

化すると共に，流域圏に支えられかつ流域圏に負荷を及

ぼしている都市におけるエネルギー・水資源制約および

水質の問題がいっそう深刻化している。これらの問題は，

中国のみならず，日本および東アジア各国に直接的，間

接的に影響を及ぼしている。これらの影響およびその対

策技術・政策の適応性と効果を定量的に評価し，持続可

能な水環境管理に向けた科学的基盤の確立が緊急の課題

になっている(図21)。 

 中核プロジェクト「東アジアの水・物質循環評価シス

テムの開発」では，国際共同研究による東アジアの流域

圏，沿岸域・海域および拠点都市における水環境に関す

る科学的知見の集積と持続可能な水環境管理に必要な

ツールの確立を目指し，観測とモデルを組合せ，水・物

質循環評価システムの開発を目的とする。また，長江な

どの陸域起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす

影響の解明を行うと共に，都市，農村と流域生態系の共

生の視点から，都市・流域圏における技術・施策の導入

によるケーススタディの結果に基づく，適切な技術シス

テムと政策プログラムの設計を含む流域の長期シナリ

オ・ビジョンを構築するための方法論の開発を実施する。 

 これらの目標を達成するために，①流域圏における

水・物質循環観測・評価システムの構築；②長江起源水

が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす影響の解明；③

拠点都市における技術・政策インベントリとその評価シ

ステムの構築の三つのサブテーマにおいて具体的な研究

計画を立てている。それぞれのサブテーマにおいて，観

測システムの構築，データベースの作成，モデルの開発

およびそれによる影響評価と将来予測の手順で研究を進

め， 終的に政策提言を行う予定である(図22)。 

 

2.  研究の成果 

2.1  流域圏における水・物質循環観測・評価システムの

構築 

2.1.1  目的と経緯 

 本サブテーマの目的は広域的な水・物質動態の計測手

法による観測を適用し，衛星データ，地理情報システム

（GIS），観測データ等に基づく，東アジアの流域圏にお

ける水・物質循環に関する情報データベースを構築する。

特に，長江流域の開発により，河川を通じて流入する汚

濁物質等の陸域からの環境負荷の量・質的変化への影響

について推定と解析を行う。さらに，気象・地形・土地

被覆の条件が互いに影響し合う複雑な過程，相互関係を

調査・解析することにより，水・物質循環を評価できる

統合型モデルを構築し，南水北調などの利水事業，土地

改変，人間生活の変化などが水環境へ及ぼす影響評価を

行う（図23）。 

 南水北調とは，水資源の比較的に豊富な中国南部の長

江流域から深刻な水不足に直面している北部へ水を導入

する計画であり，東線，中線と西線の三つのルートによ

って実施される予定である。この計画の実施は関連する

 

Ⅲ．中核研究プロジェクト２：東アジアの水・物質循環評価システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図21 研究の背景と必要性 
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図22 研究計画およびサブテーマの構成 
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いくつの流域圏の環境及び社会経済に大きな変化をもた

らす可能性がある。中でも，長江中流域の 大の支流で

ある漢江流域は大きな影響を受けると予想される。漢江

上流の丹江口ダムは南水北調の中線工程の水源地であり，

また漢江中下流地区は長江中流の人口が集中し，社会

的・経済的に比較的発展した地区で，湖北省の省都であ

る武漢市が漢江と長江の合流点に位置する。漢江中下流

の主流部分の総体的水質は良いものの，汚濁負荷の増大

や人間生活の変化に伴い，一部水域特に都市近隣水域の

水質は年々悪化しており，富栄養化現象もかなり深刻な

状況になっている。 

 本サブテーマでは，上記の背景を踏まえ，漢江流域に

重点をおいて研究を進めている。具体的に，まず，漢江

流域の水環境自動観測システムの構築，次に，現地調査

による汚濁負荷量の推定，産業連関表による汚濁負荷量

の推定手法の開発，さらに，統合型流域圏環境管理モデ

ルによる水・物質循環量の推定とシミュレーション予測

手法の開発およびそれによる南水北調などの影響評価を

主な研究内容とする。以下，具体的な成果について述べ

る。 

 

2.1.2  水質自動観測システムの構築 

 長江中流域の 大の支流である漢江上流の丹江口ダム

は南水北調の中線工程の水源地であり，また漢江中下流

地区は長江中流の人口が集中し，社会・経済的に発展し

た地区である。湖北省の省都である武漢市は漢江と長江

の合流点に位置する。漢江中下流の主流部分の水質は基

本的に良いが，一部の都市近隣水域の水質は年々悪化し

ており，富栄養化もかなり深刻な状況である。特に1992

年以来，漢江下流では渇水期（一般的には１月から４月）

に「アオコ発生現象」が多発し（2003年だけでも計４回

発生），下流域の人々の生活に大きな影響を及ぼしている。

このような状況を背景として漢江中下流域の水質情報収

集を強化する必要があり，漢江中下流域の連続水質モニ

タリングシステムを構築し，モニタリングと管理の水準

を向上させ，これらの水質情報に基づく有効な管理およ

び相応の対策により，流域の「水と生態系の安全」の確

保が非常に重要な課題となってきた。 

 これらの背景に鑑み，国立環境研究所と長江水利委員

会は漢江中下流の主流部分にある仙桃水文ステーション

において水質の共同観測を実施するために，自動測定シ

ステムの構築を図った。これらの構築を通じて，リアル

タイムの水質情報の収集を可能にするだけではなく，得

られた情報のデータベースとしての蓄積および基本的な

流域環境管理モデルの構築により，漢江中下流の水資源

管理及び南水北調の影響評価といった政策課題に対する

科学的知見を提供する事を目標とした。 

1) 水質自動測定システムの構成 

 ① 水質測定項目および測定原理 

 構築した水質自動測定システムにおける測定項目，測

定原理および測定範囲を表７に示す。測定項目は全窒素

（TN），全リン(TP)，化学的酸素要求量（COD），水温，

濁度（SS）およびクロロフィル a（Chl-a）とした。こ

こで TN および TP はフローインジェクションによる湿

式法で分析しており，JIS に準拠している。COD は TN，

TP と同じ分析ラインで分析を行うが，湿式法ではなく

紫外線吸光光度法を用いている。一方，水温，SS およ

び Chl-a はそれぞれに対応したセンサーで測定を行い，

SS に光散乱法，Chl-a に直接蛍光法を用いている。した

がって，公定法によるクロスチェックが必須であり，

Chl-a については SS の影響を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図23 サブテーマ１の研究目標，フレーム及び実施体制 
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• 南水北調事業に伴う漢江流域における水環境の変化とその保全管理へ寄与

• 「健康な長江」を実現するための政策提言へ寄与

表７ 自動観測システムの測定項目，測定原理及び測定範囲
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② システムフロー 

 今回構築した水質自動測定システムのシステムフロー

を図24に示す。 

 図25に現地での設置状況を示す。河川よりポンプアッ

プした試料水は，沈殿分離槽で土砂および夾雑物を分離

した後，フローインジェクション方式，センサー方式そ

れぞれの分析・測定ラインへ導入される。測定はフロー

インジェクション分析に必要な時間に併せて1時間毎に

行う。 

③ 採水方法の検討 

 通常，河川からの採水は河床に固定した杭などに固定

した水中ポンプを介して行われる。しかし仙桃水文ス

テーション近傍では増水期と渇水期の河川水位の差が

10m 程度もあり，杭で固定する方法ではポンプ位置が深

くなり，ポンプの維持管理上の問題が予想された。この

ような状況を踏まえ，小型の舟艇にポンプ投入抗を穿ち，

ここにポンプを固定することにより，大幅な水位変動に

対応した。舟艇は陸上に固定され，増水期の流速にも流

されることはない。このような採水方法により，ポンプ

水深は常に一定に保たれ，維持管理上の問題が軽減され

た。図26に採水用舟艇の設置状況およびポンプの投入状

況を示す。 

④ 測定結果 

 本システムは2008年３月より運用を開始し，概ね順調

な運転が行われている。TN では1.2～2.0mg/L，TP で

0.01～0.1mg/L 程度の測定値が得られている。COD（補

正前）については4.0～5.0mg/L 程度の測定値が示され

ている。公定法とのクロスチェック等の課題は残されて

いるものの，水質自動測定システム構築に対する初期の

目標は達成されたと考えられる。 

2) 水質自動測定の意義と今後の課題 

 中国では現在実施されている11次５ヶ年計画において

省毎に COD 総排出量の削減目標を設定する総量規制が

実施されている。それぞれの省では，下級の行政単位に

対する削減割り当てを行うが，削減量検証のためには発

生源および汚染物質の輸送管に当たる河川での密度の高

い測定が必要となる。工場や下水処理場といった点源に

ついては自動測定システムが急速に導入されつつあるが，

環境水に対しては途に着いたばかりである。したがって

今回の水質自動測定システムの構築は時宜を得たもので

あり，キャパシティービルディングとしての側面を有す

る。一方，湖沼や内湾などの閉鎖性水域では急激な富栄

養化が進行しており，太湖では2007年に大規模なアオコ

発生に見舞われ，窒素およびリンの削減対策が急務とな

 

 

 

 

 

 

 

図24 測定システムのシステムフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図25 測定システムの設置状況 
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図26 採水用舟艇の設置状況(上)・ポンプ投入状況(下) 
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っている。これらの対策を行う上で基礎となるのが高密

度の測定であり，TN，TP を対象とした自動測定システ

ムの構築も急務である。 

 また， 近の日中共同研究では日中双方の研究機関に

おける，「共同性」が求められている。今回構築した水質

自動測定システムは共同性を強くアピール出来るもので

あり，今後の良好な共同研究推進に対する礎と成り得る。

今回のシステムは「日中合作流域水環境評価系統開発項

目－仙桃水質自動観測系統」と共同研究の中での位置づ

けが，明確に成されており，本システムの運用は単に水

質データの収集に止まらず，今後の共同研究推進に大き

な役割を果たすと考えられる。 

 

2.1.3  現地調査による汚濁負荷量の推定手法の開発 

 河川汚染源は大きく分けて，ポイントソース（点源）

とノンポイントソース（面源）がある。ポイントソース

は主に工業汚染源と都市部生活汚染源であり，ノンポイ

ントソースは主に農地，家畜禽養殖及び農業地区の生活

汚染等である。これらの汚染源から汚水，窒素（N），リ

ン（P）などの汚濁物質が排出されている。但し，これ

らの汚濁物の排出はそれぞれの生産と消費過程によって，

その循環プロセスが異なっている。本研究は窒素の循環

プロセスを主な研究内容とする。 

 中国における窒素フローに関する研究はほとんど国単

位や省単位の統計データや観測地点の観測値に基づいた

分析であり，窒素負荷源の空間的な分布は不明瞭である。

また，現存の統計資料では，人間生活（食物消費状況や

排泄物の排出ルールなど）や農作方法(化学肥料の種類や

施用方法，家畜糞尿の利用，農副生産品の利用など)につ

いてのデータは欠如している。地域窒素フ

ローモデルにおける各パラメータは先行研究

の平均値や他国のデータを用いて設定されて

おり，地域の特性を窒素フローに取り込んで

いないという問題がある。そこで，本研究で

は，人々の生活パターンや農作方法の変化な

どといった人為活動が窒素フローに及ぼす影

響を定量的に分析し，地域の特性を窒素フ

ローモデルに取り込み，農業系及び生活系に

関わる窒素負荷源の空間的な分布を解明する

ことを目的とする。 

1) 統計データを用いた窒素収支の推定とそ

の問題点 

 劉ほか（2007）13)，Liu et al.(2008)14) は，中国にお

ける1980-2000年の５年毎の農業統計データや気象観測

ステーション等の観測データなどを空間情報システムと

結合し，県単位での窒素フロー支に関する時空間データ

ベースを構築し，長江流域（801県）農耕地を中心に窒素

のソース（大気降下，生物固定，化学肥料，人間と家畜

の糞尿や種子や農業副生産物などのシステム内における

窒素の循環量），シンク（作物による収穫窒素量，脱窒，

アモニア揮散，河川への流出量），土壌への窒素蓄積量お

よび農業生態系の窒素利用効率（作物による収穫窒素量

／窒素インプット量）の時空間変化をはじめて明らかに

した。しかし，これらの研究においては，問題点として

は，地域窒素収支モデルにある人間生活や農作方法など

に関わる諸パラメータは先行研究により一定の既存値を

用いており，地域の差異は反映されていないという問題

が残っている。そこで，以下の研究を実施した。 

2) 現地調査による窒素収支モデルのパラメーターの同

定 

 中国の６つの典型的生態系（図27）における地域窒素

収支モデルに関わる諸パラメータ（人間が各食物から摂

取する窒素の量，人間が排泄物として土壌や河川への排

出する窒素量，農作で主に使われている窒素化学肥料の

種類及び割合，農副生産物および家畜糞尿に含まれる窒

素の流出ルートなど）を現地調査によって同定し，人間

活動（食物消費，排泄物の排出，農作など）が窒素フロー

に及ぼす影響を明らかにした。現地調査では2006年４-

６月に，黄河流域に位置する北部の大都市の代表として

石家荘市（河北省の省都）の市区（200人），長江流域に

位置する南部の大都市の代表として武漢市（湖北省の省

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 27 調査地点および土地利用類型 
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都）の市区（150人），オアシス農業生態システムの代表

として乾燥砂漠地域にある阜康市の都市部（100人）と農

村部（100人），潅漑畑農業システムの代表地方都市とし

て黄河中下流平野にある禹城市の都市部（150人）と農村

部（200人），集中型水田農業システムの代表地方として

長江流域の平野地に位置する桃源県の都市部（250人）と

農村部（200人），分散型水田農業システムの代表地方と

して長江流域の森林・丘陵地に位置する泰和県の都市部

（120人）と農村部（180人）の６省10地域において，合

計1650人（18歳以上の成人）をランダムに抽出し日常生

活アンケート調査と聞き取り調査を実施した。 

 調査の内容は主に以下の４項目からなる。一点目は被

調査対象の基礎情報（性別，身長，体重，職業，収入，

日常活動強度など）である。二点目は食生活の現状及び

その変化についてである。中国食物成分表の分類によっ

て主な食物を９種類47項目に分類し，調査票を設計した。

24時間思い出し法によって調査の前日（朝，昼，晩）に

摂取したすべての食物およびその量を被調査者に思い出

して頂き，調査票に記入して頂いた。また，食

生活の現状に満足しているかどうか，食卓につ

いて今後の希望などを尋ねた。三点目では生活

排水の処理状況について下水道整備の状況，自

家用トイレの仕様，排出ルート，満足度などを

尋ねた。四点目では農村地域において，各地域

に実際行われている農作法，すなわち，各化学

肥料の施用割合／施用方法，家畜飼料の構成，

農副生産物や家畜排泄物の利用状況などを尋ね

た。その結果，１日１人当たり各食物から摂取

する蛋白質量の総平均値は107g/人/日であっ

たということが分かった。各生態系間の蛋白質

摂取総量については有意な差がなかったが，各

食物からの蛋白質摂取量については，卵類を除

き，有意な差が見られた。その差異は経済の格

差以外に，地域の特性，風土，習慣などの違い

を反映していることが示された。また，各地域

の都市化の進行によって，人間排泄物の土壌還

元率が減る一方，水域排出率が増加しているこ

とが分かった。人間の排泄物の環境への潜在窒

素負荷量としては，都市部では年間１人当たり

およそ1.02kg-N が土壌へ，5.49kg-N が水域へ，

農村部では年間１人当たりおよそ4.33kg-N が

土壌へ，1.60kg-N が水域へ排出されることと

なり，都市部と農村部の間に大きな差があることがわか

った。さらに，化学肥料の中で， も使われているのは

尿素と複合肥料であり，広範囲の灌漑畑農業システムと

平野水田農業システムでは，肥料種類の多様化が見られ

た。水田農業システムとオアシス農業システムでは，わ

らなどの農業副生産物の多くは，燃やす，あるいは元肥

と一緒に混ぜて土壌に還元する場合が多く，灌漑畑農業

システムにおいては麦わらなどの農業副生産物の７割以

上は回収され，家畜の肥料として利用されていた。家畜

の糞尿のほとんどは耕地や牧地に還元されているが，飼

養規模が大きくなると，放棄されるケースもあった。 

3) 現地調査と統計データによる窒素負荷量の推定 

 現地調査の結果を地域窒素フローモデルに取り込み，

中国長江中下流にある湖南省桃源県（平原地域で，農業

機械化が進展している現代化農村地域）と江西省泰和県

（丘陵地域で，伝統的な農業が維持されている伝統的な

農村地域）の２代表地域間の比較により，人の生活の変

化が窒素フローに及ぼす影響を定量的に分析した（図28）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図28 地域窒素収支フロー（単位：t-N/年） 
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その結果，経済の発展や都市化の進展により，農村地域

における人々の生活で肉類の消費量が増加し，農業生産

は作物の一次生産よりも肉類などの二次生産が重視され，

地域内の人間の排泄物などの有機物資源の循環利用が減

少して化学肥料や県外からの輸入飼料に依存するように

なることが明らかとなった。地域内の有機物の循環再利

用を再検討する必要がある。他の具体的な結果は劉ほか

（2007)15) を参考されたい。 

4) 今後の研究方針 

 各パラメータの精度を高め，流域圏の分析を可能にす

るため，流域を限定してさらに詳細な調査が必要である。

例えば，サンプル数の拡大や調査対象者を固定した時系

列調査や計量法の採用などを行う必要がある。また，中

国政府が「調和社会作り」のスローガンの下で，「社会主

義新農村の建設」に向けて，排泄物の処理技術など大規

模の環境技術の導入や環境対策を打ち上げているため，

今後，このような技術や対策の導入効果の評価や将来予

測を行う予定である。 

 

2.1.4  産業連関表による汚濁負荷量の推定手法の開発 

 流域の汚濁負荷量の推計方法は，大きく２つに分類で

きる。１つ目は物理学的アプローチで，気象や土地利用

など自然条件下で，汚濁負荷の流達量を推計することが

出来る。２つ目は社会経済的アプローチで，生産消費活

動をベースに排水量や汚濁負荷量の求めることが出来る。

本研究は流域圏における水・物質循環観測・評価システ

ムのサブシステムとして，後者の社会経済活動に伴い発

生する汚濁負荷量の推計手法の開発を行う。前述の現地

調査や統計データによる社会経済的アプローチの他に，

もう一つの手法である産業連関表による排出インベント

リーモデルをベースに，汚濁負荷量の推計手法の開発を

行う。 

1) 産業連関表による推定モデル 

 産業連関表を用いた排出インベントリーは，産業連関

表の生みの親である W. Leontief 16)の Environmental 

Repercussion and Economic Structure(1970)が基とな

り，経済活動に伴い発生する温室効果ガス及び大気汚染

物質(Gay et al.(1993)17), Nansai et al.(2003)18), Suh 

et al.（2004)19)），エネルギー消費（Williams（2004)20)），

固 形 廃 棄 物 (Huang et al.(1994)21), 

Nakamura(1999)22))，水需要と汚濁負荷(Harris et 

al.(1984)23), Ni et al.（2001)24), Okadera et al.（2006)25), 

Guan et al.(2007)26))，更にはエコロジカルフットプリ

ント(Lenzen et al.(2001)27), Ferng et al.(2001)28))の推

計に用いられている。また，モデルのスケールも地球単

位のモデルから県単位のモデルまで様々な空間スケール

への適用が可能であり，汎用性の高い手法である。 大

の特徴は，生産活動に伴う直接的な環境負荷だけでなく，

消費活動に伴う間接的な負荷量を把握することが可能な

点にあり，地域内外の環境的な依存構造を把握できる点

にある。 

 本研究で対象とする長江流域は水資源のみならず，上

海，重慶など主要都市が立地し，中国経済の主要地域で

ある。それ故に中国の他の地域に与えるインパクトは経

済的にも，水環境的にも大きいことが予想される。また，

一般的に中国では東部沿岸域と西部内陸域の経済水準は

大きく異なるため，そうした地域特性を把握するために

は，いくつかの地域に分割した手法が必要となる。また，

それらの地域は財・サービスのやり取りにより密接に結

びついていると予想されるため，そうした地域間の関係

性を内包した手法が必要である。 

 そこで本研究では，地域間産業連関分析モデルを用い

た排出インベントリーモデル（以下，地域間インベント

リーモデル）の開発を行った。モデル式は式(1)の通り。 

(1) 

  ：汚濁負荷排出量 

 ：汚濁物質排出係数対角化行列 

 ：レオンチェフの逆行列 

 ： 終需要対角化行列 

なお，レオンチェフの逆行列 B は式(2)となる。 

  

 
(2) 

 

 
 ：投入係数行列 

 ：輸入係数対角化行列 

  ：地域 r から地域 s への投入係数行列 

 ここで， を地域 r の汚濁物質排出係数対角化行列， 

  を地域間産業連関表のレオンチェフ逆行列， を地域

r の域内 終需要対角化行列.と定義すると，式(1)から

式(3)を得ることが出来る。 
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 (3) 

 

2) モデルによる事例研究 

 地域間インベントリーモデル開発には，地域間産業連

関表，汚濁負荷データが必要となるが，中国ではそれら

のデータの入手に時間を要するため，データのアクセス

ビリティーが比較的高い日本国内で，モデルの検証を行

う。そこで，東京をはじめとする大都市を沿海部に抱え，

利根川，荒川，多摩川，鶴見川の四流域の水が流れ込む

東京湾流域を対象として，地域間インベントリーモデル

の適用を行った。 

 関東一都六県の県別地域表と物流センサスを基にして，

東京湾流域の地域間産業連関表（７地域40部門）を作成

するとともに，環境省，国土交通省，農林水産省，経済

産業省，日本下水道協会の公表データ及び既存研究の文

献値（伊丹ら（1998)29)）を用いて，汚濁負荷排出パラメー

タをセットし，地域間インベントリーモデルを用いた汚

濁負荷（炭素，窒素，りん）の推計を行った。中央環境

審議会の東京湾への工業部門の流入負荷の調査結果との

比較では，原単位法による積上げ計算よりも地域間イン

ベントリーモデルを用いた計算結果のほうが近いという

結果が得られた。また，東京湾流域の汚濁負荷発生量と

地域間依存構造については，東京湾の汚濁負荷純量の

16％～23％が外部起因であり，東京都は他県への依存量

が大きい一方，千葉県は他都県からの被依存量が大きい

ことが明らかとなった30)。 

3) 今後の研究方針 

 本研究で開発したモデルを中国・長江流域へと適用し，

長江流域における汚濁負荷インベントリーを推計する。

また，それら手法を用いて，長江流域の汚濁負荷の誘発

構造分析を行う予定である。 

 

2.1.5  流域圏環境管理モデルの開発および影響評価 

 前述のように，現地調査及び社会経済的な手法により，

農地生態系，人間生活，各生産セクターによる汚濁負荷

量の推定を行うと同時に，自動観測システムを設置する

ことによって，河川の水質現状とその変化がモニタリン

グできるようになった。次いで，気象・地形・土地被覆

の条件が互いに影響し合う過程，相互関係を調査し解析

することにより，水・物質循環を評価できる流域圏環境

管理モデルを構築し，南水北調などの利水事業，土地改

変，人間生活の変化などが水環境へ及ぼす影響を評価す

ることが本サブテーマの 終目標である。 

1) 統合観測ネットワークおよびテータベースの構築 

 広域の環境情報やモデルの入力と検証データを取得す

るため，国立環境研究所は2001年から環境省が推進して

いる「アジア・太平洋環境イノベーション戦略（APEIS）」

プロジェクトおよび2006年から開始された「温暖化影響

早期観測ネットワークの構築」プロジェクトにおいて，

アジア全域をカバーする MODIS 衛星データ受信ステー

ションと地上生態系観測サイトならびにデータ解析セン

ターより構成される統合環境モニタリングネットワーク

を構築した。受信した MODIS 衛星データから東アジア

地域１km メッシュの地表面温度（LST），植生指数

（NDVI と EVI），土地被覆分布（LUC）や植生の純一

次生産量（NPP）など陸域生態系に関する高度な解析

データセットを作成してきた。 

 また，中国水利部長江水利委員会との共同研究により，

漢江中，下流域における2000年度の県レベルの工業と生

活廃水，主要汚染物質 COD，NH3-N，リンなどの排出

量データを入手した。さらに，流域圏環境管理モデルを

検証するため，前述の水質自動観測システムを設置した

ことによって１時間毎に COD，TN，TP などの水質デー

タを得られるほか，いくつかの水文ステーションで観測

された流量データも獲得した。 

2) 陸域プロセスモデルによる広域な水・物質循環量の推定 

 陸域生態系における水・物質循環を明らかにするため，

米国モンタナ大学で開発されたBiome-BGCモデルを選

択し改良した。本モデルは，気温，降水量，日射などの

気象データや土地被覆，土壌特性などの入力によって

水・エネルギー・炭素・窒素の循環を素過程から詳細に

再現するプロセスモデルであるので，植物による炭素や

窒素の固定量を始めとした多くの生態学的要素のシミュ

レーションが行える。そのうち，主な出力項目は地表面

流出量，蒸発散量，有機窒素，有機リン，植生や土壌の

窒素とリンの固定量などである。図29は南水北調中線プ

ロジェクトが実施されている漢江流域におけるモデルの

入力データ及び水・物質循環量のシミュレーション結果

の一例を示した。この結果によると，高度が相対的に高

い流域圏の境界（黒実線）を中心に森林が発達しており，

そこで植生の炭素吸収量が大きくなっている。また，農
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地における炭素循環量は，２毛作に対応して１年に２つ

のピークを示している。 

 今後，東アジアの様々の流域生態系において広域的な

環境要素を観測・解析するために，現在まで構築してき

た MODIS 衛星データの受信・解析システムを維持し管

理することによって，時間・空間的に高精度の衛星観測

データを取得し，広域的な統合環境情報システムを更新

し，また，衛星データのキャリブレーションやモデルの

検証のため，可能な限り地上観測ネットワークを拡大し，

東アジアの代表的な生態系において水熱収支，炭素循環，

植物生産などに関する様々な環境要素をモニタリングし，

地上観測データを蓄積してゆく。さらに，自然・農業生

態系においては，炭素と窒素の循環を中心とした水・物

質循環モデルを用いて，人為活動や地球温暖化による影

響評価と将来予測を行う予定である。 

3) 流域圏環境管理モデルによる水環境容量への影響評価 

 水環境容量とは，水環境基準を満たし，ならびに水域

の水文条件下における水体の 大許容排出量，つまり

大の汚濁物質の収容力を指す。河川の水環境容量は，河

川流量，水位，流速などの水文条件に深く関連しており，

河川流量の大きさが汚染物を希釈する自浄能力に直接影

響している。河川の水環境容量の推定について，一般的

に，流量保証率概念に沿って河川の水環境容量を計算す

る方法が多く採られている。まず河道を

それぞれの河段に分け，現有する汚物排

出口に基づき，面源汚染源からの負荷量

と河段の水質基準を結合し，各段の汚染

物の許容排出量を計算する。 

 長江水利委員会の「漢江丹江口ダムの

調達可能水量に関する研究」（2001年10

月）によると，2010年を基準年として南

水北調による調達水量は年間95億 m3と

計画されている。この研究によると，水

量調達後の主な影響は以下の通りである。

①丹江口ダムからの放水量の減少：年間

95億 m3の水量を調達すると，丹江口ダム

（黄家港断面で制御，図30参照）の長期

的平均放水流量1114m3/s をベースとし

て，26.6％の減少。長期的平均年・月過

程では，６月を除き，その他の月はいず

れも減少し，減少幅は14.2％～53.3％と

なる。②漢江中下流河段流量の年・月過

程の均等化：丹江口ダムの長期的な調整作用によって，

中流・下流の水量変化は均等化の傾向になる。流量を例

としてあげると，本流の各断面渇水保証率 P=95％，

P=98％の際，流量は明らかに増大し，黄家港断面はそれ

ぞれ37.3％と52.7％増加する。沙洋断面もそれぞれ

31.5％と40.8％増加，仙桃断面はそれぞれ92.4％と

115.4％増加する。但し，再生水流量保証率は中流での減

少が も大きい。流量が800m3/s の際，黄家港断面流量

保証率は62.7％から15.7％へと減少する。襄陽断面の流

量保証率は60.2％から14.9％へと減少，沙洋断面の流量

保証率は69.3％から25.8％へと減少する。③漢江中下流

本流天然河道の水位の低下：水量調整後，丹江口ダムの

総放水量が減少するため，漢江中下流本流の天然河道水

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図29 漢江流域における入力データ及び水・物質循環量のシミュレーション 

   結果の一例 

 

出力：植生の炭素吸収量出力： 表面流出量

入力： 土地利用類型入力： 地形デジタルデータ

出力： 生態系の炭素循環量出力: 地表面蒸発散量

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図30 漢江中・下流における主な水文ステーションの分布図
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位は下降傾向になる。黄家港河段の水位は平均で約

0.40m，襄陽河段水位は平均で0.41m へと低下する。④

漢江中下流各断面流速の減速：黄家港河段の長期的平均

流速は0.51m/s から0.43m/s へ，襄陽河段は0.83m/s か

ら0.75m/s へ，仙桃河段は平均的1.19m/s から1.12m/s

へと減速する。 

 今後，長江水利委員会長江水資源保護研究所と共同で，

水質目標・水文条件を基づいて，流域圏水環境管理モデ

ルを用いて，流域圏及び河川の環境容量を算出し，南水

北調などの人為活動の影響評価を行う予定である。本研

究では，漢江流域での実際のデータを用いて，

SWAT(Soil & Water Assessment Tool)モデルの適用を

試みた。このモデルは，アメリカ農業省（USDA）の支

援で，テキサス A&M 大学と Black land 研究所が開発し

た流域統合管理モデルであり（Arnold ら,（1998)31)），

水や土という視点を通して，個々の事象にのみ注目する

のではなく，流域全体の健全度を高水準に保つことに主

眼を置いて管理していくことを目的としたものである。

地形・土地利用・ 降水量・日照量・土壌などのデータを

このモデルに入力することにより，対象流域の現状の再

現や土地利用の変化・森林衰退などが流域に与える影響

を推定することができる。SWAT モデルは，日や月単位

などで計算を行う時系列モデルである。このモデルでは，

集水域の水循環については主な過程をほぼ全て網羅し，

また植物，土壌層，蒸発散等表層を中心とした水循環に

ついても詳細に取り扱っている。また，地質構造，土地

利用状況，透水係数等のパラメーターセットも充実して

いる。地下水の計算は土壌層の格子より大きいサブ流域

単位（HRU）で行い，浅部地下水と深部地下水の２層に

分かれる設定になっている。現在，漢江流域のパラメー

タをこのモデルに導入して，テスト運行を行っており，

今後，集水域からの物質負荷量の評価を行う予定である。 

 

2.2  長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす

影響の解明 

2.2.1  目的と概要 

 中国長江の汚濁物質量は，1990年代の中国経済成長に

よる流域農業地帯での化学肥料大量使用や上海デルタで

の都市型排水の影響で増大し，例えば1960年代には

10µM 以下だった長江大通観測点の NO3- 濃度は2000年

前後には100µM を超過した（Liu et al.(2002)32)）。その

結果，長江河口域を中心とする沿岸域では赤潮が頻発す

るなど，水質・生態系劣化が著しい状況にある（中国国

家海洋局 2008)33)。一方，年間流出量950km3/yr を誇る

長江は，陸域から東シナ海への淡水供給量の約80％を担

う（Gao et al.(1992)34)）。例年，河川流量の増大する初

夏から秋季にかけては，東シナ海陸棚域において長江河

川水の影響を受けた低塩分水が出現し，また大規模な長

江洪水イベントではその影響は対馬海峡を通過し日本海

にまで及ぶ。中国国内の陸域負荷増加は長江河口域のみ

ならず東シナ海全域の水質生態系，さらには漁業資源に

対して影響を及ぼしかねない。中国政府は赤潮による漁

業被害等から自国の沿岸・沖合水産資源を保全する観点

からの政策を進めているが，2007年４月に日中首脳間で

出された『環境保護協力の一層の強化に関する日中共同

声明』に見られるように，今後はより広域的な視点から

東シナ海の海洋環境と水産資源の保全へと向かうものと

考えられる。この時，東シナ海を臨む日中韓や国際機関

の枠組みを活用し，長江流域・デルタ域から東シナ海へ

の負荷削減を柱とする流域－沿岸域－海洋を統合した環

境保全策を提言していくことが重要である。 

 これらのことを踏まえ，本サブテーマでは①東シナ海

日本側排他的経済水域内における長江起源水の海洋生態

系維持に果たす役割とその変調の兆しを把捉するための

航海調査，②陸起源汚濁負荷流出に対する長江河口域・

東シナ海陸棚域の水質生態系応答の定量的評価のための

流動・水質・生態系モデルの開発，③中国国内の関連研

究機関との連携による中国沿岸および東シナ海環境に関

する情報収集を行っている。 

 

2.2.2  航海調査による海洋環境・生態系の現状把捉 

 本サブテーマおよび関連研究では，2002年以降，長江

起源水によって東シナ海へ輸送される陸域起源物質等に

対する陸棚生態系の応答を明らかにすることを目的とし

て，水産総合研究センター西海区水産研究所との共同で，

年１回の東シナ海陸棚域調査を実施してきた。その結果，

初夏の陸棚域においては長江起源水（塩分28～31）が表

層に広く分布し，その範囲に沿岸性の珪藻・渦鞭毛藻が

多く出現することが明らかとなってきた。特に1995年以

降に長江河口沿岸の主要赤潮形成種となった渦鞭毛藻

（Prorocentrum cf. dentatum）（Lu et al.（2005)35)）が，

初夏陸棚域の長江起源水影響水域でしばしば優占種とし

て観察され，近年の東シナ海陸棚域の生態系を形成する

鍵種であることが強く示唆されている。本報告では，水
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産庁照洋丸で行った2006年５月（SY0601航海：5/14～

5/26，55測点）および2007年６月（SY0702航海：6/18

～6/30，53測点）の陸棚域調査を対象として，P. 
dentatum 等の藻類出現状況とその出現条件について検

討した結果を報告する。 

 図31に各航海の調査測点と水深10m の塩分水平分布

を示す。調査測点のうち，北緯30°30′以南，東経126°

30′以西の測点は水深50m～100m の大陸棚上に位置し

ており低塩分となっている。一方，北緯31°45′測線は

大陸棚上から沖縄トラフに至る測線であり，水深は100m

～750m 超まで大きく変化し，黒潮起源の高塩分海水の

影響が認められる。両航海ともほぼ全ての測点において

水深10m 以深に密度躍層が存在し，水深10m の塩分分布

により陸起源水等の影響域を判別することができる。

SY0601では陸棚測点の北西方向から塩分32以下の水塊

が南東方向に拡がり長江起源水と考えられた。SY0702

においても陸棚域に長江起源水と考えられる低塩分水が

類似の形状で分布していた。 

 図30A，30B上段の水域図は各航海で藻類観察試料を採

取した測点を示す。黒潮起源水の影響が強い北緯31°

45′測線の主要出現種はGephyrocapsa oceanica等のハ

プト藻，Chaetoceros 属をはじめとする珪藻類，一方，

陸棚水域では Prorocentrum 属，Gymnodinium 属等の

渦鞭毛藻類が主要構成種であった。特に赤丸で示した測

点では，本研究で着目する P.dentatum が優占種でしば

しば高密度で存在した。例えば SY0702の測点31では，

水深14m の密度躍層直下に P. dentatum が２×

107cells/ml で集積し，クロロフィル a（Chl.a）濃度は

56.6µg/L に達した。 

 図32A，32B 下段は藻類試料を採取した測点における

Chl.a 現存量の有光層内鉛直積分値を示す。これらは各

測点における一次生産ポテンシャルの指標と考えられる。

ここで Chl.a 濃度は Seabird 社 CTD（多筒採水器付水質

観測器）による１m 間隔蛍光観測値をロゼット採水試料

の HPLC 高速液体クロマトグラフィー吸光光度分析（吸

光度検出器付）および溶媒抽出光学フィルター式蛍光分

析法を用いて校正した値，また有光層は表層から補償深

度（CTD 搭載測器による水中照度が表面照度の１％に減

衰する水深）までと定義した。ただし使用した水中照度

データは SY0601航海の日中観測点に限られるため，夜

間観測点は隣接する照度観測点のデータをもとに補間し

た。また SY0702航海の水中照度データは欠損している

ため，SY0601の有光層を水域毎に適用した。 

 両航海を通じての Chl.a 鉛直積分その 大値

（0.14g/m2）は，P. dentatum が高密度に出現した

SY0702測点31において観測された。また積分値上位の測

点の多くが P. dentatum 優占測点と重なった。すなわち

両航海水域の５～６月期における一次生産に対し，P. 
dentatum の出現と優占が大きく関与していることが示

された。 

 P. dentatum の出現水域は，ほぼ長江起源水の影響範

囲あるいはその縁辺と重なる。しかしながら，陸棚海域

のうち長江河口に近い北西水域（例えば SY0601の測点

20等）を除けば，長江起源水（躍層以浅の水塊）の NO3
- 

や PO4
3- 濃度は北緯31°45′測線の表層水と同様にほぼ

消費・枯渇した状態（NO3
- < 0.1µM，PO4

3- < 0.02µM）

にあり，陸起源の栄養塩は P. dentatum 群集維持にほと

んど寄与していないと考えられた。P. dentatum に供給

される栄養塩の起源を推定するため，藻類試料を採取し

た測点の補償深度付近（栄養塩は補償深度以浅の藻類に

上方拡散によって供給されると仮定）の NO3
- 濃度およ

びその水温塩分特性，表層10m 深の水温塩分特性，さら

に Chl.a 大濃度を記録した水深の水温塩分特性を有光

層内 Chl.a 鉛直積分値と合わせて示した（図33）。 

 補償深度付近の NO3
- 濃度は，SY0601で２～６µM，

SY0702で２～８µMの範囲で顕著な差は認められなかっ

た。P. dentatum 優占測点のうち，SY0601測点18の補償

深度付近では低温・低塩分の黄海底層冷水が存在，一方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図31 表層水塊（10m）の塩分水平分布 

図中の●は CTD 観測点。 



―  ― 30

 

で測点38では高温・高塩分の黒潮亜表層水系の水塊が存

在し，それぞれが NO3
-の供給を担っていると推定された。 

 また SY0702航海では，測点15や22では高温・高塩分

の黒潮亜表層水系の水塊が補償深度付近に存在していた

のに対し，測点31の補償深度付近は，高温だが塩分のや

や低い水塊が存在した。これは黒潮亜表層水や黄海底層

冷水とは異なる南方から侵入する暖流系の陸棚底層水で

あると考えられた。このように P. dentatum 優占測点に

おいて藻類群集に NO3
- 等の栄養塩を供給し得る補償深

度付近の水塊は様々な起源を有していることが示された。

さらに P. dentatum が群集を構成した水深（ほぼ各測点

の Chl.a 大水深に一致）における水温塩分に着目する

と，概ね水温16～20℃，塩分32.5～34の範囲に存在して

いることが示された。特に５月中旬の SY0601航海では

表層水温（10m 深）が18～20℃の範囲で P. dentatum も

表層に類似する特性の水塊内に出現したのに対し，６月

下旬の SY0702航海では表層10m 深の水温が23～25℃と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図32A 上段：SY0601航海の藻類種分析試料採取点（数字は

測点番号），赤丸（●）測点は P. dentatum が優占的に出現

した測点，下段：各測点における有光層内 Chl.a 現存量の積

分値（ただし測点11は，測点55と同一地点での８日前の観測

値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図32B 上段：SY0702航海の藻類種分析試料採取点（数字は

測点番号），赤丸（●）測点は P. dentatum が優占的に出現

した測点，下段：各測点における有光層内 Chl.a 現存量の積

分値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図33 各測点の Chl.a 大水深、補償深度付近，表層10m 深

における水温（T）・塩分（S）特性。図中の数字は

Chl.a 大水深のプロット（○）に対応する測点番号

（赤丸（●）は P. dentatum 出現点）。○のサイズは

各測点の Chl.a 現存量，有光深度（□）のプロットサ

イズは NO3
- 濃度を示す。＊は表層10m 深（躍層以浅）

の水温・塩分を示す。 
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高温で，P. dentatum は高温水塊を避けるように出現し

ていたことが示された。 

 以上のことから，東シナ海陸棚域で出現する P. 
dentatum は初夏陸棚域の一次生産に高い寄与をし，且

つ P. dentatum 群集を維持する栄養塩は複数の起源（黄

海底層冷水，黒潮亜表層水，陸棚底層水）を有している

と考えられた。また P. dentatum 出現測点と非出現測点

の底層における栄養塩特性等に差が見られず，一方，表

層低塩分水域において出現が認められることから，長江

希釈水によって沿岸から輸送されたP. dentatum細胞が

陸棚底層水による栄養塩供給や至適水温等の条件によっ

て群集を発達させていることが推定される。ただし各年

に観察される P. dentatum 群集が，過年度に沿岸から細

胞が輸送され観測点付近でシスト形成・発芽し増殖に至

ったものか，毎年新たに沿岸から輸送された細胞が増殖

するのかは不明であり，今後，さらに調査解析を進める

予定である。 

 

2.2.3  海域における流動・水質・生態系モデルの開発 

 健全な海洋環境を中長期的に保全・形成するためには，

過去に生じた水質・生態系環境の変遷の原因を明らかに

するとともに，将来起こりうる気候変動などの外的変化

が水質・生態系に及ぼす影響を的確に予測する必要があ

る。数値シミュレーションは将来予測や対策効果の評価

を行う有力な手法の一つとして着目されており，それに

関する研究が近年活発に進められている。 

 本研究では，近年の急速な都市化によって増大した汚

濁負荷流出が長江河口・沿岸域及び東シナ海陸棚域にお

ける生態系に及ぼす影響を定量的に評価する目的で海域

における流動・水質・生態系モデルの開発を行った。 

 流動モデルは沿岸域の複雑な海岸線・海底地形に適合

した解析格子の作成が容易に可能な・座標系の準３次元

FEM モデルである。基礎式には従来モデルでもよく用

いられている静水圧近似のブシネスク方程式，熱・塩分

の輸送方程式，UNESCO(1981)36)の状態方程式であるが，

数値解法は移流スキームにはセミ・ラグランジュ解法の

CIP 法(矢部ら,(2003)37))，鉛直混合スキームには海洋モ

デル用に開発された Mellor(2001)38)の Level-2.5モデル

を導入し，汚濁負荷物質の輸送・拡散過程や赤潮ブルー

ム・貧酸素水塊の形成・消滅と密接に関連する成層の再

現精度向上を図った。 

 本流動モデルを観測データが充実している東京湾及び

伊勢湾に適用し，再現精度の検証を行ったところ，水温・

塩分濃度の計算値は観測値とよく一致し，モデルの有用

性・汎用性が確認された(図34)。 

 水質・生態系モデルの基本構造は図35の NPZD モデル

であり，陸域からの負荷量や外洋の境界条件を与え，流

動モデルと連成して解析することによって Chl.a，栄養

塩(N，P，Si)，有機物濃度及び溶存酸素量の時空間分布

が予測される仕組みとなっている。植物プランクトンは

成長・増殖に Si を必要とする珪藻類(PL)とそれを必要

としない非珪藻類(PS)の２種類，N，P，Si については

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図34 東京湾 St.B(北緯35度33分７秒，東経139度54分36秒)

における水温・塩分濃度の再現計算結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図35 水質・生態系モデルの構造 
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それぞれ懸濁有機態，溶存有機態，無機態の３形態を考

慮した。 

 本モデルを東京湾に適用したところ，表層における各

水質項目の計算値は観測値の年変動を概ね再現した(図

36)が，鉛直分布とくに赤潮ブルームの再現性はあまり良

くなく，頻繁に生じる珪藻類と非珪藻類の優占種の交代

もうまく再現できない点で課題を残した。今後，成層と

植物プランクトンの生態特性の関係を調査し，水質・生

態系モデルの改良を図るとともに，本モデルを東シナ海

に適用する予定である。 

 

2.3  拠点都市における技術・政策インベントリと評価シ

ステム 

2.3.1 目的と経緯 

 20世紀末からの中国における飛躍的な経済成長がもた

らす水質汚濁や大気汚染等の環境汚染は産業都市の人々

の暮らしを脅かす水準を超え，都市にとどまらず，より

広域に，さらに国境を超えた地球規模の環境問題を引き

起こしつつある。鉄鋼やセメントなどのエネルギー多消

費型産業を中核とする産業構造は温室効果ガスの排出，

資源の集中的消費など世界経済への深刻な影響を与える

懸念も顕在化しつつあり，低炭素社会，循環型経済社会，

自然共生型社会への転換は中国にとってもアジア，地球

にとっても避けられない課題となりつつある。近年にな

って，中国国内の大気汚染と水質汚濁，さらに東シナ海

の富栄養化や，黄砂，エアロゾルの越境移動が顕在化し

て，中国の行政，産業界においてもこうした環境費用を

政策立案と，企業経営に内部化する動きが現実になりつ

つある。 

 産業化と都市化が急速に進むアジア諸国でも行政担当

者を始め各界から，日本の環境技術へは大きな期待が寄

せられてきたが，それらの技術を移転しても環境汚染や

環境負荷の排出に対して社会的な関心とそれにともなう

「負担意思」が存在しない状況では，伝統型の多量消費

多量廃棄の工業生産に対して，市場での競争力を持つこ

とができない。中国の全国人民大会で議論されている，

循環経済法はその転換点となると期待されており，日中

の環境技術の連携が，理念的な一方向の連携のステージ

から，実務的な双方向の連携に移行する機運が見られつ

つある。 

 日本では，高度経済成長期における大気汚染や水質汚

濁をある程度改善した後に，廃棄物問題，地球温暖化問

題等が課題となってきた。これに対して，20世紀末から

の中国における飛躍的な経済成長がもたらした環境汚染

は，産業都市の人々の暮らしを脅かす水質汚濁や大気汚

染が，同時に，国境を越えた環境問題や地球温暖化，世

界的なエネルギー問題や資源問題をも引き起こしている

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図36 東京湾における水質・生態系モデルの適用結果 
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ことが重要な特徴である。発電，鉄鋼やセメントなどの

エネルギー多消費型の産業を中核とする産業構造は，地

球温暖化問題やエネルギー問題を引き起こしつつ，都市

への人口の集中と都市圏の拡大を伴いながら，大気汚染，

水資源問題・水質汚濁，廃棄物問題，都市を支える流域

圏への負荷の増大という問題を深刻化させている。中国

のみならず，同じように産業化と都市化が急速に進むア

ジア諸国でも，行政担当者を始め各界から，日本の環境

技術へは大きな期待が寄せられてきたが，上記のような，

都市における環境負荷の相対的な増大と環境問題の全般

的な深刻化の特徴を踏まえた統合的な環境対策を実施す

ることは，十分に行われてこなかった。その原因は，問

題の統合的な把握が不十分であったことだけではなく，

統合的な解決の具体的な手法も不十分であったことにあ

る。 

 本サブテーマでは，主に中国の拠点都市を対象にして，

水資源問題・水質汚濁対策と温暖化対策，廃棄物対策と

を統合的に解決する手法について研究を進めている。統

合的な解決の中心となるツールは「都市環境技術・政策

シミュレーションシステム」であるが，これは，資源・

環境技術インベントリ，都市環境フラックス統合解析モ

デル（NICE-URBAN モデル），政策インベントリ等に

よって構成されている。「都市環境技術・政策シミュレー

ションシステム」では，都市における水資源問題・水質

汚濁対策と温暖化対策，廃棄物対策を中心に扱っている

が，大気汚染対策や生態系サービスを扱うこと，都市を

支える流域圏を含めた取り扱いが可能な構造を持ってい

る。いかなる環境対策も，環境汚染や環境負荷の排出に

対して社会的な関心とそれにともなう「負担意思」が存

在しない状況では，伝統型の大量消費大量廃棄の工業生

産に対して，市場での競争力を持つことができない。し

かし，中国の全国人民大会で議論されている，循環経済

法はその転換点となると期待されており，日中の環境技

術の連携が，理念的な一方向の連携のステージから，実

務的な双方向の連携に移行する機運が見られつつあるた

め，本サブテーマで取り扱っている「都市環境技術・政

策シミュレーションシステム」を基にした共同研究の発

展性は高い。 

 本報告では，拠点都市を対象にした「都市環境技術・

政策シミュレーションシステム」の全容について述べ，

構成要素の中でこれまでに先行的に開発してきた，「都市

水熱代謝モデル」，「分散型水処理技術システム」，「資源

循環技術・政策インベントリ」について詳述する。 

 

2.3.2  拠点都市環境技術の生産行動インベントリ情報シ

ステム 

 循環型経済社会への取り組みの一環として，日本では

エコタウン事業が進められてきた。エコタウン事業は，

産業から出るすべての廃棄物を新たに他の分野の原料と

して活用し，廃棄物の発生をゼロにすることを目指す「ゼ

ロエミッション構想」を地域の基本構想と位置づけ，環

境調和型産業を形成するとともに，それを地域振興の基

軸として先進的な環境調和型のまちづくりを推進するこ

とを目的としてきた。1997年より全国で26都市が承認さ

れて，環境調和型のビジネスと社会システムの開発が進

められてきた。エコタウン事業では，生産活動から発生

する産業廃棄物と家庭や事務所などの都市活動から発生

する一般廃棄物を，新たな生産プロセスの資源として投

入することにより，廃棄物の発生量を抑制するとともに，

新規資源の消費量を削減することができる。 

 図37は，代表的なエコタウンにおける循環型製造技術

の例について，物質の流れのフローを示している。それ

ぞれのプロセスで，原料資源やエネルギーを廃棄物で代

替して，セメントや鉄鋼，製紙などの生産プロセスを可

能にする技術システムが開発されており，これらを定量

的に生産関数として表現することによって，これらの循

環型生産プロセスの中国の都市への導入効果を推定する

ことができる。廃棄物の資源代替利用に伴って，発生源

からの回収費用や，収集後の分別，洗浄などの予備工程

に追加的な費用が発生するため，循環型プロセスで生産

される製品が，新規天然資源による通常の製品に比べて

競争力を持つためには，廃棄物の発生の規制制度，市民

の自立的な参画を含む分別・予備洗浄，効率的な収集シ

ステムなどの社会制度や仕組みによって，その市場での

競争力を高めることができることも明らかになっている。 

 日本の国内においても，廃棄物問題の解決に見通しが

立ちつつあるなかで，低炭素型の社会を実現する重要な

要素として資源循環への関心が高まっている。たとえば，

エコタウンで整備された資源循環の拠点施設と社会シス

テムをあらたな低炭素化社会の都市や地域の基盤として

活用して，地域循環圏を形成することの議論も始まって

いる。 

 資源循環と低炭素化社会を連携するこうした新しい空

間整備の考え方は，国土全体で低炭素化を実現するアプ
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ローチと，産業の業種ごとに生産効率のみを高めるアプ

ローチに加えて，それらを低炭素化社会実現の方策とな

ることも期待される。都市の循環基盤として製鉄所やセ

メント工場，さらにその集積としてのエコタウン施設を

活用することによって，社会的な投資の費用対効果の高

い将来のシナリオを設計することも可能となる。そのた

めに，人口や，商業・工業などの経済活動，建設施設の

分布などとともに，水質や大気質などの環境観測モニタ

リング情報を統合して，都市環境の特徴を定量的に解析

する都市環境データベースと，人間活動の環境への空間

的な影響と，移動のメカニズムを明らかにする都市環境

の物理モデルと社会行動モデルとともに，環境技術と社

会技術を組み合わせた将来の代替的な政策ビジョンを計

画してその効果を定量的に算定する都市環境シミュレー

ターの研究開発を推進している。さらに，循環経済の実

現に向けて，日本と中国の研究，行政機関の専門家が連

携して中国の産業都市における「循環経済都市シミュ

レーター」の研究を進めている。 

 公害時代からの我が国における環境技術と対策とリサ

イクルや資源循環の技術に加えて都市整備のインベント

リを整備し，中国の具体的な産業都市を対象にした循環

経済システムの構築を支援する研究ツールの開発を目指

している。振り返ってみれば，わが国では，高度成長期

の激甚な環境汚染に対しては，水質汚濁や大気汚染を防

止する公害対策で産業起因の環境汚染の急速な解決を実

現してきた。1970年代からのエネルギー価格急高騰には

省資源・省エネルギーの製品生産技術開発を進めること

で，世界でも有数のクリーナープロダクション産業シス

テムを実現してきた。さらに，90年代以降には，地球環

境問題や廃棄物問題への対応として循環型経済社会を推

進する３R（リデュース，リユース，リサイクル）の社

会システムの整備とともに，技術開発，リサイクル事業

の整備が積極的に進められている。 

 これらの技術が中国のすべての都市で有効に適用でき

るわけではない。中国には先進国と比肩しうる高次な産

業化が進んだ都市から，素材型産業からの飛躍を図る都

市，さらには農業地域での工業化を進めるなど多様な都

市・地域それぞれのニーズが存在する。広大な国土は環

境汚染の顕在化と社会的認知を遅らせてきた一方で，汚

染が広域化，深刻化している現状も招いている。中国の

諸都市では産業化と人口集積にともなう都市スケールの

環境問題と，より広域スケールの環境問題，さらには越

境大気汚染や温暖化などの国際的な環境問題に同時に対

応することが求められている。 

 2008年に中国で成立した循環経済法では，エネルギー

と資源の消費を減量するとともに，地方自治体ごとの総

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図37 エコタウンにおける循環型製造技術インベントリ 



―  ― 35

量規制制度を確立し，環境汚染方策だけではなく，産業

政策と都市建設を含めて都市や地域ごとの循環経済の実

現を目指すことをうたっており，環境費用を都市経営に

反映する点では大きな転換点を迎えることとなった。一

方で問題と対策の範囲があまりにも広いため，有効な対

策についての議論をする時間もなく，たとえば事業所の

閉鎖などのドラスティックな方策についてもすでに議論

が始まっている。このような現状を打開するために我々

は中国都市の環境と社会経済の特性をもとに，代替的な

将来シナリオを定量的に測定することのできるツールと

しての循環経済都市シミュレーターの研究開発を進めて

いる（図38）。 

 具体的には，中国科学院循環経済・産業共生研究セン

ター，中国遼寧省の環境科学院および瀋陽市環境保護局

との国際的な産官学連携の研究体制を構築して，シミュ

レーターの開発とともに，その運用による具体的な環境

技術と環境政策の立案の共同研究に着手している。中国

の代表的な河川の一つである遼河の流域に立地する瀋陽

市をはじめとする産業都市での，汚水処理技術の選択，

処理施設の分布と産業施設の誘導および面的な都市開発

規制を含む代替的な対応策の効果を流域単位でシミュ

レーションするモデルの開発を進めている。 

2.3.3  都市水熱代謝モデルを用いた開発及び技術・施策

の導入効果の評価システム 

 本研究では，これまでに開発してきた陸域統合型

NICE モデルに対して，アスファルトや建物で覆われた

人工地を対象とした都市キャノピーモデル及び局所大気

モデル等を接続することによって，都市域での総合的な

水熱収支解析が可能なモデルへの拡張を行った(NICE- 

URBAN モデル)。更に，本モデルを用いることによっ

て，幾つかの施策案のもとでの水熱循環の変化に及ぼす

導入効果の予測シミュレーションを行った。 

 

1) 陸域統合型 NICE モデルと都市キャノピーモデル及

び局所大気モデルとの結合(NICE-URBAN モデル) 

 都市域の地表面を通しての水熱収支は周辺域の水熱循

環に大きな影響を及ぼすため，本研究ではこれまでに開

発してきた NICE モデルに新たな改良を行った。NICE

モデルは，MODIS 衛星データから得られる LAI や

FPAR 等の高次プロダクトと同化することによって植生

の季節変化・増殖を考慮し，かつ，河川水・土壌水分・

地下水及び植生間での相互作用を考慮した３次元グリッ

ド型の水・熱・物質収支モデルである。 

 まず，都市形状，放射過程，及び水・熱収支のモデル

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図38 都市環境技術・政策シミュレーションシステムの基本フレーム 
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化を含む都市キャノピーモデルの構築を行った。また，

陸域―大気域間での水・熱フラックスを考慮して陸域

NICE モデルと局所大気モデル(RAMS)の結合を行った。

更に，都市内部の挙動については，簡易型の AUSSSM

をベースにして鉛直平均値(温度・湿度・風速)の水平方

向への移流拡散プロセスを新たにモデル化して追加した。 

2) 入力データ及び計算条件等について 

 ①入力データ及び境界条件 

 モデル境界条件として，土地利用・植生・土壌・地質

等の GIS データを各３次元グリッドに与えるとともに，

広域境界条件として気象庁 MSM 及び ECMWF 再解析

データを用いた。都市域については，国土数値情報及び

川崎市・横浜市・東京都提供の建物データを用いて作成

した建物メッシュデータを境界条件とした。観測データ

のない集水域上流端(森林，草地，非灌漑地等)の境界で

は，表面流及び地下水流は尾根を越えて反対側には流れ

ないという仮定で反射条件を用いた。南東側の境界(東京

湾)では０m の定水頭を与えた。初期条件としては，地

表面に平行な水頭を与えた。多摩川等の河川セルでは河

床からの流入・流出量は地下水と河川水の水頭勾配とし

て算定した。 

 ②人工排熱データの算定 

 川崎市及び周辺地域を対象として，オフィスや家庭由

来の空調，工場及び煙突等から発生する建物由来の排熱

データを作成した。都市計画基礎データを利用して建物

別の排熱分布をメッシュごとに集計した後でメッシュ別

排熱分布データを作成し，各メッシュの土地利用区分ご

とに高度の相違を考慮してモデルへ入力した。 

 ③緑化及び保水性舗装導入による環境技術評価 

 川崎市指針等をもとにして，緑化及び保水性舗装の２

種類の政策オプションに対するシミュレーションを行っ

た。第一段階の感度分析シミュレーションとして，両施

策ともに道路メッシュは対象外かつ建物が建っていない

部分（空き地）の全てを対象とした。なお，保水性舗装

については路面に常に一定量の水分を供給という条件を

用いた。 

 ④シミュレーション期間及び領域 

 計算の際には，広域スケールの関東メッシュ(計算領

域：260km×260km，格子サイズ：２km×２km)での計

算結果を都市スケールの川崎メッシュ(計算領域：36km

×36km，格子サイズ：0.2km×0.2km)の初期条件及び

境界条件として入力する one-way nesting を行った(図

39)。シミュレーション期間は，2006年８月１日～2006

年８月10日の10日間とし，時間ステップは1.5秒～１時間

までスケール及びサブモデル間で可変とした。なお，川

崎市提供の川崎市全域の気象観測データ及び水収支観測

データを用いて，2005-2006年の２年間の検証を事前に行

った。併せて，気象庁 MSM の再解析データも参考値と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図39 マルチスケールモデルのフレームワーク 
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してモデル検証に用いた。 

3) 結果及び考察 

 ①夏季の都市域での水熱循環の再現 

 NICE-URBAN モデルの川崎市全域への適用にあた

って，簡易型 AUSSSM モデルとの比較を通して，JFE

提供の京浜ビル屋上でのブロック実験データ(2006年８

月)を用いて様々な舗装面でのモデル検証を行った。オリ

ジナル AUSSSM については比較的簡単に計算が出来る

という長所がある一方で，芝生上での表面上に溢れた水

については取り扱えない，アスファルト舗装内部へ水は

浸透しない，等の欠点があったためそれらの欠点の改良

を行った(簡易型 AUSSSM モデル)が，特に保水性舗装

についての水分量及び表面温度の再現性は非常に悪かっ

た。一方で，NICE-URBAN では舗装面内に含まれる水

分量による熱容量・熱伝導率の変化を考慮するように改

良を行い，様々な路面タイプについて水・熱収支の実験

値を良好に再現することが確認された(図40)。次に，川

崎市提供の気象観測データと比較を行うことでモデルの

空間的な検証を行った結果，ほとんどの場所での気温は

実測結果に近い値を示していた。なお，

計算の安定化までに時間を要している

ため誤差が生じており，また８月９日

以降の計算では大気モデルにおける降

雨が良好に再現できていないために気

温再現の精度が悪かった。また，大気

湿度・地下水位等に関して観測結果と

の比較検証を行い，良好な一致が見ら

れた。 

 ②施策案のもとでの導入効果の予測 

 モデルを用いた予測シミュレーショ

ンを行う前に，都市熱環境改善効果が

期待できる保水性・透水性舗装性能評

価の現場実証試験を行った。その結果，

約１週間の観測では100％保水性舗装

は透水性舗装と比べ9.8度の地表面温

度低減効果が見られた。熱収支解析の

結果，保水性舗装は全観測期間を通し

て蒸発潜熱量が顕熱量を上回っており，

更に観測５日目以降では土壌水分の舗

装面からの蒸発が確認され，これらの

原因によって継続的な温度低減効果が

促進されることが明らかになった(図

41)。 

 地下水位の施策導入後の予測シミュレーションを行っ

た結果，通常条件と緑化条件の間で差はそれほど見られ

なかった。地下水位の変動の時間スケールは月または年

であり，地下の諸変量の時間変動もしくは政策オプショ

ンによる違いを検討するためには今後より長期間のシミ

ュレーションを行う必要があると考えられる。都市域で

は浸透率が小さいために水分移動は自然地と比べて非常

に小さく，涵養量も小さくなっていた。緑化政策オプシ

ョンにより一部の都市メッシュが自然地に変更されるた

め，該当メッシュ（臨海部の埋め立て地など）では涵養

量の増加が見られた(図42)。 

 キャノピー内温度の予測シミュレーション結果につい

ては，保水性舗装施策の場合には気温の低下が顕著であ

るとともに川崎区だけでなくその北側の東京付近におい

ても温度の低い領域が見られた。緑化施策の場合におい

ても川崎市のみならず周辺域にも低減効果が見られ，上

記の保水性舗装と同様に気温低減への有効性が予想され

た(図43)。地表面温度についても保水時の温度低下が顕

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図40 保水性舗装の再現シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 41 保水性舗装の熱収支解析 
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著であったが，緑化時においても気温の も高い時刻で

0.5度程度の温度低減効果が見られた。 

4) 今後の展望 

 陸域統合型NICEモデルに都市キャノピーモデル及び

局所大気モデル等を結合することによって川崎市を対象

として水熱循環の相互作用についてシミュレーション

(NICE-URBAN モデル)を行った結果，都市域での水循

環と熱循環は密接に関係していることが明らかになった。

今後，都市部での産業用水及び家庭用水のプロセス及び

ダムや運河などの人工構造物による水熱循環へ及ぼす影

響を考慮することが都心部における熱緩和対策を行う上

で不可欠である。 

 

2.3.4  都市流域水環境再生の分散型水処理技術システム

の構築 

1) バイオ・エコ技術活用の水環境修復対策技術 

 水環境修復のためには，その国情や地域性を考慮に入

れた技術開発が重要で，日本の技術をそのまま持ち込ん

でもうまくいかない場合が多い。水環境修復の国際協力

を行う上において，これまで我が国では一極集中型の下

水道整備を中心に専門家派遣や開発調査がなされてきた

が，これからは早急な対処が可能な分散型の浄化システ

ムの技術移転が有効である。このよ

うなことから国立環境研究所ではバ

イオ・エコエンジニアリング研究施

設において開発途上国に適応可能な

水改善技術の研究開発を実施し，国

際的ネットワークの拠点となって推

進している。 

 また，生活排水処理システムとし

て，従来より一極集中型の下水道が

主流を占めてきたが，高度に処理を

行いオンサイトで処理水を環境中へ

還元する水の涵養可能な分散型の高

度処理システムが重要な位置付けに

ある。 

 これからの生活排水処理システム

の整備を図るにあたっては，浄化槽

等においては当然のこと，下水道に

おいても特に人口非密集地域におい

ては小規模分散型の施設の設置面積

を考慮し，流域単位において も適

正なシステムを組み合わせて導入す

ることが必要不可欠であるといえる。さらに，水生植物

は，水質浄化機能を有すると同時に，特に抽水植物アシ

の植栽場においては，土壌表層にメタン酸化細菌が生息

し，下層部で発生したメタンを炭酸ガスに変換し，温暖

化ポテンシャルを30分の１に低下させる重要な機能を有

している。植生による自然浄化機能を維持，増大させて

いくためには，本来その場に生育していた土着種の利用

を原則として，定期的に刈取りを行う等の維持管理の徹

底と植生の規模拡大を行うことが重要である。 

2) 水環境修復プロジェクトの実践を踏まえた適正化技

術構築 

 ① 太湖水環境修復モデルプロジェクト 

 このプロジェクトは，中国政府が国家環境重点政策に

位置づけているアオコの発生による富栄養化の著しく進

行している湖沼のなかでも， 重要課題とされている太

湖の環境を修復する方策の基盤モデルを構築することを

目的としたものである。そこでは，ホテルや団地などか

ら排出される生活系排水を処理する高度処理浄化槽の技

術を導入したバイオエンジニアリング，および生活系排

水等の排出される汚濁水域で水生植物や土壌のもつ自然

浄化力が 大限発揮できるように工学の力を導入したエ

 

 

 

 

 

 

 
図 42 施策導入後の涵養量の変化予測シミュレーション 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 43 施策導入後の気温予測シミュレーション 
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コエンジニアリングのシステム化技術開発が重要な位置

づけになっている。そして，モデル地域無鍚市に設置さ

れたバイオ・エコエンジニアリング施設で実証化技術開

発がなされた。中国の水域の汚濁負荷の55％以上を占め

る生活排水対策のために，流入負荷量，水温等の環境を

制御し短期間で性能を評価する分散型浄化槽の性能評価

試験施設が中国バージョンとして整備された。これによ

り浄化槽の主管部局である，中国国家環境保護部と中国

環境科学研究院が中国全土の浄化槽技術開発・普及適正

化の先導的役割を担う体制が構築された。 

 ②紅楓湖・百花湖水環境修復モデルプロジェクト 

 このプロジェクトは，平成12年度環境省事業「中国西

部地区貴州省紅楓湖・百花湖をモデル地域とした分散型

水質浄化対策国産技術の適用可能性調査」として行われ

たものである。導入された水質浄化装置は，曝気揚水筒，

中規模生活系排水浄化システム，小規模生活系排水浄化

システム，土壌トレンチである。曝気揚水筒は，増殖藻

類は深層部へ運ばれ，増殖抑制が可能となると同時に，

深層部への酸素供給で鉄，マンガン，リン等の溶出を抑

えることができ，マンガンの黒水対策，リン溶出防止な

どにも効果を発揮することがわかった。また，処理施設

の敷地に余裕があるところでは BOD，窒素，リンの除

去に優れ，維持管理が容易で設置費用も安価な土壌トレ

ンチが適しており，設置敷地を広くとれない都市・近郊

部や処理水量の多い工場団地等では高度処理浄化槽シス

テムの有効性が示唆された。 

 

2.3.5  拠点都市における資源循環技術・政策インベント

リ研究 

 中国における循環経済政策，とりわけ資源・エネルギー

を多く消費する大都市における省資源・省エネルギーの

推進が重要な課題となっている。しかしながら，循環経

済の推進が国家的政策課題として声高に言われる一方で，

省政府や市政府ではその推進の具体策に欠けているのが

実状である。現在我々は，中国有数の産業拠点都市のひ

とつである大連市や瀋陽市を対象とし，都市で発生する

廃棄物資源の有効利用策について，市の一般廃棄物行政

の実状と産業拠点としての資源循環の可能性を考慮する

中で研究を進めている。 

 平成19年度は大連理工大学との連携により，大連市の

一般廃棄物の発生量および廃棄物行政の実態調査を実施

した。大連市における一般廃棄物の発生量は，2002年の

70.7万トンから2006年には100.3万トンに達している。 

 現在，発生する一般廃棄物の大半が無害化処理され，

埋立処分されているが，処分場での可燃性ガスや浸出水

の発生，処分場の残余年数の問題は深刻である。このよ

うな大都市での廃棄物問題に対処するべく，中央政府は

第11次５カ年計画で焼却施設の建設を国家計画として予

算計上している。大連市では，処理量1500トン/日の流動

床式焼却炉の建設が進められている。同施設では，焼却

熱を利用した廃棄物発電も予定されている。一方，産業

での廃棄物資源利用を考慮した場合，市内に立地するセ

メント産業がその候補の一つに挙げられる。セメント産

業は，その生産プロセスの特徴上，古くから様々な廃棄

物を原・燃料として活用している。大連市は中国へのセ

メント外資の進出地の一つとしても知られている。 

 このような大連市を取り巻く廃棄物行政の実状，さら

には市内での産業の可能性を考慮し，現在の３つのケー

ス～①現状のままの廃棄物行政が進められる「傾向延長」

ケース，②予定されている廃棄物焼却発電施設が建設・

運用された「廃棄物発電導入」ケース」，③市内のセメン

ト産業を循環型製造施設に更新し，都市で発生する一般

廃棄物の中の動物の骨類や廃ゴム・プラを回収し，セメ

ント製造の原・燃料として利用する「都市－セメント産

業共生」ケース～を設定し，関係する廃棄物焼却・発電

施設および循環型セメント製造施設の技術インベントリ

の整備と，これらインベントリに基づく各ケースの定量

評価を進めている。 

 持続可能な発展のための世界経済人会議のセメント産

業部会（WCSD CSI）が取りまとめた報告によると，中

国のセメント産業は1.0kg のセメント製造に伴って

0.90kg の CO2を排出している（2000年平均）。一方，同

年の日本のセメント産業の値は0.73kg である。平成19

年度に収集・整備した大連市の廃棄物統計と技術インベ

ントリの情報にもとづく試算では，大連市の一般廃棄物

からは，年間約26.3万トンの代替燃料（バイオマス燃料

17.4万トン，代替化石燃料8.9万トン）を回収可能である

（2006年時点）。また，大連市のセメント製造業の CO2

排出原単位を中国の平均的な値（=0.90kg - CO2/kg）と

仮定し，これがわが国で稼動する循環型製造技術に置き

換わったと仮定すると約27％の CO2削減が可能となる。

ただしこれらは現時点での試算である。 

 継続して現地情報と技術インベントリの収集・整備を

進め，算定プロセスと算定における仮定を厳密なものに
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し，算定結果の精緻化を図る予定である。また併せて，

同算定フレームワークを他の産業拠点都市への適用研究

への着手を予定している。 

 

2.4  国際共同研究体制つくり及び学術交流活動 

 本プロジェクトの目標を達成するため，これまで長年

にわたる日中共同研究の成果を踏まえ，相互に信頼でき

る良好なパートナーシップの構築を通じて，長江の管理

と研究をリードする中国長江水利委員会（CWRC）をは

じめとする中国の研究者・行政担当者との連携をさらに

強化し，研究を推進してきた。 

 2006年１月には蔡其華主任をはじめとする長江水利委

員会主要メンバーの国立環境研究所（NIES）訪問を受

け，「水環境管理及び整備技術の共同研究に関する協議

書」に署名し，これまで築いてきたお互いの良好なパー

トナーシップを高く評価し，今後もこの分野での共同研

究，研究協力を一層強化していくことを約束した。この

ような経緯を受けて，NIES では大塚理事長を団長とす

る一行９人が長江水利委員会の招聘により2006年６月20

日から25日にかけて共同研究の対象地域を訪問し，中国

側専門家を交えて「第一回日中流域水環境技術検討会」

を開催し，流域管理に関する活発な情報および意見交換

を行った。このような交流を踏まえて双方は，流域水環

境分野での共同研究，研究協力を一層強化していくこと

について，合意文書をまとめ，理事長による署名と文書

交換を成した(図44 (写真))。さらに，2007年６月に長江

水利委員会，中国科学院の関係機関と日本で「第二回日

中流域水環境技術交流会」を開催した。これら一連の交

流活動を通して，中国側の要求が何であるのか，日本側

が提供できることは何なのか，といったポイントについ

て双方の認識をさらに深めることができた。 

 サブテーマ毎でも国際共同研究体制を作り，交流活動

を行っている。そのうち，サブテーマ２においては，東

シナ海陸棚域（日本側排他的経済水域）での航海調査を

通じた現状把握やそれを評価するための流動・水質・生

態系モデルの開発を日本国内の研究として行うと共に，

中国国内の河川・沿岸環境や水産資源問題を扱う研究機

関（浙江海洋大学，上海水産大学，中国国家海洋局，中

国科学院地理科学与資源研究所，長江水利委員会，淮河

水利委員会等）との相互訪問・交流を図り，問題意識の

共有化を進めてきた。特に長江河口域有数の漁業基地で

ある浙江省舟山島に位置し，赤潮等の環境変化による水

産資源の減少について精力的な研究を進めている浙江海

洋大学とは，2006年秋以降，数度の相互訪問・研究交流

を行い，2007年９月に「東シナ海の海洋生態系環境及び

生物資源の順応的管理技術開発研究」に関する国際共同

研究の調印に至った。この枠組みを基礎として，現在，

中国沿岸の赤潮・水質変遷に関する共同研究に着手した。

サブテーマ3においては，アジアの拠点都市における先進

研究機関として大連理工大学，武漢大学，南開大学との

共同で国際ワークショップを開催して，都市活動起因の

汚濁負荷分布インベントリ，水循環の地域データベース

の構築を行っている。また，今後一層の共同研究の推進，

人的交流の推進を図る予定である。 

 

3  まとめ 

 本プロジェクトを開始してから二年間，広域的な水・

物質循環を評価するためのリモートセンシング観測技術，

新しい計測手法等による観測システムを活用し，衛星

データ，GIS，観測データ等に基づく，水・熱・物質循

環を考慮した東アジア環境情報データベースの構築を行

ってきた。また，これらのデータベースに基づき，流域

圏水・物質循環を評価するモデルの構築及びシミュレー

ションテストを実施してきた。さらに，東シナ海陸棚域

環境・生態系の変調把捉を目的とした航海調査および現

象の再現および予測のための数理モデルの開発を行って

きた。特に，アジアの拠点都市における環境管理の技術

インベントリを整備し，流域圏の持続性評価指標体系を

構築することにより，技術導入効果に基づく適切な技術

システムと政策プログラムを評価してきた。各サブテー

マの進展について，具体的に以下のように纏めたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図44 「第一回日中流域水環境技術検討会」議事録の調印式

（左は国立環境研究所大塚理事長，右は長江水利委員会長江水資源

保護科学研究所雷所長） 
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 サブテーマ１において，衛星データ，GIS，観測デー

タおよび現地調査等に基づく，長江，淮河など，特に南

水北調の水源である漢江流域における水・物質循環情報

データベースの構築を継続し，気象，地形，土地利用の

データのほかに，水文，水質および人間生活や社会経済

的なインベントリデータを収集した。また，気象・地形・

土地被覆などの自然条件と人間活動の相互関係について

検討した上で，流域圏水・物質循環を評価できるモデル

の統合化を行った。また，モデルの検証や適用を含めた

共同研究体制を確立するために，長江水利委員会と共同

研究で漢江流域において栄養塩の自動観測システムを設

置した。 

 サブテーマ２において，東シナ海陸棚域環境・生態系

の変調把捉を目的とした航海調査および現象の再現およ

び予測のための数理モデルの開発を行った。2006年，2007

年初夏の航海調査では，中国沿岸において頻繁に赤潮形

成する渦鞭毛藻種が陸棚域に広く分布し，陸棚域の一次

生産に無視できない寄与を与えている可能性が示された。

数理モデルの開発では，水・熱・物質の輸送過程の再現

精度向上を目的として，移流方程式の解法に CIP 法を導

入した準３次元流動・水質・生態系モデルを構築すると

ともに，東京湾に適用してモデルの妥当性・有用性を確

認した。 

 サブテーマ３において，統合型陸域生態系モデル

（NICE モデル）を基に，都市スケールの水・物質・エ

ネルギー解析の鉛直一次元建築・都市・土壌連携モデル

のプロトタイプを構築し，シミュレーションのテストを

行った。また，循環形成の産業システムの環境フラック

ス分析の方法論を開発することにより，都市と産業を包

括する環境技術・政策・ビジネスのインベントリを定量

的に評価した。さらに，共同研究を推進している大連理

工大学環境計画研究所等との連携を活用して，都市の上

下水道，河川，沿岸域，および地下水位水質分布，降水

量，都市排熱，気温等の都市環境のデータを統合的な

GIS データを入手・整備するとともに，拠点都市を対象

として，陸域統合型モデルに新たに都市モデルを結合し

た水・物質・エネルギー統合型モデルを構築するための

フレームワークを作成した。
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1  研究の背景と目的 

1.1  研究の背景 

 メコン河はインドシナ半島を流れるアジア 大の国際

河川である。日本はその流域を含む東アジア地域に天然

資源・農水産物・繊維製品等の多くを依存してきている。

近代以降，水，エネルギーおよび生物の天然資源供給源

として国際的にメコン河開発への強い興味が持たれ続け

てきた。現在，本流上流部に位置する中国，中流域のラ

オスおよびタイの支流のほとんどにおいてダムが建設中

または建設計画がある。メコン流域諸国における都市

化・工業化・農薬及び肥料を多用する農業への近代化や

ダム建設によって自然が急速に失われつつあり，農業・

産業・生活利用の増大に伴う水資源の枯渇と水質悪化や

水生生物等の生物多様性の減少が危惧されている。 

 そのため，日本を含む東アジア地域の，自然と共生し

た持続的発展のため，科学的知見を政策に反映させてゆ

くことが必要とされている。 

 

1.2  研究の目的 

 持続可能な自然と共生する社会を実現するため，東南

アジア・日本を中心とした流域生態系における環境影響

評価手法の開発を行い，国際プログラム間のネットワー

クを構築し，国際共同研究による流域の発展に必要な科

学的知見を提供する。主に国際河川・メコン河の流域の

環境動態の解明，淡水魚類相の実態解明を行うこと等に

より，ダム建設等の生態系影響評価を実施することを目

的とした。 

 そのため特定流域の高解像度の土地被覆分類図・湿地

機能評価図を作成し，流域生態系の自然劣化実態を把握

する。代表的生物の多様性・生態情報及び気象・水質等

の環境データを取得し，流域生態系環境データベースを

構築する。環境影響評価に不可欠な水環境のデータ取得

とモデル化並びに好適生息地評価のための景観生態学的

手法や河口域生態系への影響評価手法を開発し，流域生

態系管理手法を検討する。 

 更に，国際河川であるメコン河生態系の長期的変動の

トレンドを把握する多国間の国際共同長期モニタリング

体制の構築，観測・観察・解析手法の標準化，精度管理

システムの構築，関連諸国の水質・生物多様性分野の容

量の把握とその向上，データ・情報の共有システムを

GEMS/Water プログラムとの連携の下で確立する。そ

れにより発展途上国の国際河川管理のための国際共同研

究のモデルケースとなり生物・水資源及び国際河川生態

系に関わる地球観測へのアジアからの貢献となる。 

 

1.3  研究計画と構成 

 本プロジェクトは次の３つのサブテーマの基に研究を

進めている。 

(1) 流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築 

 メコン河流域全体を対象とした多時期衛星観測データ

を整備し，タイ東北部における1990－2000年の土地被覆

変化に関する予察的な解析を行い，氾濫原や河川地形の

現況把握を行う。 

 メコン河流域全体を網羅した自然環境（地質，土壌，

植生，気候，水文など）および人文社会（行政界，人口，

交通網，産業統計など）に関する空間データを整備する

とともに，各要因の類似性に基づいた地域の類型化を行

う。また，類型地域ごとに，人為による環境影響の特性

を整理，検討し，現地調査やモデルシミュレーションで

得られた知見を一般化する。 

(2) 人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデル

の開発 

 対象河川に対して水環境シュミレーションモデルの導

入と初期稼動を行う。メコン河流域全体の GIS 環境に対

応する形で空間情報（土地利用，流域基盤，生物捕獲等）

を収集する。 

 メコン河河口城の環境変化が，メコンデルタの広範囲

に生育しているマングローブ樹種の生育へ及ぼす影響を

評価するため，国内外での野外調査および圃場での実験

システムを構築する。環境影響評価に不可欠な水環境の

情報データの取得とモデル化並びに好適生息地評価のた

めの景観生態学的手法や河口域生態系への影響評価手法

を開発するため，国内比較対照地である石垣島のマング

ローブ林とタイ北部及びメコンデルタにおいて予備調査

を実施する。 

 北タイ地域のメコン河本流および支流における河岸・

河床地形，流速，水質，魚類相の現地調査を実施し，定
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期採水委託によりその地域での水質のモニタリングを開

始する。 

 タイ，ウボンラチャタニ大学と連携し，メコン河支流

ムン川の魚類相調査，水質調査，魚類の耳石解析を開始

する。同大学との間で委託契約を結び，魚類採集をとも

なう定期モニタリングを行う。多岐にわたる海外現地調

査活動を通し，モデルシミュレーションに資する一次

データ取得を始め，継続的なデータサンプル輸入体制・

研究組織間のネットワーク等を構築する。 

(3) 持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発 

 メコン河情報共有のため現地 NGO やカウンターパー

トとのネットワークを作る。主に淡水魚類に関する既存

データ，またダム建設に伴って実施されたであろう環境

アセスメントの報告書などを収集する。 

 アジア国際河川生態系長期モニタリング体制の構築 

 (ⅰ) 流域国のキャパシティ調査・向上とモニタリング

手法の開発 

 水質，生物多様性（藻類・水生植物，水生無脊椎動物，

魚類），水循環解析，有害化学物質のモニタリングに対す

る流域各国のキャパシティ（経験，保有機材，人材など）

調査を行い，研修と試験モニタリングをおこない，モニ

タリングマニュアルの作成と水質分析精度向上及び生物

材料同定精度管理体制の構築を目指した検討を行う。 

 (ⅱ) 生態系情報・モニタリングデータ共有システム構

築 

 メコン河の水質や生物多様性に関する既存情報を収集，

体系的に整理・解析を行う。また測定データの受領から

利用までのプロセスが容易になるデータの共有・公開シ

ステムの構築の検討を行う。 

 (ⅲ) 国際ワークショップの開催 

 当該研究担当者と流域諸国の関係研究者にて情報を共

有し，上記について検討を行い基本的な合意事項を決定

する。 

 日本，タイの環境 NGO 等とメコン河流域住民との環

境影響評価に関するヒアリングを行い問題点の抽出を行

う。メコン河上流の中国国内で環境ジャーナリスト，研

究者による現地視察を行う。 

 

2  研究の成果 

2.1.  流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの

構築 

2.1.1  メコン河流域の土地利用 

 人間活動が地球上のあらゆる地域に及んでいる今日，

陸域面積の約半分に相当する地域の土地被覆が，土地利

用の変化に伴って改変されている（IGBP 2004)39)。 

 人口増加や経済発展に伴う急速な土地利用の変化とそ

れに付随した土地被覆の改変は，土地本来の環境に長い

年月をかけて適応してきた動植物の生息地を破壊し，生

物多様性の減少をもたらす深刻な原因となっている

（Goudie 1990; Vitousek et al. 1997; Steffen et al. 

2004)40), 41), 42)。また，広範囲に及ぶ土地被覆改変は，陸

域環境だけでなく，降雨流出過程を通じて河川に供給さ

れる水や土砂の質と量を変化させ，結果として，河川地

形や河川生態系にも影響を与える（Wolman 1967; 

Trimble 1974; Arnold et al. 1982; Trimble & Lund 1982; 

Nolan et al. 1995; Collier et al. 1996)43), 44), 45), 46), 47), 48)。

特に，河川近傍における大規模な土地利用と土地被覆の

改変は，その影響が河川網を介して，その他の地域にも

波及する恐れがあることから，各地域における連携した，

あるいは，協調した環境影響評価とそれに基づく対策が

必要となる。 

 アジア 大の国際河川であるメコン河流域においては，

十分な環境影響評価が行われないまま，各地域の開発需

要に応じた土地利用と土地被覆の改変が進められている。

Costa-Cabral et al.（2008)49) は，水文循環モデルに基

づく解析によって，広範囲に及ぶ森林伐採と農地開発に

由来した土地被覆改変が，当該流域における河川流量の

変動に大きな影響を与えることを示した。また，

Walling(2008)50)は，1960年代初頭から2002年までの観測

データを分析することによって，河川への土砂供給量と

土地利用変化や貯水池建設などの開発行為との関連性を

検討した。そして，土砂供給量の変動に対する開発行為

の影響には地域差があるものの，流域全体として考えた

場合には影響を検出することができないことを示した。

この結果は，局所的な人為開発の影響を把握するために

は，詳細な空間規模での視点が必要であることを示唆し

ている。 

 気候変動をはじめとした地球規模の環境変動の影響も，

環境影響評価を行ううえでは無視できない要素である。

Ishidaira et al.(2008)51)は，生態系モデルと水文循環モ

デルを統合した解析を行い，将来の気候変動に伴う植生

タイプと葉面積指数の変化が，当該流域の河川流量に影

響を与えることを示した。また，Kiem et al.(2008)52）は，

大気大循環モデルに基づいた気候変動予測を行い，メコ
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ン河流域における降水量が，今世紀の末までに，平均

4.2％増加すること，また，極端事象の規模と頻度が増加

することによって，洪水の発生リスクが高まることを示

した。こうした予測結果は，ダムや堤防などの治水施設

の積極的な開発の必要性を支持するものとなる。しかし

ながら，予測結果に内在する不確実性の大きさを考慮す

れば，治水施設の開発に起因した環境影響もあらかじめ

評価しておくことが重要である。 

 広大なメコン河流域は，低湿地から盆地，山地にかけ

ての多様な景観構造を持つ。そのため，人為開発の影響

を受ける側の生物的あるいは非生物的環境の応答特性に

は，大きな地域差があると考えられる。また，統治機構

の変遷履歴や社会経済基盤の整備状況の違いから，人と

自然の関わり方が，時間的にも空間的にも激しく変容し

ている。こうした点を踏まえ，サブテーマ（1）では，メ

コン河流域において時差を伴いながら多発的に進められ

る人為開発とその影響を評価するための基礎資料として，

当該流域全体を網羅した，詳細な土地利用／土地被覆

データを，多時期にわたって整備することを目的とする。 

 これまで，土地被覆の経年変化と季節変化を広範囲に

わたって把握するために，1980年代以降に観測された高

頻 度 衛 星 観 測 デ ー タ （ NOAA AVHRR ， SPOT 

VEGETATON および Terra MODIS）を整備した。これ

らの時系列データを解析することによって，大規模な土

地被覆改変が行われた地点を効率的に検出することがで

きる（Giri et al. 2003)53）。また，土地被覆改変の様相を

詳細に把握するために，約10年を隔てた３時期，すなわ

ち，1980，1990および2000年前後に観測された高解像度

衛星観測データ（Landsat MSS，TM，ETM＋および

JERS-1 SAR）を，当該流域全域にわたって整備した。

これらのデータは，河川地形の経年変化を把握するうえ

でも有効である（Gupta et al. 2002; Gupta & Liew 

2007)54), 55)。さらに，高解像度衛星観測データと標高デー

タを併用することによって，氾濫原の地形と植生の詳細

な判別が可能となることから（Hamilton et al. 2007)56)，

地形の起伏に関するデータ（SRTM DEM）も当該流域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図45 収集整備した空間データの可視化例 

水文 地形図 衛星画像 気候値

地質 標高 土地被覆 人口
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全域にわたって整備した。 

 こうした衛星観測データに加えて，メコン河流域全体

を網羅した自然環境（地質，土壌，植生，気候，水文な

ど）および人文社会（行政界，人口，交通網，産業統計

など）に関する空間データを整備し，これらを互いに関

連付け可能な，冗長のない空間データベースとして，一

元管理する仕組みを構築した（図45）。また，タイ北部，

東北部およびラオス－カンボジア国境地域を対象として，

土地利用，土地被覆および河川地形に関する予察的な解

析を行うとともに，解析手法の妥当性を検討するための

現地調査を実施した。今後，現地調査結果との詳細な比

較を行うことによって，解析手法の高度化を図る予定で

ある。 

 

2.1.2  メコン河本流におけるダム建設の現状 

 1950年代以降，メコン川委員会（Mekong River 

Commission）はメコン河本流のダム建設計画に関り，

候補地の調査等を実施してきた。しかし下流域の国々に

おける政局不安や政治的対立の問題もあり，その多くは

1990年代まで凍結状態であった。しかし近年，メコン河

本流におけるダム建設計画は再開の兆しがみられる。要

因としては，特に中国・タイ・ベトナムにおける電力需

要の急増，さらに近年の代替エネルギー価格の高騰があ

げられる。 

 2008年時点の，メコン河本流におけるダム建設の概要

を上流部から解説する（表８）。1990年代以降，本流のダ

ム建設は上流部の中国国内から始まり，現在もその多く

は中国雲南省に集中している。メコン河本流に 初に建

設されたダムは1996年完成の漫湾ダムである。その後２

番目のダムとして大朝山ダムが2003年に竣工された。３

番目の小湾ダムは2001年に建設が開始され2012年竣工予

定である。この他にも2008年現在の段階で７基のダムが

中国領内のメコン河本流に建設段階である。 終的に中

国政府は14基のダムをメコン河本流に建設するとしてい

る。 

 タイにおいては，パモンダム・バーングムダムの二つ

のダム建設が現在予定されている。2007年以降，これら

のダムを対象にタイエネルギー省が委託した実行可能性

調査が進行中である。 

 下流のラオス・カンボジアにおいては，1980年頃以降，

政局不安定の為ダム建設は長く中止されていた。しかし

近年，支流を含め複数のダム建設が推進されている。 

 ラオスにおいては，コーン瀑布群にドンサホンダムの

建設計画があり，現在実現可能性調査中である。このダ

ムに続き，２番目となるサヤブリダムが2011年に建設開

始予定である。またさらに３,４番目となるパクライダム

とパクベンダムが現在，実現可能性調査中である。 

 カンボジアでは，サンボーダムの建設計画があり，2006

年以降，実行可能性調査として地質調査が行われている。

このダムは建設オプションが二つあり，発電能力が

3300MW と456MW の試案が検討中である。 

 

 

表８ メコン河本流のダム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2008年現在の情報。建設中又は建設予定のダムを含む。発電容量は出展によって相違がある。中国以外のダムの発電能

力は「フォーラム Mekong2008,Vol.9No.1,pp.7, メコンウォッチ」より引用 

日本語名 英語名 国
（総/有効）容量

(Billion m3)
発電能力

(MW)
堤高
(m)

建設期間    など

漫湾 Manwan 中国 0.92/0.25 1500 126 1986-1993
大朝山 Dachaoshan 中国 0.96/0.37 1350 110 1997-2003
景洪 Jinghong 中国 1.04/0.25 1500 118 2010
小湾 Xiaowan 中国 14.55/0.99 4200 300 2002-2012

糯扎渡 Nuozhadu 中国 22.7/1.22 5000 254 NA
孟松 Mengsong 中国 NA 600 NA NA

功果橋 Gonguogiao 中国 0.51/0.12 750 NA 2008
橄欖覇 Ganlanba 中国 NA 150 NA NA

パクベン Pacbeng ラオス NA 1230 NA Planned
ルアンパバーン Louangphrabang ラオス NA 1410 NA Planned

サヤブリ Xaignabouri ラオス NA 1260 NA Planned
パクライ PacCay ラオス NA 1320 NA Planned

ドンサホン Don Sahong ラオス NA 240 NA Planned
パモン Pamong タイ NA 1482 NA Planned

バーングム BanKoum タイ NA 2050 NA Planned

サンボー Sambor カンボジア NA
3300

または456
NA Planned
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2.2  人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデル

の開発 

2.2.1  メコン河におけるダム建設が季節的な河川氾濫に

与える影響 

 経済の急激な発展に伴い，メコン河流域では産業シス

テムの変革に直面している。特に中国，タイにおいては

急増するエネルギー需要への対応が目下 大の政策課題

である。しかし，この解決のために建設されている発電

用大型ダムは，河川環境に対して幾つかの負の影響を与

えていると考えられる。 

 その一つが，モンスーン地域の河川生態系にとって重

要な鍵となる河川氾濫である。氾濫は「洪水」という人

間社会へのマイナスのリスクを含むと同時に，河川内と

河畔域の物質移動をもたらす重要な生態学的機能である。

WWF（Wold Wide Fund for Nature）等を初めとする国

際的機関では，この氾濫の重要性を強く再認識しており，

Space For River という旗印の元，自然本来が持つ河川

のダイナミックス（季節的な降雨に応答した流況と生態

学的応答）に関する研究に重点を置いている。 

 サブテーマ（2）では，メコン河の 大支流であるムン

川・チー川を対象とし（図46），その上流に1968年に竣工

したウボンラットダム（図47）による環境影響評価に関

して，自然氾濫域の縮小という面から定量化を行ったも

のである。研究では，降雨流出シミュレーションと氾濫

域解析を中心に行い，流域内各メッシュの年間累積冠水

日数を基に氾濫域を区分した。モデルは DHI 社製

MIKE-SHE（Enterprise）MIKE11をベースとし，現地

調査データを元に，パラメータ調整・キャリブレーショ

ンを行った。さらに，ダムの建設前（1945年）・建設後（2002

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図46 研究対象地 

メコン中流域，タイ中央部に広がる，ポン，チー，ムン川流域（これらの河川は上流から

一本に繋がっている）。ポン側上流部に1968年に竣工されたウボンラットダムを有する。 
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図47写真 ウボンラットダム。発電施設からの放水部

分を下流側より撮影。 
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年）の状況において分類された氾濫域の空間的変化を比

較した（Kameyama et al. 2009）58)。同時にモデルから

得られた氾濫域は，シミュレーション日時と同期して得

られた人工衛星画像（Landsat ETM）を用い，空間的な

検出精度を確認した（図48）。 

 結果として以下のことが得られた。1)氾濫解析による

水域抽出結果と衛星画像解析結果では，高い空間的な重

なりを示し，精度の高い再現結果が得られた。2)ダム建

設以後，ダムの放流量制御により，チー川上流部の特に

コンケーン周辺において年間 大氾濫域の大幅な減少が

確認された。さらに氾濫域においては特に流域の上流部

1/3の範囲で年間 大７日～40日程度の冠水日数の減少

が見られた（図49）。 

 本研究を通し，ダム建設は特に多雨時期の出水抑制と

いう効果がある反面，モンスーン地域の河川が本来保持

しているべき自然氾濫機能を低下させるという点につい

て確認できた。この出水の緩和（氾濫抑制）は，人間社

会から見れば水害リスクの低減であるが，一方では生態

系保全にとって非常に重要な攪乱現象の喪失である。本

成果は今後の研究テーマ，「水害の抑制と流域生態系機

能の確保」という新たな対立する価値観の判断基準を明

確にし，さらにその解決手法としての有効性を示唆した。 

 

2.2.2  メコン河の淡水魚類とその回遊生態，ダム開発の

影響 

(1) メコン河の魚類とその多様性 

 インドシナ半島を流れる国際河川メコン河には少なく

とも1,200種，おそらく1,700種を超える淡水魚類が生息

すると言われる（Rainboth 1996)59)。しかしメコン河の

淡水魚類を包括的に収録した Rainboth（1996)59と

Kottelat（2001)60) の報告には，それぞれカンボジアと

ラオスに生息する500種弱の魚類が掲載されているに過

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図48 氾濫解析結果と衛星画像（Landsat ETM）との比較。

a)オリジナルデータの2, 3, 4バンドに対し，青・赤・緑をそれぞれ

割り当て，水域を強調した画像。b)衛星データから教師付き分類を

基に作成した土地被覆分類図。オレンジ色の部分が濁水域，青の部

分がそれ以外の水域に対応する。c)氾濫解析によって抽出された冠

水範囲。青の領域が表面に水で覆われている地域を示す。 

衛星画像の撮像日と氾濫解析の日時は共に，2002年11月10日。表示

範囲はタイ中央部のヤソトン(Yasorthon)付近。 
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図49 ダム建設前後の氾濫状況の変化（年間冠水日数による

分類）と氾濫域の空間的変化。 
a)ダム建設前1945年の年間氾濫状況。b)ダム建設後2002年の年間氾

濫状況。c)氾濫日数の差分計算（1945年-2002年）による氾濫日数の

空間的変化 
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ぎず，いまだ十分に記載されていない魚種が多く，魚種

ごとの生態の解明にいたってはほとんどが手付かずの状

態である。 

 このように多様な淡水魚類相はメコン河の地殻変動と

気候変動に伴う地史的な変遷と深く関係する。第四紀を

通じて頻繁に生じた河川争奪を通して，メコン河とその

近隣の河川（特にチャオプラヤ）との間で，淡水魚類は

双方向へ何度も移動していた（Rainboth 1996)59)。その

結果，２つの河川で共通する魚種は多く，タイ領土内で

メコン河の右岸に流入する支流には，その支流以外では

チャオプラヤにしか生息しない魚類も見られる

（Prachya Musikashinthron 私信）。また海水準が現在

と比べて100m 以上も低下した更新世には，現在のマ

レー半島，ボルネオ，スマトラなどを含むスンダランド

（Sundaland），チャオプラヤ，メコン河はひとつの大

きな河川流域を構成し，淡水魚類も今では地理的に全く

隔たった河川流域を自由に行き来していたはずである

（Taki 1975, 1978)61), 62)。反対に現在より海水準が高か

った時代には，今あるメコン河の流域はいくつかに分離

された河川流域を構成し，個々に淡水魚類の独自の進化

が進んだ。その結果，メコン河に多種多様な淡水魚が生

じ，その半数近くが固有種であると考えられている

（Rainboth 1996)59)。 

【食料資源としての淡水魚類とその減少】 

 カンボジアでは住民の動物性タンパク質の実に80％ま

でがメコン河の淡水魚類によってまかなわれている

（Hortle et al. 2004)63)。またその上流に位置するラオス

でも国土の90％がメコン河の集水域であることから，住

民一人当たりの年間魚類消費量は８-10kg（2000年）と，

日本人の水産物消費量（6.4kg）を上回る（岩田ほか

2003)64)。 

 メコン河は世界屈指の内水面漁獲量を誇る（Baran & 

Myschowoda 2008)65)。これまで多くの研究者がメコン

河の淡水魚の漁獲量を推定してきたが，その推定値はま

ったく一貫しておらず， 近に見積もられた漁獲量ほど

値が大きくなっている。 新の漁獲量推定値は，３百万

トン近くにまで達しており，これは北アメリカの内水面

漁業の全漁獲量の約７倍に相当する（Baran 2006)66)。

カンボジアの内水面漁獲量は世界4位であるが，人口一人

当たりに換算すると年間約20kg であり，世界トップに位

置づけられる（Baran 2005)67)。次第に増加する漁獲量

の背景には，過去の推定値の過小評価もあるが，実際に

漁獲努力量と漁獲効率の増加（人口増加に伴う漁労従事

者の増加，漁具の改善など）による漁獲量の増加を反映

する結果である。しかしメコン河の水産資源量は近年確

実に減少の一途を辿っていると考えられている（MRC 

2003; Baran & Myschowoda 2008)68), 65)。特に市場価値

が高い大型の回遊性淡水魚類が著しく減少する傾向が指

摘されている（ Sverdrup-Jensen 2002; Baran & 

Myschowoda 2008)69), 65)。世界 大の淡水魚類とされる

こともあるメコンオオナマズ（Pangasianodon gigas）
は，成長すると体長３m，体重300kg を超えるが

（Mattson et al. 2001)70)，成熟するのに６年以上の歳月

と（Rainboth 1996)59)，その過程でメコン河本流におい

て非常に長距離な回遊が必要であると考えられている。

このことから，かつては回遊の途中で大量に漁獲され個

体数が大幅に減少，現在は IUCN のレッドリストで絶滅

危惧 IA 類（Critically Endangered）に指定され，その

漁獲は厳しく制限されている。 

(2) メコン河の回遊魚 

 アジアモンスーンの影響を強く受けるメコン河中下流

域（Lower Mekong Basin）では毎年６月頃から数ヶ月

続く雨季と，12月頃から春先まで続く乾季とに大きく気

候が分かれる。メコン河の流量もこれに呼応して雨季８

月から９月にかけてピークを迎え，３－４月にかけて

も減少する（MRC 2005）。 

 メコン河の回遊性淡水魚類は，毎年繰り返される季節

的な浮遊土砂の増加による河川水の透明度の低下，ある

いは月の満ち欠けのサイクルなどが引金となって回避を

開始するものもあるが，その多くは流量あるいは水位の

変動で回遊を開始する（Baran, 2006)66)。 

 カンボジアのプノンペン郊外で標識放流された回遊性

淡水魚類15種のうち４種は，放流地点から100km 以上離

れた下流のベトナム，あるいは上流ラオスとの国境付近

で再捕獲され，いくつかの魚種で長距離に及ぶ回遊を行

う（個体もいる）ことが明らかとなった（Hogan et al. 

2006)71)。また洪水で冠水した氾濫原（水田など）で産卵

を行い，乾季に一時的に水がなくなるものの，乾燥に対

する強い耐性を有する卵はそのまま発生を続け，翌年の

雨季の初めに再び冠水することで孵化を開始し，土の中

から群れを成して姿を現すというコイ科の魚類もいる

（岩田ほか2003)64)。これは縦方向すなわち流程方向の回

遊ではなく，流程を横切る横方向の回遊である。このよ

うに断片的な観察記録はいくつかあるものの，メコン河
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の淡水魚類のより詳細で定量的な回遊生態についてはま

ったく科学的な知見が欠如している。これまでメコン河

で活躍してきた魚類学者，そしてメコン河委員会も，回

遊の実態について多くの論文や報告書を出しているが，

その大多数は地元漁師の言い伝えや使用される漁具から

推定される魚類相など（いわゆる Local Ecological 

Knowledge）に基づき議論しているものが多い（Bao et 

al. 2001; 岩田ほか2003; Baird & Flaherty 2005; Baird 

2006)72), 64), 73), 74)。種ごとの回遊の経路やそのタイミン

グ，あるいは本当に回遊を行うのか否かについてさえ，

科学的で動かぬ証拠が得られているわけでは決してない

（Poulsen et al. 2004)75)。 

(3) 回遊生態とその研究 

 近年，魚類学ならびに水産学の分野では，魚類の回遊

生態解明に向けて新たな技術の開発が進められている。

それは脊椎動物の平衡感覚をつかさどる器官である耳石

を利用し，そこに蓄積される微量な元素濃度の変化を分

析することで，回遊の経路やタイミングを推定しようと

いう技術である。炭酸カルシウムを主成分とする耳石は，

成長とともに日々その外周に水中のカルシウムを沈着さ

せてそのサイズを大きくする。それと同時に，同じく水

中に含まれるさまざまな化学物質を，消化吸収によって

ではなく，そのほとんどを水中から鰓を通して直接に，

時々刻々と耳石の中に取り込んでいる（Campana 1999）
76)。そして一度取り込まれた物質は耳石が様々な代謝反

応に対して不活性であるため，半永久的に保存される。

このため耳石の中心から外縁にかけて複数の微量元素の

濃度変化，あるいはそれらの安定同位体比を連続的に調

べることによって，種ごと，そして個体ごとに誕生から

捕獲されるまでにその魚が体験した環境の変化を時系列

で再現できるという仕組みである（Campana 2005; 

Gillanders 2005)77), 78)。その前提として，回遊の途上で

化学的に異なる水質に魚が暴露される（回遊する）こと，

そしてその水質の分布が空間的に（地図上で）把握でき

ていること，さらに地域（支流）ごとの水質に季節的な

変化や年変動がないか，そのような変化が把握されてい

れば回遊経路を耳石の解析から推定することが可能とな

る。Hogan et al.（2007)79)はこの手法をメコン河の淡水

魚に応用し，Pangasius krempfi という大型のナマズ目

の淡水魚が，メコン河をベトナム近海（あるいはメコン

デルタのある汽水域）から少なくとも720km を遡上し，

カンボジアとラオスの国境にまで至る大回遊を行ってい

ることを明らかにした。しかしメコン河の漁業を支える

回遊魚の大半は，海まで下ることなく，メコン河の本流

と支流，あるいは本流の上流と下流など，水質に極端な

違いがない淡水域の中だけで回遊を完結している

（Poulsen et al. 2004）75)。しかし，複数の元素の対カ

ルシウム比または安定同位体比の変化を多変量解析によ

って多次元的に特徴付けることによって，個々の元素の

変化はわずかでも，かなりの精度（90％以上の正答率）

で淡水域の回遊の履歴を再現できる（Wells et al. 2003; 

Brazner et al. 2004; Crook & Gillanders 2006; Clarke 

et al. 2007; Whitledge et al. 2007)80), 81), 82), 83), 84)。 

 本プロジェクトでは2007年より数回にわたりメコン河

流域での現地調査を行い，タイ，ラオス，およびカンボ

ジアの21地点において101種の淡水魚から1105ペアの耳

石サンプルを採集した（図50）。これらの魚種は，1)メコ

ン流域に広く分布する，2)回遊性の生活史を持つ，3)水

産資源として重要である，という共通点をもつ。耳石か

ら魚種ごとの回遊経路を推定するためには，本流と各支

流において，河川水が異なる科学的組成を持つことが前

提となる。このことを裏付けるため，また耳石の科学的

組成との対応を見るために，メコン河の本流ならびに20

以上の支流から河川水も採取した（図51）。今後，ICP

質量分析計を用いて，これら耳石と河川水の化学的特性

を明らかにし，これによって魚種ごとのおおまかな回遊

経路の解明を試みる予定である。 

 それと関連して北タイ地域のメコン河本流および支流

において，河岸・河床地形，流速，水質の現地調査を実

施した。魚類の環境利用と密接に関係する河川地形を把

握するため，メコン河本流の100km 区間において，５km

間隔で深浅測量を実施し，同時に採水し水質環境を把握

した。その結果，メコン河では硝酸濃度が比較的高く，

タイ支流からの流入と地形変化により pH や濁度が変動

することが分った。北タイのメコン河本流では，川幅の

広い地点で粒子の大きな土砂が沈降し，新たに支流から

粒度の細かい土砂が供給されるといった成分の変化が観

測された。また，川幅が狭く深くなっている場所では，

流速の増加に伴い粒度の大きな成分が増加し，懸濁物質

が増加したが，その後の幅広い場所でそれら大きな粒子

が沈降していた。さらに北タイメコン河の本流５カ所と

支流３カ所の採水により水質の月１回の定期的なモニタ

リングを開始した。主要溶存元素のうち Si，Na，Mg は

支流の濃度が高く，S はメコン河本流の方が高いことが
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明らかになり，北タイの支流と本流の化学物質の濃度差

から魚類の回遊が推定できる可能性が示唆された。 

(4) 回遊魚とダム開発 

 メコン河に生息する淡水魚の回遊生態の解明が急がれ

る理由は，急速な流域各国の経済発展に後押しされた数

多くの大型ダムの建設（計画）にある（2.1.2参照）。特

に現在はメコン河流域でも中国国内にしかないメコン河

本流ダムが，下流に位置するラオスやカンボジアでも

着々とその計画が進められていることに対し，多くの研

究者や NGO 関係者が危機感を募らせている。ラオス・

カンボジアの国境付近でメコン河は幾筋かの流れに分流

し，その多くが回遊魚の移動をさまたげる自然の滝（コー

ン滝）を形成している。その中で，唯一，通年魚の遡上

や降河が可能とされる流路にラオス政府は2010年までに

ダムを建設する計画を立てている（Baran & Ratner 

2007)85)。このダムが建設されればこの流路を通過して回

遊を行う魚類に，そしてその漁獲で生計を立てている流

域住民に対し甚大な影響が及ぼされる。上記 Pangasius 
krempfi なども海から遡上した後，コーン滝を乗り越え，

さらに約100km 上流に位置するラオスの都市パクセ

（Pakse）付近にまで漁場が分布すること，また産卵場

はさらに上流に位置するであろうことを考えれば，その

途上でのダム計画はまさに本種の絶滅を招きかねない

（Hogan et al. 2007)79)。 

 メコン河の大型ダムの淡水魚類への影響は，回遊経路

の遮断，すなわち生育の場と繁殖の場をつなぐ流路の分

断だけに留まらない。ダムによる河川流量のコントロー

ルは毎年繰り返される洪水と渇水の自然のサイクルを撹

乱し，回遊魚に対して誤った回遊の引き金を与えうる

（Baran 2006)66)。回遊のタイミングは，しばしば魚種

によって餌生物（プランクトンや水生昆虫など）の発生

のタイミングと同期することで，その魚類の生残率を高

めている（Brannon 1987)86)。すでにメコン河では乾季

の流量がダム建設以前より増加し，雨季の洪水のタイミ

ングが2週間から1月ほど遅れるなど，流量変動への異変

が生じている（Burnhill & Adamson 2008)87)。 

 2008年６月，ラオスの都市ルアンパバーンで開かれた

メコン河委員会・漁業対策プログラムの年会で，議長の

Chris Barlow 氏は，メコン河のダム開発は回遊経路の遮

断による影響と，流量など水文現象への人為的改変を通

じた間接的な影響とに大きく２つに分けて議論されるべ

きであり，ダム開発で近い将来失われる漁業資源，生物

多様性の経済的損失を早急に定量化し，発電や灌漑によ

って得られる経済的恩恵に対して同じ尺度で天秤にかけ

る必要性を説いていた。 

 

2.2.3  メコンデルタ・マングローブ生態系 

 メコン河河口域にはかつて広大なマングローブ生態系

が形成されていた。このマングローブ生態系は，多様な

動植物を育み，沿岸保全に重要な役割を果たし，地域社

会に木材や海産物を供給していた。しかし，この数十年

間でメコンデルタのマングローブ生態系は大規模に破壊

され搾取された。その主な要因として以下の３つが挙げ

られる。 

・ ベトナム戦争における枯葉剤散布 

・ エビ養殖池への変換 

・ 薪炭材，炭の生産のための伐採 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図50 メコン河流域における淡水魚類の採集地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図51 メコン河流域における河川水の採集地点 
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 戦争で壊滅的に破壊された後，早い段階から植林によ

る再生が試みられるが，沿岸地域の社会システムの発

展・変化に伴って再び減少している状況にある。そのた

め，激しい海岸浸食，洪水地域の増大，塩水浸入域の増

大，生物多様性の損失が起きている。また，メコン河の

上流域で活発に行われているダム建設が，中長期間を経

て河口域デルタの土壌堆積プロセスへ影響を及ぼす可能

性についても危惧される。マングローブ生態系の劣化は

沿岸地域の人々の生活へ直接大きな影響を及ぼすため，

ベトナム政府はマングローブの保護と維持を提唱してい

る。 

 マングローブ植物の生態については，多くの研究が成

されてきているが，その詳細は十分解明されていないの

が現状である。サブテーマ（2）では，メコンデルタにお

ける環境変化がマングローブ植物に及ぼす影響を評価す

ることを目的の一つとしている。マングローブ生態系は

干満を繰り返す潮間帯に位置するため，土壌は常に嫌気

的で土壌中の酸素濃度はほぼゼロに等しい。このような

場所では主に嫌気性の微生物が代謝活動を担っている。

マングローブ植物の多くは地下部の酸素不足ストレスに

対応するため，通気組織の発達した呼吸根により，地上

部から地下部へ拡散で酸素を送っている。地下部へ送ら

れた酸素は根の呼吸によって消費されるが，その一部は

根を介して根圏へと漏出される。根から漏出された酸素

は，嫌気的な土壌中でモザイク状に好気的環境を形成し，

微生物環境を大きく変える要因となる。一方，マングロー

ブ植物が生育することで土壌には大量の有機物が供給さ

れる。微生物による有機物の分解活動により，より嫌気

的な環境が形成される反面，根の極近傍には酸素漏出に

よる酸化的な環境が形成される，といった複雑な土壌環

境が形成されていることが予想される。本プロジェクト

では，マングローブ植物に特徴的な「根圏酸化機能」が，

マングローブ植物の生育に果たしている役割を解明し，

この機能がメコンデルタの生育土壌環境の変化に伴って

受ける影響を検討する。 

 これまで，マングローブ生態系を形成する主要な３種

Rhizophora，Avicenia，Bruguiera について，根圏酸化

能力，及び窒素循環への影響を野外調査及び室内実験に

より明らかにした。３種はいずれも根から微量の酸素を

漏出していることが，メチレンブルーを用いた比色法に

より明らかとなった。３種の３年生稚樹の根からの酸素

漏出速度は0.52-1.80nmo102min-1plant-1であった。３種

供，葉に光を照射すると酸素漏出速度が増加するが，こ

の効果は Avicenia で も顕著にみられた。また，野外調

査より，３種の根圏土壌では，土壌間隙水中の硝酸態窒

素濃度が高く，硝化プロセスが進行していることが示唆

された。 

 メコン河の上流でのダム開発などの土地改変は土砂の

流出量を変化させ， 下流域での土砂堆積へ影響を及ぼ

すと予想される。そこで重点地区として，サイゴン川と

カンザー・ユネスコ生物保護区とメコン河支流のハウ川

河口の湿地で調査を行った。水質分析の結果，ホーチミ

ン市内の河川でアンモニア濃度が非常に高いことが明ら

かとなった（図52）。マングローブの植林実態を調査した

ところ，河岸浸食とマングローブの天然更新が同時に起

こり，植林が主要２種で行われている実態が明らかにな

った。 

 

3  今後の研究展望 

(1) メコン河の重点流域（タイ北部，タイ東北部，メコ

ンデルタ）を対象とした河川・干潟湿地の多時期衛星観

測データを整備し，過去の地形変化に関する解析を行い，

当該流域における環境の変化と流域土地利用との因果関

係のモデリングを行う。特にダムの流量変化に伴う河岸

浸食，堆積に関する定量的なデータを収集する。 

(2) メコン河流域中流域の魚類画像データベース及び耳

石データベースを作成し，GIS 環境に対応する空間情報

（土地利用，流域基盤，生物捕獲等）を整備する。前年

度に続き淡水魚類に関する既存データ，またダム建設に

伴って実施され環境アセスメントの報告書などを収集し，

そのデータ整備を行う。 

(3) メコンデルタの環境変化が主要マングローブ樹種の

生育へ及ぼす影響を，ベトナムおよび石垣島での野外調

査と，圃場での実験から明らかにする。特に，流域開発

に伴う土壌堆積物の量・質の変化がマングローブ生態系

へ及ぼす影響について検討する。 

(4) 生物の好適生息地評価や河口域生態系への影響評価

をするため，タイ北部及びメコンデルタにおいて景観生

態学的評価技術を開発する。 

(5) メコン河委員会，環境 NGO，各大学研究者，森林

管理局等の間で情報共有ネットワークをつくり，それら

の協力のもとに，メコン河流域の環境影響評価に不可欠

な生物・水環境の空間変化及び時系列変化のデータの取

得を行う。 



―  ― 52

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図52 サイゴン川とカンザー・ユネスコ生物保護区とメコン河支流のハウ川河口の湿地での栄養塩濃度 
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 本研究報告は，東アジア地域の大気環境・広域越境大

気汚染の実態把握，中国の流域圏を対象とした環境技術

評価システムの構築による持続可能な水環境・都市管理，

メコン河における流域開発の環境影響評価及び生態系保

全管理に関する次の３つの中核研究プロジェクト， 

 1. アジアの大気環境評価手法の開発， 

 2. 東アジアの水・物質循環評価システムの開発， 

 3. 流域生態系における環境影響評価手法の開発 

によって進められた平成18～19年度の成果をまとめたも

のであり，その成果の概要は以下のように纏められる。 

 

1. アジアの大気環境評価手法の開発 

 大気汚染物質と黄砂の地上観測，航空機観測，ライダー

ネットワーク観測等を国際的・国内的な連携のもとで実

施するとともに，モデルと排出インベントリの精緻化を

進めることにより，広域大気汚染と越境大気汚染の両面

から科学的知見の蓄積とツール開発を，以下の３つのサ

ブテーマにおいて推進した。 

(1) アジアの広域越境大気汚染の実態解明 

 沖縄辺戸ステーションをベースにした地上通年観測に

よる，長距離輸送されたガス・エアロゾルの解析を行う

とともに，辺戸を中心として対流圏大気変化観測の連携

を進めた。また，航空機観測による広域汚染分布の解明

とモデルとの突き合わせを行って，東アジア地域全体の

広域大気汚染の実態把握を行った。さらに大気観測の国

際協力を推進し，これによるアジア域の大気環境のデー

タベース化を行った。 

(2) アジアの大気環境評価と将来予測 

 アジア域排出インベントリとマルチスケール大気汚染

モデルを開発し，観測データをもとに検証・改良した。

モデルと排出インベントリおよび観測データベースを活

用して，アジア広域から国内都市域における大気汚染の

全体像を把握する手法の開発を進めた。更に，排出シナ

リオに基づく将来排出量と大気汚染モデルを使って2020

年までのアジアの広域大気汚染を予測した。 

(3) 黄砂の実態解明と予測手法の開発 

 東アジア地域で増大している黄砂の発生から輸送・沈

着を把握するための，ライダーを中心とするリアルタイ

ム観測ネットワークを展開・整備すると同時に，化学分

析のための黄砂サンプリングを行った。これらのリアル

タイムデータをモデルに取り込むデータ同化手法を確立

し，黄砂予報モデルの精度を向上した。 

 

2. 東アジアの水・物質循環評価システムの開発 

 都市域および海域を含む広域的な水・物質循環を評価

するため，衛星データ，GIS，観測データ等に基づく，

水・熱・物質循環を考慮した東アジア環境情報データベー

スの構築を行った。また，これらのデータベースに基づ

き，都市域を含む流域圏水・物質循環を評価するモデル

の構築のため，以下の３つのサブテーマを設定し，プロ

ジェクトを推進した。 

(1) 流域圏における水・物質循環観測・評価システムの

構築 

 衛星データ，GIS，観測データおよび現地調査等に基

づき長江，淮河，漢江流域における気象，地形，土地利

用のデータ，水文，水質および人間生活や社会経済的な

インベントリデータを含む水・物質循環情報データベー

スを構築した。また，気象・地形・土地被覆などの自然

条件と人間活動の相互関係について検討した上で，流域

圏水・物質循環を評価できるモデルの統合化を行った。

さらに，モデルの検証や適用を含めた共同研究体制を確

立するために，長江水利委員会と共同研究で漢江流域に

おいて栄養塩の自動観測システムを設置した。 

(2) 長江起源水が東シナ海の海洋環境・生態系に及ぼす

影響の解明 

 東シナ海陸棚域環境・生態系の変調把捉を目的とした

航海調査を2006，2007年実施し，観測された水・熱・物

質の輸送現象を再現できる数理モデルの開発を行い，東

京湾に適用してモデルの妥当性・有用性を確認した。 

(3) 拠点都市における技術・政策インベントリと評価シ

ステム 

 統合型陸域生態系モデル（NICE）モデルを基に，都

市スケールの水・物質・エネルギー解析の鉛直一次元建

築物・都市・土壌連携モデルのプロトタイプを構築し，

シミュレーションのテストを行った。また，循環形成の

産業システムの環境フラックス分析の方法論を開発する

ことにより，都市と産業を包括する環境技術・政策・ビ

ジネスのインベントリを定量的に評価した。さらに，大

 

Ⅴ まとめ 
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連理工大学環境計画研究所等と共同し，大連市を拠点と

する流域における都市環境に関わる統合的な GIS デー

タを整備するとともに，陸域統合型モデルに新たに都市

モデルを結合した水・物質・エネルギー統合型モデルを

構築するためのフレームワークを作成した。 

 

3. 流域生態系における環境影響評価手法の開発 

 東南アジア・日本における持続可能な自然と共生する

社会を実現するため，流域生態系における環境影響評価

手法の開発を行い，国際プログラム間のネットワークを

構築し，国際共同研究による流域の発展に必要な科学的

知見を提供するために，以下の３つのサブテーマを設定

し，プロジェクトを推進した。 

(1) 流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構

築 

 メコン河流域全体を対象とした多時期衛星観測データ

を整備し，タイ東北部における1990－2000年の土地被覆

変化に関する予察的な解析を行い，氾濫原や河川地形の

現況把握を行った。また，メコン河流域全体を網羅した

自然環境（地質，土壌，植生，気候，水文など）および

人文社会（行政界，人口，交通網，産業統計など）に関

する空間データを整備するとともに，各要因の類似性に

基づいた地域の類型化を行った。 

(2) 人間活動による生物多様性・生態系影響評価モデル

の開発 

 水環境シュミレーションモデルの導入と初期稼動を行

った。 

 メコンデルタに広範囲に生育しているマングローブ樹

種の根圏酸化機能が底質中の物質代謝機構へ及ぼす影響

を評価するため，国内外での野外調査および圃場での実

験システムを構築し，予備調査を実施した。 

 北タイ地域のメコン河本流および支流における河岸・

河床地形，流速，水質，魚類相の現地調査を実施すると

ともに，水質・魚類採集の定期モニタリング体制を整備

した。 

(3) 持続可能な流域生態系管理を実現する手法開発 

 メコン河情報共有のため現地 NGO やカウンターパー

トとともに，河川生態系長期モニタリングネットワーク

を構築し，主に淡水魚類に関する既存データ，またダム

建設に伴って実施されたであろう環境アセスメントの報

告書などを収集した。 
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中核研究プロジェクト３：流域生態系における環境影響評価手法の開発 

（１）流域生態系及び高解像度土地被覆データベースの構築 
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谷本浩志, 猪俣敏（2006）プロトン移動反応－飛行時間型質量分析計による有機化合物の多成分リアルタイム検出．

2006 年度地球化学会年会(invited), 

猪俣敏, 谷本浩志, 青木伸行, 廣川淳, 定永靖宗（2006）有機化合物の多成分同時測定のための陽子移動反応－飛行

時間型質量分析装置の開発．日本分析化学会第 55 年会,  

Tanimoto H., Mukai H., Ohara T., Uno I.（2006）Impact of changing climate and emissions on surface ozone 
distributions and evolution, Regional climate variability and its impacts in the Mediterranean Area, NATO 
Advanced Research Workshop(invited)．Marrakech, 

Tanimoto H., Ohara T., Kurokawa J., Mukai H., Uno I., Yamaji K.（2006）Interannual variations and recent 
trends of surface ozone in East Asia: Integrated observations and chemical transport model analysis, American 
Geophysical Union 2006 Fall Meeting．San Francisco,  

Inomata S., Tanimoto H., Aoki N., Hirokawa J., Sadanaga Y.（2006）Development of a PTR-TOFMS instrument 
for real-time measurements of volatile organic compounds in air． American Geophysical Union 2006 Fall 
Meeting, San Francisco,  

谷本浩志（2007）測定の標準化と観測の統合化に基づく地表オゾンの時空間変動に関する化学輸送モデル解析第

17 回大気化学シンポジウム（第二回大気化学研究会奨励賞受賞講演）,  

Tanimoto H. (2007) Interannual variations and recent trends of surface ozone in East Asia: Standardization 
and integration of measurements and chemical transport model analysis, JointTask Force on Hemispheric 
Transport of Air Pollution and WMO Workshop on Integrated Observations for Assessing Hemispheric Air 
Pollution(invited), Geneva,  

Tanimoto H., Inomata S., Aoki N., Sadanaga Y., Hirokawa J. (2007) The NIES PTR-TOFMS instrument: 
design, performance, and application, 3rd international PTR-MS conference 2007(invited), Obergurgl,  

Inomata S., Tanimoto H., Aoki, N. (2007) Development of new PTR ion sources for soft and selective ionization, 
3rd international PTR-MS conference 2007, Obergurgl,  

Tanimoto H., Inomata S., Kanaya Y., Kato S., Wang Z. (2007) Measurements of NOx  NOy  and NMVOCs at 
the summit of Mount Tai  China  in June 2006  The 10th International Conference on Atmospheric Sciences 
and Applications to Air Quality (ASAAQ) ,  

金谷有剛, ポチャナート・パクポン, 劉宇, 秋元肇, 谷本浩志, 猪俣敏, スタワリージーラナット, 加藤俊吾, 王自発

（2007）2006 年 6 月中国泰山における光化学的オゾン生成．日本地球惑星科学連合 2007 年大会, 
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Kanaya Y., Pochanart P., Liu Y., Komazaki Y., Akimoto H., Tanimoto H., Inomata S., Suthawaree J., Kato S., 
Wang Z. （2007）Photochemical ozone production rates at the summit of Taishan (Mount Tai), China, in June 
2006, The 10th International Conference on Atmospheric Sciences and Applications to Air Quality (ASAAQ),  

Inomata S., Tanimoto H., Kato S., Kanaya Y., Wang Z. （2007） PTR-MS measurements of non-methane 
volatile organic compounds at the summit of Mount Tai, China, in June 2006．The Asian Chemical Congress 
(12ACC),  

谷本浩志（2007）対流圏における光化学オゾンとその支配要因に関する地球化学的研究． 2007 年度地球化学会年

会(invited),   

猪俣敏, 谷本浩志, 亀山宗彦, 角皆潤, 入江仁士, 金谷有剛, Zifa Wang（2007）PTR-MS を用いた大気中ホルムア

ルデヒド濃度の決定．第 13 回大気化学討論会,  

入江仁士, 金谷有剛, 秋元肇, 谷本浩志, 王自発（2007）衛星センサーOMI の対流圏 NO2 カラムデータの検証－中

国華北平原で実施した MAX-DOAS 観測との比較－．第 13 回大気化学討論会,  

Irie H., Kanaya Y., Akimoto H., Tanimoto H., Wang Z., Gleason J.F., Bucsela E.J. (2007) Validation of OMI 
tropospheric NO2 column data using MAX-DOAS measurements deep inside the North China Plain in June 
2006, American Geophysical Union 2007 Fall Meeting, San Francisco,  

Inomata S., Tanimoto H., Kameyama S., Tsunogai U., Irie H., Kanaya Y., Wang Z. (2007) Determination of 
formaldehyde mixing ratios in polluted air with PTR-MS: Laboratory experiments and field measurements, 
American Geophysical Union 2007 Fall Meeting,  

永島達也，須藤健悟，秋元肇（2007）タグ付き輸送モデルを用いた日本における地表オゾンの発生源別寄与率推定．

日本気象学会 2007 年秋季大会， 

Nagashima T., Ohara T., Tanimoto H., Sugata S., Kurokawa J., Sudo K., Akimoto H., Uno I. （2007）Regional 
and global modeling of tropospheric ozone over Japan, TF HTAP Workshop on Global and Regional Modelling 
for Assessing Hemispheric Air Pollution．Juelich, Germany,  

永島達也，須藤健悟，秋元肇（2006）タグ付きトレーサーによる日本の対流圏オゾンに対する発生源別寄与率評価．

平成 19 年度第 13 回大気化学討論会,  

森育子, 西川雅高, 高橋克行, 荒生公雄（2006）2006 年春季長崎のエアロゾル濃度．第 23 回エアロゾル科学・技

術研究討論会,   

高橋克行, 森育子, 佐々木淳一, 藤村満, 荒生公雄, 董旭輝, 全浩, 西川雅高（2006）越境大気エアロゾルの日中同

時観測．第 47 回大気環境学会年会, 

高橋克行，西川雅高，荒生公雄，河本和明，董樹屏，郭（2007）2007 年春季に観測された黄砂現象．第 24 回エア

ロゾル科学・技術研究討論会， 

高橋克行，河本和明，荒生公雄，佐々木淳一，藤村満，董樹屏，郭，西川雅高（2007）中国北京市における都市大

気エアロゾルの炭素安定同位体比．第 48 回大気環境学会年会， 

高橋克行，河本和明，荒生公雄，佐々木淳一，藤村満，西川雅高（2007）越境大気エアロゾルの日中同時観測(2)
安定同位体比の変動．第 48 回大気環境学会年会， 

西川雅高 (2007) これまでの黄砂問題への科学的対応と今後, 推進費黄砂プロジェクトの成果と将来展開．環日本

海域の環境シンポジウム， 

Hasegawa S., Takahashi K., Fushimi A., Jia Y.T., Duan J.C., Yang L., Shi Z.B., Ohara T., Wakamatsu S., Ma 
Y.L., He K.B., Hao J.M. （2007）A comparison of elemental and organic carbon in the urban atmosphere of 
Tokyo and Beijing in four seasons. The 10th International Conference on Atmospheric Sciences and 
Applications to Air Quality (ASAAQ), 

青木輝夫，田中悦子，朽木勝幸，田中泰宙，本吉弘岐，長谷川就一，兒玉裕二，安成哲平（2007）積雪に含まれる

黒色炭素・ダストとアルベドの観測．日本気象学会 2007 年度春季大会， 

小林伸治，長谷川就一，近藤美則，伏見暁洋，田邊潔（2007）後処理装置付ディーゼル車からの NO2 排出特性．

自動車技術会 2007 年春季大会， 

長谷川就一，伏見暁洋，高橋克行，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）沿道および一般環境大気中粒子（10nm
～10µm）の粒径別炭素成分．日本エアロゾル学会第 24 回エアロゾル科学・技術研究討論会， 
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伏見暁洋，長谷川就一，高橋克行，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）加熱脱着 GC/MS による極微量粒子中の

PAHs と n-アルカン定量法の確立．日本エアロゾル学会第 24 回エアロゾル科学・技術研究討論会， 

高橋克行，長谷川就一，伏見暁洋，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）沿道と一般環境における大気中ナノ粒子

の粒径分布．日本エアロゾル学会第 24 回エアロゾル科学・技術研究討論会， 

Shi Z.B., Zang D.Z., Ji H.Z., Hasegawa S., Hayashi M. (2007) Modification of Soot by Volatile Species in an 
Urban Atmosphere．日本エアロゾル学会第 24 回エアロゾル科学・技術研究討論会， 

長谷川就一，伏見暁洋，高橋克行，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）幹線道路沿道における大気中炭素成分粒

子の粒径分布．大気環境学会第 48 回年会， 

長谷川就一，速水洋，米持真一，梅沢夏実，大原利眞（2007）関東地方で夏季に観測された高濃度エアロゾルの化

学組成．大気環境学会第 48 回年会， 

長谷川就一，板野泰之，紀本岳志，若松伸司（2007）大阪における大気エアロゾルの総合観測－含炭素粒子の日内

変動と季節変化－．大気環境学会第 48 回年会， 

高橋克行，長谷川就一，伏見暁洋，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）幹線道路沿道における大気中ナノ粒子の

粒径分布の長期観測．大気環境学会第 48 回年会， 

伏見暁洋，長谷川就一，高橋克行，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治（2007）加熱脱着 GC/MS による沿道大気ナノ粒

子中の PAHs と n-アルカンの定量．大気環境学会第 48 回年会， 

田村憲治，近藤美則，新田裕史，長谷川就一（2007）都市幹線道路周辺の歩行中における PM 曝露（１）PM 重量

濃度と個数濃度の比較．大気環境学会第 48 回年会， 

伏見暁洋，長谷川就一，高橋克行，藤谷雄二，田邊潔，小林伸治，落合伸夫，家田曜世，笹本喜久男（2007）加熱

脱着 GC/MS 及び GC×GC/MS による大気中ナノ粒子の有機組成分析．大気環境学会環境大気モニタリング分科

会， 

Hatakeyama S.（2006）An Outline of Cape Hedo Atmosphere and Aerosol Monitoring Station (CHAAMS) and 
Measurements of Chemical Components of Aerosols in CHAAMS, International Workshop on Regional 
Atmospheric Environment Monitoring and Long Range Transport(Invited) ．    

河村公隆，渡辺智美，Wang G.，持田陸宏，畠山史郎，高見昭憲，W. Wang（2006）中国上空エアロゾル中の水

溶性ジカルボン酸，n-アルカン，PAH，脂肪酸，糖類の高度分布と季節変化の特徴．第 12 回大気化学討論会 ,  

Hatakeyama S.（2006）Measurements of Aerosols Transported from the East Asia at Cape Hedo Atmosphere 
and Aerosol Monitoring Station (CHAAMS) in Okinawa, The 8th International Symposium on Building and 
Urban Environmental Engineering(Plenary) , 

Hatakeyama S., Takami A., Wang W.（2006）Aircraft Observations of Air Pollutants around Large Cities in 
China, The 8th International Symposium on Building and Urban Environmental Engineering, 

畠山史郎，高見昭憲，Wei Wang（2006）中国上空の航空機観測によるエアロゾルの観測．文部科学省科学研究費

補助金公開シンポジウム「エアロゾルの大気環境影響」 

畠山史郎，今井孝典，滝口善洋，高見昭憲（2006）沖縄辺戸岬における EC/OC の長期観測．第 23 回エアロゾル

科学・技術研究討論会,  

河村公隆，渡辺智美，持田陸宏，畠山史郎，高見昭憲，Wang Wei（2006）中国上空における水溶性有機物の高度

分布：冬，夏，春における航空機観測．2006 年度日本地球化学会年会,  

Hatakeyama S., Imai T., Miyoshi T., Takami A.（2006）EC and OC transported from northern China 
accompanied by Asian yellow sand dust, Joint CACGP/IGAC/WMO Symposium 「Atmospheric Chemistry at 
the Interfaces 2006」． 

Kawamura K., Watanabe T., Mochida M., Hatakeyama S., Takami A., Wang W.（2006）Aircraft observations of 
water-soluble dicarboxylic acids in the aerosols over China, Joint CACGP/IGAC/WMO Symposium 
「Atmospheric Chemistry at the Interfaces 2006」． 

酒巻史郎，畠山史郎（2006）沖縄辺戸岬での炭化水素類の季節変動解析．第 47 回大気環境学会,  

大泉毅，畠山史郎，村野健太郎，Tamara Khodzher（2006）東シベリア，沿海州地域における降水成分およびガ

ス，粒子状成分濃度（第 5 報）．第 47 回大気環境学会,  

畠山史郎（2006）越境大気汚染と日本～富士山でわかるアジア大陸からの汚染物質の実態～．第 8 回「富士山学校・

科学講座」（NPO 富士山測候所を活用する会） 
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Hatakeyama S., Takami A., Wang W. (2006) Changes of ionic species during the transport from inland through 
coastal China to Japan, International Workshop and Symposium on Mt. Fuji Project: For the establishment of 
a「high mountain observation platform of extreme environment」． 

Hatakeyama S., Takami A., Imai T., Takiguchi Y. (2006) Changes of chemical composition of aerosols measured 
at Cape Hedo．Okinawa after long-range transport from the East Asia with Asian dust, International 
Workshop on Regional Ecology and its Environmental Effect,  

Hatakeyama S., Takami A., Takiguchi Y. (2006) Establishment of Japanese super site, Cape Hedo Atmosphere 
and Aerosol Monitoring Station (CHAAMS), and measurements of nitrate there in 2006, 8th AANESWM) 
(Invited),  

畠山史郎，高見昭憲，王瑋（2007）中国国内と日本におけるエアロゾルイオン成分濃度比較．第 17 回大気化学シ

ンポジウム,  

Hatakeyama S., Takami A. (2007) Chemical composition of aerosols transported from the East Asia, Joint Task 
Force on Hemispheric Transport of Air Pollution and WMO Workshop on Integrated Observatons for Assessing 
Hemispheric Air Pollution．Geneva,  

畠山史郎, 高見昭憲, Wang Wei, 相澤順子 （2007）中国における大気汚染物質の航空機観測とこれに同期した地上

観測（2006 年４－５月）におけるエアロゾル化学成分の特徴．日本地球惑星科学連合 2007 年大会， 

畠山史郎，高見昭憲，相澤順子，Wang Wei（2007）2006 年春の中国における大気・エアロゾルの航空機および地

上観測．第 24 回エアロゾル科学・技術研究討論会， 

畠山史郎，高見昭憲，Wang Wei，相澤順子（2007）中国北京・天津周辺における大気汚染物質の航空機観測と地

上観測．第 48 回大気環境学会年会， 

畠山史郎, 高見昭憲, 佐藤圭, 滝口善洋, 田中友里愛（2007）沖縄辺戸岬におけるエアロゾル化学成分の観測－ナイ

トレートの場合－，特定領域研究「大気海洋物質循環」シンポジウム「太平洋亜熱帯海域の大気組成と海洋起源物

質－島嶼大気定点観測と海洋観測との接点を探る－」． 

早崎将光, 足立幸穂, 菅田誠治, 西川雅高, 大原利眞, 若松伸司（2006） 2006 年春季の黄砂飛来時における高濃度

SPM の空間分布と時間変動．第 47 回大気環境学会年会,  

早崎将光 ,黒崎泰典, 樋口篤志, 足立幸穂, 菅田誠治, 西川雅高, 大原利眞, 若松伸司（2006）2006 年 4 月 8 日の黄

砂をもたらした前線の空間構造と時間発展．日本気象学会 2006 年秋季大会（P346）,  

早崎将光, 西川雅高, 菅田誠治（2007）黄砂飛来時の SPM 濃度と視程の関係．第 24 回エアロゾル科学・技術研究

討論会,  

早崎将光（2007）Ox および SPM の環境基準達成状況の過去・現在 －常時監視局 1 時間値から得られる情報－．

第 48 回大気環境学会年会（特別集会 2）,  

早崎将光, 大原利眞, 宮下七恵（2008）2007 年 5 月に発生した広域的な光化学オキシダント汚染：（1）観測データ

解析．第 48 回大気環境学会年会,  

早崎将光（2008）全国の大気環境基準達成率の推移と現状 －現環境基準の問題点－．第 34 回大気環境学会近畿支

部シンポジウム,  

森野悠，近藤豊，菅田誠治，大原利眞，竹川暢之，宮川拓真，駒崎雄一，福田真人，北和之（2007）都市大気中で

の硝酸および硝酸塩エアロゾルの生成・消失過程．大気化学シンポジウム， 

Morino Y., Kondo Y., Ohara T., Sugata S., Takegawa N., Miyakawa T., Fukuda M. （2007） Production, 
transport, and removal of HNO3 and particulate nitrate over Tokyo, The 10th International Conference on 
ASAAQ．4D.2,  

森野悠, 近藤豊, 大原利眞, 菅田誠治, 竹川暢之, 宮川拓真, 福田真人（2007）首都圏における硝酸及び硝酸塩エア

ロゾルの生成, 消失, 輸送過程．日本地球惑星科学連合 2007 年大会,  

森野悠, 大原利眞，近藤豊, 竹川暢之, 宮川拓真（2007）夏季のエアロゾル高濃度イベントにおける二次有機エア

ロゾルのシミュレーション．第 13 回大気化学討論会,  
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（２）中核研究プロジェクト２：東アジアの水・物質循環評価システムの開発 

発表者・（暦年）・題目・学会等名称・予稿集名 

Bagan HASI., Qinxue WANG., Yoshifumi YASUOKA., Masataka WATANABE.（2006）SYNERGETIC USE OF 
MODIS, ASTER, AND LANDSAT DATA FOR LAND COVER CLASSIFICATION IN ARID AND SEMI-ARID 
AREA OF NORTH CHINA．The 27th Asian Conference on Remote Sensing, Oct.9-13, 2006. Ulaanbaatar, 
Mongolia, 

Hasi Bagan., Pranab J Baruah., Qinxue Wang., Yoshifumi Yasuoka.（2007）Cropland Area Extraction in China 
with Multi-Temporal MODIS Data．2007 AGU Fall Meeting. San Francisco,   

Hasi Bagan., Qinxue Wang., Yoshifumi Yasuoka, （2007）Land cover classification in China with MODIS 
time-series data．2007 JSPRS Fall Conference.  

Hasi Bagan, 王勤学,安岡善文（2007）MODIS 時系列データによる中国の土地被覆分類．日本写真測量学会平成

19 年度秋季学術講演会,  

Higashi H., Dairaku K., Matsuura T.（2006） Impacts of global warming on heavy precipitation frequency and 
flood risks.  Proceedings of the 3rd International Conference on Hydrology and Water Resources in Asia 
Pacific Region, ST1-05-A28-306(CD-ROM),. 

Inamori Y., Kaiqin Xu., Ebie Y., Inamori R., Kondo T., Inoue H.（2006）Strategy for environmental restoration 
using advanced domestic wastewater treatment johkasou system．Key-note Speech in [Symposium for 
Pollution Control and Ecological Restoration Techniques of Water Environments in China], Nov 12-16, 
Shanghai, China, Vol.1, 30-55, 2006 

Inamori Y., Kaiqin Xu, Ebie Y., Inamori R., Kondo T.（2006）Strategies for freshwater(Lakes and Marshes) 
environment restoration using Bio-Eco engineering. Key-note Speech in [Symposium for Pollution Control and 
Ecological Restoration Techniques of Water Environments in China], Nov 12-16, Shanghai, China, Vol.1, 1-21, 

Kaiqin XU., Casey Brown., Hyun-Han Kwon., Upmanu Lall., Masataka Watanabe.（2006）Seasonal Streamflow 
Forecasting using Climate Signals: Application to the Three Gorges Dam in the Yangtze River Basin. 
Proceedings of the IAHS Conference on "Hydrological Sciences for Managing Water Resources in the Asian 
Developing World", June 8-10, Guangzhou, China,  

Kaiqin XU., Casey Brown., Hyun-Han Kwon., Upmanu Lall., Masataka Watanabe. (2006) Seasonal 
Streamflow Forecasting using Climate Signals, Application to the Three Gorges Dam in the Yangtze River 
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